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WEEE & RoHS指令を巡る最近の動きとしては、7月 20日以降、開催されていなかった TAC（技
術適用委員会）が 10月 22日に開催された。今回、RoHS除外案件が主要テーマとなったことか
らその行方が注目されたが、除外を認めるかどうかについては結論が出なかった。しかしながら、

今後の方向を探るうえで当日の議論は重要であるので、同会議における議論の概要を以下に紹介

する。 

また国別の動きに関連して、英国WEEE & RoHS規則案およびガイダンス案に関するコンサルテ
ーションに対して日本機械輸出組合から意見書を提出したが、意見書の内容については本記事の

後（5ページ）に掲載したのでご参照願いたい。さらに JBCE（在欧日系ビジネス協議会、事務局：
日本機械輸出組合ブラッセル事務所内）や日本の工業会関係 4 団体（ただし RoHS については     
5団体）からも意見書を提出したが、紙面の都合により JBCEの意見書（原文）のみを参考までに
8ページに掲載する。 

10月 22日 TAC検討状況 

• 冒頭、環境総局から、WEEE & RoHS指令の対象範囲に関連した問題について議論のうえ見解
を出すため他の 3つの総局との内部ネットワークを設立したこと、および IT機器の在庫品移
動状況と 2006年 7月 1日以降の修理過程に関して法務部局からの意見を求めるため同部局に
調査を委ねたことが報告された。 

• その後、今回の会議の主要テーマである RoHS指令の適用除外について調査の中間報告が行わ
れ、引き続き除外に関する検討が行われた。同会議における議論等の概要は以下の通り。 

(1) RoHS除外調査に関する ERAの中間報告 

• ERAテクノロジー社が欧州委員会から委託されたRoHS指令適用除外に関する調査の中間結
果について詳細な発表を行った。欧州委員会は、示唆された除外については RoHS指令付属
書を修正する提案を行うが、修正については 12月の採択事項になる旨言明した。 

• 除外がいつまで認められるかという問題について、欧州委員会は、いかなる除外も指令の一
般的見直し条項に従うこととなることを加盟国に再確認した。これは、すべての除外が 2006
年 7月 1日の 4年後である 2010年 7月より前に見直しされる必要があることを意味する。
欧州委員会は、現在の除外について 2010年以降継続することを正当化する更なる作業が行
われなければ、その時点で除外は撤回されることも言及した。 

(2)個別項目に関する議論 

① Deca-BDE 

• 現行物質規則の下で行われた Deac-BDEのリスク評価により、環境や健康への確認されるべ
きリスクはなかったこと、しかし環境・生体監視プログラム継続への関心が表明されたとい

う結果が既に出されている。また神経毒性に関する更なる調査および排出を管理・削減する

ための産業による自主的プログラムについても合意されている。この結果を踏まえ、TACと
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して RoHSで Deac-BDEの禁止を継続すべきかどうか議論が行われた。 

• 5 月末にダブリンで行われた加盟国所管当局へのリスク評価結果の説明の際に責任者であ
った環境大臣からの助言を踏まえて、英国は、RoHSにおける Deac-BDE禁止は最早、適切
でないし、他の法律と整合していないと確信すると言明し、企業総局は、リスク評価はいま

や公式に完了し、合意されたプログラムは残された懸念への取り組みを目指していると付言

した。他の加盟国はこれらの立場を支持したが、2ヵ国が未だ知られていない点についての
懸念もあるので予防原則が適用されるべきとして異議を唱えた。 

• 欧州委員会は、今後数週間で提案を示すことおよびそれらの提案は現行物質法規のリスク削
減戦略の下で行われている管理を考慮すると言明して議論を締めくくった。 

② 鉛・青銅ベアリングシェルおよびブッシュ中の鉛の除外要望 

• 欧州委員会は、同除外要望に関して多くの産業関係者から提出された意見を提示し、TACの
見解を条件として、除外要望を承認する正当な証拠が十分にあるように思えるとして提案を

行った。ELV(使用済み自動車指令)では鉛・青銅ベアリングシェルおよびブッシュ中の鉛は
除外が認められており、RoHS 指令でもそのポジションを反映することは理に適っている。
ほとんどの TAC メンバーはこの提案に合意し、欧州委員会はかかる勧告を提出すると言明
した。 

③シャンデリア・ガラス中のクリスタル鉛の除外要望 

• 欧州委員会は同要望に関して提出された意見を提示し、RoHS指令はシャンデリア・ガラス
のクリスタルガラス中の鉛の使用のような用途には有害物質の使用制限を意図してこなか

ったと述べた。一般的に加盟国はこれに合意し、1ヵ国は飲用クリスタルガラス中の鉛は包
装および包装廃棄物指令で除外されていることを再確認した。また他の国は、この用途から

環境上の打撃を与えるリスクはきわめて低いことを言及した。欧州委員会はこの要望が受け

入れられるべきとの勧告を提出すると言明した。 

④新機器製造における旧機器の禁止物質含有部品の使用 

• リースベースで事業者間(B2B)市場に上市された新しい機器の製造に旧い機器の部品を再使
用することに関する欧州主要企業 2～3社からの共同要望について、欧州委員会は、新しい
機器が市場に出され、リファービッシュ機器としてリースされているならば問題ないという

考えを示した。しかしながら、この特定のケースにおける会社の慣行ではその機器の中に再

使用部品が入っていても当該機器を「新しい」と呼ぶことになっていた。（機器の中に再使

用部品が入っていることは顧客に知らせる。） 

• 欧州委員会は、この慣行が現存の製品とコンポーネンツの寿命を延ばすという事実を考慮す
るなどにより時限的除外を考えていると言明した。多くの加盟国は賛意を表明したが、いく

つかの加盟国は除外により提案したセクター以外の多くの異なる産業の部品が使用される

であろうとして意見を留保した。しかしながら、欧州委員会は、特定の企業や製品タイプに

限ったものではない一般的な問題として除外提案することを考慮するであろうことを示唆

した。加盟国はこの除外は循環型システムの存在が明らかに示され得る場合の例外的ケース

においてのみ支持し得ることを確認したいと望んだ。これについても、欧州委員会は今後、

可能な方法について提案を出すであろうと言明した。 
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(3) 事後の除外要望 

• 欧州委員会は、ERA調査の開始後、他の多くの除外要望を受理しており、9月 15日以前に
提出された要望については本 TAC 会議で議論された。欧州委員会は、今日まで受理した要
望に優先順位をつけ、明確に正当化されない要望は却下するであろうと言明した。英国は、

これらの遅く提出された要望の多くは以前議論済みのものと同様なものであり、これ以上の

検討は必要ないと言及した。加盟国の中には 2～3の新しい要望は即刻、考慮外とし得ると
考える国もあった。 

(4) 今後の方向 

• 議論の締めくくりとして、欧州委員会は、これらすべての除外問題を 3つにグループ分けし
て取り扱う意向を示した。 

第 1グループは、ERA調査でカバーされた除外を対象とする。 

第 2グループは、Deca-BDE、鉛・青銅ベアリングシェルおよびブッシュ中の鉛、シャン
デリア・ガラス中のクリスタル鉛および新機器製造における旧機器の禁止物質含有部品

の使用を対象とする。 

第 3グループは、現状では最終的提案であり、9月 15日以前に欧州委員会が受理した除
外要望を対象とする。 

欧州委員会は、TACは最終的な議論を行う位置にあり、次回会議で第 1グループについて正
式な採決を行うことを希望すると言明した。最後に、将来受ける更なる除外要望の問題があ

り、欧州委員会は次回会議でこれらの要望の取扱いについて議論すべきであると示唆した。 

(5) 次回会議 

• 欧州委員会は、次回会議を 12月に開催したいと述べた。（その後、12月 10日と決定。） 

□ 
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英国WEEE & RoHS規則案等に関し意見書を提出 
 

 国際業務部門 
 環境・安全グループ 

英国貿易産業省（DTI）は本年 7月 30日、WEEE & RoHS指令（廃電気電子機器・有害物質使
用制限指令）を国内法制化するための規則案及び詳細説明を記したガイダンス案を発表し、10月
29日を期限としてコンサルテーションにかけた。これに対し、当組合では「貿易と環境専門委員
会」（委員長：松藤 洋治氏 キヤノン㈱ 環境統括・技術センタ主席）及び「環境法規専門委員会」
（委員長：三崎 均氏 ㈱東芝 環境推進部参事）において、関係委員から出された種々のコメント
を基に検討を行い、わが国機械輸出業界の立場を踏まえた意見書として取りまとめ、去る 10 月
29日に両委員長連名で DTIに提出した。 

 
今回の検討においては、現地でないと分からない点や現地事情により止むを得ないと思われる

点については言及せず、また個別的・技術的なことについては別途検討している国内工業会の意

見に入れていただくこととし、当組合としては全体的な問題や業界共通の問題についての意見と

してとりまとめたものである。 

 
これまで英国 DTI はWEEE & RoHS指令国内法制化に関して二度コンサルテーションを行い、
当組合はそれらについても意見書を提出しているが、DTI は今回のコンサルテーションの後、最
終的な規則を策定する予定としていることから、今回が同指令法制化に関する最後の機会として

位置づけられる。最近の情報によると、DTIは受け付けたコメントは 11月末に発表し、規則及び
ガイダンスは 2005年早々に確定する予定としている。 

 
今回、当組合が提出した意見は以下の通り。なお、意見記述だけでは問題が分かりにくい箇所

については、補足として各意見の前の括弧内に DTIの案の内容や質問内容を記した。 

 
英国コンサルテーション・ペーパーへの日機輸意見 

Part Ⅱ WEEE規則案 

規則第Ⅲ章 
〔分別回収〕 

家庭からの WEEE の回収システムでは、自治体や消費者も含めた各ステーク
ホルダーが適正な役割分担することが重要であるが、これが明記されていな

い。自治体については WEEE 指令第 5 条、消費者については WEEE 指令
第 10条に従って規則に明記してほしい。 

規則18 
〔生産者登録〕 

生産者登録は、初年度以降は、1月 1日から 1月 31日の 1ヵ月間であるが、
この場合、2月 1日以降の登録が不可能となる。初めて製品（EEE）を上市す
る生産者については、登録期間を限定せず、いつでも登録できるようにすべ

きである。 
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規則27～29、 
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ116 
〔再生目標等の

報告〕 

（生産者に再生、再使用・リサイクル目標達成の報告義務を課すことについ

て）遵守スキームに参加した場合、スキームがまとめて処理するため個々の

生産者が再生目標を達成したことを確認する手段がないので、生産者は責任

を負うことが出来ない。スキームの運営に義務付けるか或いは英国全体の報

告で良しとするべきである。 

規則29 
〔再生目標遵守

報告〕 

再生目標の遵守に関する情報提出期間が四半期毎と定められているが、再生

目標の達成を確認する意味で当初は止むを得ないとしても、将来は 6 ヵ月毎
とか 1年毎などより長期間単位の報告としてほしい。 

規則32、 
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ137 
〔マーキングの

規格〕 

① マーキングのデザイン詳細を早期に発表してもらいたい。2005 年 8 月か
らの実施の為には実施準備時間は残されていない。 

② 正式発行が遅れて、生産ラインとの兼ね合いでタイムリミットに対して遅
すぎた場合、生産者に猶予期間を設けてほしい。 

規則33、 
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ125～

129 
〔処理施設への

情報提供〕 

「電子電気機器の危険物質と危険調剤の場所」の情報提供については、処理

施設が欲している環境汚染リスクおよび従業員の健康リスクに関わるものと

いった情報のみに限定してほしい。 

 

Part Ⅲ WEEEガイダンス案 

Q1 
〔NCH設置案〕 

（分別回収されたWEEE[廃電気電子機器]の生産者への割当等を行うNCH［ナ
ショナル・クリアリング・ハウス］の設置案について）賛成する。 

Q5 
〔WEEE管理へ
の関与レベル〕 

（生産者や生産者遵守スキームが指定回収施設でWEEE管理を行うことにど
の程度の関与が適切かとの質問について）生産者あるいは生産者スキームは

指定回収施設でのWEEE管理を行うものではない。但し、生産者或いは生産者
スキームがWEEEを指定回収施設から引き取る際に、不適切なものがあった場
合は回収物の引取りを拒否できるようにすべきである。 

Q7 
〔WEEE分類〕 

（回収を目的としたWEEEの分類を4つにすることについて）当初は実施上の
現実的対応としてこれで止むを得ないが、経験をつんだ後、環境配慮製品が

評価されるような仕組み（インセンティブを与える等）にすべきである。 

Q8 
〔データ報告と

マーケットシェ

ア計算〕 

① 生産者は英国に上市する製品の総数および総重量（total numbers and 
weights of products）をNCHに報告し、NCHはこのデータを使用してマー
ケットシェアを計算することとしているが、算出ベースには総数データで

はなく総重量データ（個数×ユニット重量）を使用していただきたい。 

② 遵守スキームを使わずに生産者自身が回収・処理した場合、シェア割当の
ベースには前年度の実績をベースとして販売量から回収・処理量を差し引

いたものとするよう提案する。 
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Q9 
〔環境・社会影

響への考慮〕 

（英国政府が広範な環境・社会への影響を考慮するよう生産者及び生産者

遵守スキームに求める意向について）賛成である。しっかりしRIA（Regulatory 
Impact Assessment）をして環境･社会影響とコストを両立させて欲しい。 

Q10 
〔B2B費用負
担〕 

（事業系WEEEに関する企業間費用負担義務の施行アプローチ案について）賛
成する。 

 

Part Ⅳ RoHS規則案 

全体的意見 
この規則とガイダンスが他の加盟各国と共通化して使われるように働きかけ

てほしい。 

9 
〔技術書類要

件〕 

（鉛等6物質が規定値以下の含有であることを証明する技術書類等を当局の
請求日から28日以内に提出する義務について）技術書類等の提出期限につい
て、域外企業に対しては様々な事情（翻訳等）を考慮してほしい。 

18 
第2項 
〔抗弁手続〕 

（罰則に関する抗弁のための通知を手続きの審理の7日以前に送達すること
について）抗弁の通知期間について、域外企業に対しては様々な事情（翻訳

等）を考慮してほしい。 

  

Part Ⅴ RoHSガイダンス案 

29 
〔機械的分離の

定義〕 

（鉛等6物質の最大濃度値の分母となる「均質材料」に関連した「機械的分離」
の定義について）この問題はTACで検討中であることを認識している。つい
ては、次の点をTACで提案してほしい。均質材料の範囲は機械的行為で材料
が分離できる部分とあるが、精細な部分は、別々の部位に正確に分離するこ

とが困難な場合もある。したがって、第29項は、「機械的行為によって「正
確に」分離されることを意味する」と考えるべきである。 

付属書C 

（RoHSの適用除外となる特定用途ごとに具体的品目等が掲げられたことに
ついて）特定除外用途の例示を示されたことには感謝する。ただし、例示さ

れたものが全てではないということを明記してほしい。 

 
□ 



28 October 2004  
Mr. Gordon Tarrant 
Sustainable Development 
Department of Trade and Industry 
 
Dear Mr. Tarrant 
 

We, Japan Business Council in Europe (JBCE) 1, are the organisation 
representing Japanese companies with significant operations in Europe.  Our 
members are among leading multinational corporations in the world. 

We would like to express our thanks for your transparent way of national 
transposition of WEEE and RoHS Directive.  

We are delighted to present our comments on your consultation dated 30 
July 2004. 

 If you have any questions, please feel free to contact our secretariat.     
Sincerely yours, 

 
 
Nobuyuki Hiratsuka  
Secretary General  
Japan Business Council in Europe(JBCE)   

 
 
 
 
 

                                                      
1 For details, including a list of its member companies, please refer to the following 
 website: http://www.jbce.org  
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Japan Business Council in Europe（JBCE） 

 
JBCE( Japan Business Council in Europe ), founded in 1998, is the organization 
representing Japanese companies with significant operations in Europe.  Members of 
JBCE, currently 50 companies, are all leading Japanese multinationals which market a 
wide range of products and have made significant investment including electric and 
electronic equipments. JBCE’s key objective is to contribute to EU public policy issues 
in a positive way, drawing upon the experience gained in Japan and other countries and 
utilizing the expertise developed in specific fields, such as environmental protection and 
technological innovation. 
HP: http://www.jbce.org 
 

Contact person on this matter 
  
Mr. Toshimasa Fujii ( info@jbce.org) 
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 d
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, p
ro

du
ce

rs
, t

he
ir 

co
m

pl
ia

nc
e 

sc
he

m
es

 o
r t

he
ir 

co
nt

ra
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t b
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ra
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, p
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 c
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 c
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E 

in
 a

 t
im
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y 
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r 
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 c

od
e 

of
 c
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E 
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 c
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t c
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 c
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 d
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ra
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ra
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 c
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 c
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at
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 p
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at
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 b
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 b
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 b
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 c
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ll 
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t 
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C

H
 t
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y 
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m
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N
C

H
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ia
te
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m
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EE
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e 
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r 
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co
lle

ct
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ra
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d 
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 b

e 
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vi
ew
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. 
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e 

su
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 th
e 

In
te

lle
ct

 p
os
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. 
In

te
lle

ct
 m

em
be

rs
 p

ro
po

se
 a

 f
ou

r-p
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se
d 
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ch
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du

ci
ng

 I
PR
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n 

w
hi

ch
 th

e 
da

te
 o

f c
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ng
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ve
r w

ou
ld

 v
ar

y 
ac

co
rd

in
g 

to
 p

ro
du
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 ty
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 e
.g

. P
C

s v
s F
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s:
 

(1
) 

 A
ll 

H
is

to
ric

al
 W

as
te

 u
si

ng
 M

ar
ke

t 
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ar
e 

ca
lc

ul
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io
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 p
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 e
xi

st
in

g 
D
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m
en
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). 

(2
) 

 H
is

to
ric

al
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 W
as

te
: 
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) 

 N
ew

 W
EE

E 
is

 d
et
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m

in
ed
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y 

sa
m

pl
in

g 
&

 p
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. 

(b
) 
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ew

 W
EE

E 
is

 p
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d 
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r b
y 

Pr
od

uc
er
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 b
y 

th
e 

Fi
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ee
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) 
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ll 
N

ew
 W
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te

: W
EE

E 
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 d
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er
m
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y 
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m

pl
in
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pr
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s. 
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w
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 c
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ra
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 r
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 f
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D
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 c
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 p
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 p
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 p

ro
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 d
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 p
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 c
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 c
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 b
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 p
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 c
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C

H
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 p
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d 
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 d
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 b
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at
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 p
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in

 n
ew

 g
ro

up
in

g.
 T

hi
s 

ne
w

 g
ro

up
in

g 
co

ul
d 

be
 th

e 
re

su
lt 

of
 th

e 
nu

m
be

r o
f d

is
m

an
tli

ng
 

ac
tiv

iti
es

, 
qu

an
tit

ie
s, 

co
nt

ai
ni

ng
 t

he
 s

am
e 
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er
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n 
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ot
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r 
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f 
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EE

E 
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up
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 b
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g 
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 b
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 o
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EE
E 
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 t

he
 m

os
t 
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st
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ffe
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r. 
 T

he
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ro
up

in
g 

su
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es
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 th
e 
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ul
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tio
n 
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pe

r w
ill

 re
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 fu
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er

 s
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g 
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hi
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t l
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 e
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en
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ro
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ct
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A
lth

ou
gh

 th
e 

re
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on
 b

eh
in

d 
th

e 
su

gg
es

te
d 

gr
ou

pi
ng

s 
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 u
nd

er
st

oo
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(th
e 

re
cy

cl
in

g 
an

d 
re

co
ve

ry
 ta

rg
et
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e 

st
ro

ng
ly

 a
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oc
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e 
an
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lte
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iv
e 

gr
ou

pi
ng

 b
as

ed
 o

n 
su

gg
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te
d 
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m
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t r
eq

ui
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m
en
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s f
ol

lo
w

s:
 

(1
) C

ol
d 

- A
ll 

fr
id

ge
s a

nd
 fr

ee
ze

rs
. 

(2
) L

ar
ge

 D
om

es
tic

 A
pp
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es
 (L

D
A

) 
 A

ll 
LD

A
 e

xc
ep

t f
or

 fr
id

ge
s a

nd
 fr

ee
ze

rs
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(3
) 

C
at

ho
de
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 T
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 A

ll 
C
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g 
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t 
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s 
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d 

PC
 

m
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er
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ll 

ot
he

r W
EE

E 
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t f
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g 
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e 
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e 
ca
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s 
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gr
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g 
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 b
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t b

e 
w

or
ke

d 
ou

t o
n 

a 
st

ro
ng

 le
ga

l 
ba

se
, 

no
t 

on
ly

 f
or

 c
ol

le
ct

in
g 

th
e 

da
ta

 b
ut

 a
ls

o 
th

e 
pe

rs
on

s 
w

ho
 h

av
e 

to
 t

re
at

 a
nd

 
in

te
rp

re
t t

hi
s d

at
a.

 

8.
 Q

 1
1 

D
o 

yo
u 

ag
re

e 
th

at
 

pr
od

uc
er

s, 
or

 
th

ei
r 

co
m

pl
ia

nc
e 

sc
he

m
es

, 
sh

ou
ld

 
re

po
rt 

co
m

pl
ia

nc
e 

da
ta

 o
n 

a 
qu

ar
te

rly
 b

as
is

 t
o 

th
e 

N
at

io
na

l 
C

le
ar

in
g 

H
ou

se
; 

w
ith

 t
he

se
 r

ep
or

ts
 

su
bj

ec
t t

o 
m

on
ito

rin
g 

an
d 

en
fo

rc
em

en
t a

ct
io

n 

W
e 

un
de

rs
ta

nd
 so

m
e 

su
pp

or
t q

ua
rte

rly
 b

as
e 

w
hi

le
 o

th
er

s s
tro

ng
ly

 su
pp

or
t a

nn
ua

l 
ba

se
. T

he
 fo

rm
er

 sa
ys

 R
ep

or
tin

g 
on

 a
 q

ua
rte

rly
 b

as
is

 w
or

ks
 w

el
l i

n 
th

e 
D

ut
ch

 IC
T 

m
ili

eu
 sy

st
em

 a
nd

 w
ou

ld
 b

e 
w

or
ka

bl
e 

fo
r t

he
 U

K
 a

s w
el

l. 
N

C
H

 sh
ou

ld
 e

nc
ou

ra
ge

 to
 

en
su

re
 th

at
 re

po
rti

ng
 is

 d
on

e 
in

 a
 c

on
si

st
en

t w
ay

 w
ith

 o
th

er
 c

ou
nt

rie
s s

o 
pr

od
uc

er
s 

ne
ed

 n
ot

 d
ev

el
op

 2
5 

di
ff

er
en

t r
ep

or
tin

g 
pr

oc
es

se
s. 

＜参考資料＞英国 WEEE & RoHS 規制案等に関する JBCE の意見書（原文） 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 14



  

by
 th

e 
en

vi
ro

nm
en

t A
ge

nc
ie

s?
 

Th
e 

la
tte

r i
s c

on
ce

rn
ed

 a
bo

ut
 to

o 
fr

eq
ue

nt
 re

po
rti

ng
 w

hi
ch

 is
 d

is
pr

op
or

tio
na

te
 

be
tw

ee
n 

po
lic

y 
ta

rg
et

 a
nd

 c
os

t e
ff

ic
ie

nc
y.

  
 

W
e 

w
an

t 
to

 s
ug

ge
st

 y
ou

 c
ar

ef
ul

ly
 d

ec
id

e 
af

te
r 

fu
ll 

di
sc

us
si

on
 w

ith
 a

 l
ot

 o
f 

st
ak

eh
ol

de
rs

. 
 

II
. W

E
E

E
 G

en
er

al
 

 
1.

D
ef

in
iti

on
 o

f 
 “

pr
od

uc
er

” 
R

eg
ul

at
io

n 
2 

Pr
od

uc
er

 m
ea

ns
--

- 
 

(1
) m

an
uf

ac
tu

re
rs

 
(2

) O
EM

 se
lle

r 
(3

) i
m

po
rte

r 

W
e 

un
de

rs
ta

nd
 th

er
e 

is
 E

U
-w

id
e 

di
sc

us
si

on
 a

bo
ut

 th
e 

de
fin

iti
on

 o
f t

he
 p

ro
du

ce
r. 

B
ut

 
th

e 
st

at
us

 o
f 

an
y 

pe
rs

on
 w

ho
 in

tro
du

ce
s 

pr
od

uc
ts

 f
ro

m
 a

no
th

er
 m

em
be

r 
st

at
es

 is
 n

ot
 

cl
ea

r 
in

 t
he

 r
eg

ul
at

io
n.

 I
t 

sh
ou

ld
 b

e 
cl

ar
ifi

ed
 w

ho
 i

s 
le

ga
lly

 r
es

po
ns

ib
le

 f
or

 t
he

 
pr

od
uc

ts
 tr

an
sf

er
re

d 
fr

om
 a

no
th

er
 m

em
be

r s
ta

te
s. 

If
 i

nt
ro

du
ce

r 
w

ou
ld

 b
e 

re
sp

on
si

bl
e,

 I
D

 m
ar

ki
ng

 g
ui

da
nc

e 
is

 n
ee

de
d 

in
 l

ig
ht

 o
f 

re
-la

be
lin

g 
pr

ob
le

m
. 

  
1.

M
ar

ke
t s

ha
re

 
R

eg
ul

at
io

n 
19

 &
 2

2 
G

ui
da

nc
e 

61
 

It 
is

 n
ec

es
sa

ry
 to

 c
la

rif
y 

ho
w

 to
 u

se
 th

e 
am

ou
nt

 a
nd

 w
ei

gh
t f

or
 a

llo
ca

tio
n.

 B
ec

au
se

 it
 

is
 n

ot
 c

le
ar

 th
at

 p
ro

du
ce

r’
s 

fin
an

ci
ng

 s
ho

ul
d 

be
 c

al
cu

la
te

d 
by

 th
e 

sh
ar

e 
ra

tio
 o

f 
th

e 
am

ou
nt

 a
nd

 w
ei

gh
t. 

 

2.
 R

eg
is

tra
tio

n 
te

rm
 

R
eg

ul
at

io
n 

18
 

Th
e 

pr
od

uc
er

 c
an

 r
eg

is
te

r 
on

ly
 f

or
 o

ne
 m

on
th

 (
Ja

nu
ar

y 
1st

 –
 J

an
ua

ry
 3

1st
 ) 

si
nc

e 
th

e 
ne

xt
 y

ea
r. 

H
ow

ev
er

 in
 th

is
 c

as
e,

 it
 is

 im
po

ss
ib

le
 to

 re
gi

st
er

 a
fte

r F
eb

ru
ar

y 
1st

, a
nd

 to
 

en
te

r 
in

to
 a

 m
ar

ke
t, 

an
d 

it 
is

 n
ot

 a
pp

ro
pr

ia
te

 f
or

 t
he

 p
rin

ci
pl

e 
of

 t
he

 m
ar

ke
t 

co
m

pe
tit

io
n.

 T
he

re
fo

re
, 

th
e 

re
gi

st
ra

tio
n 

te
rm

 s
ho

ul
d 

no
t 

to
 b

e 
lim

ite
d,

 a
nd

 t
he

 
pr

od
uc

er
 sh

ou
ld

 b
e 

ab
le

 to
 re

gi
st

er
 a

t a
ny

 ti
m

e.
  

 
3.

R
eg

is
tra

tio
n 

un
it 

R
eg

ul
at

io
n 

18
 

Pr
od

uc
er

 A
  

  
 S

ch
em

e 
1 

(c
at

.1
) 

  
  

  
  

  
  

 
 S

ch
em

e 
3 

(c
at

.3
) 

  
  

  
  

  
  

 
 In

di
vi

du
al

 S
ys

te
m

(c
at

.8
) 

It 
is

 n
ec

es
sa

ry
 t

o 
cl

ar
ify

 h
ow

 p
ro

du
ce

r 
A

 r
eg

is
te

rs
 i

n 
th

is
 e

xa
m

pl
e.

 W
e 

be
lie

ve
 

re
gi

st
ra

tio
n 

is
 a

cc
om

pa
ni

ed
 b

y 
its

 p
ro

du
ct

 n
am

e.
 D

oe
s 

pr
od

uc
er

’s
 o

w
n 

re
gi

st
ra

tio
n 

(n
ot

 v
ia

 S
ch

em
e)

 re
fe

r t
o 

on
ly

 p
ro

du
ct

 8
? 

O
r d

oe
s 

pr
od

uc
er

’s
 o

w
n 

re
gi

st
ra

tio
n 

re
fe

r t
o 

ea
ch

 c
as

e?
 It

 w
ou

ld
 b

e 
di

ff
ic

ul
t t

o 
re

la
te

 
“p

ro
du

ce
r”

 to
 “

pr
od

uc
ts

”.
  

  
 

4.
 S

co
pe

 
C

at
eg

or
y 

9 
“M

on
ito

rin
g 

an
d 

 c
on

tro
l i

ns
tru

m
en

ts
 

G
ui

da
nc

e 
18

 &
 1

9 
“E

qu
ip

m
en

t w
hi

ch
 is

 p
ar

t o
f 

an
ot

he
r 

ty
pe

 o
f 

eq
ui

pm
en

t 
or

 s
ys

te
m

 i
s 

co
ns

id
er

ed
 t

o 
be

 
ou

ts
id

e 
th

e 
sc

op
e 

of
 th

e 
R

eg
ul

at
io

ns
”.

 

Po
si

tiv
e 

gu
id

an
ce

 w
ou

ld
 b

e 
ap

pr
ec

ia
te

d 
co

nc
er

ni
ng

 th
e 

fo
llo

w
in

g 
pr

od
uc

t t
yp

es
 to

 b
e 

de
em

ed
 o

ut
 o

f s
co

pe
, a

t l
ea

st
 in

 re
sp

ec
t o

f t
he

 fo
llo

w
in

g 
ap

pl
ic

at
io

ns
: 

“M
on

ito
rin

g 
an

d 
co

nt
ro

l i
ns

tru
m

en
ts

 d
es

ig
ne

d 
fo

r “
in

du
st

ria
l a

nd
 s

oc
ia

l i
nf

ra
st

ru
ct

ur
e 

eq
ui

pm
en

t”
 s

uc
h 

as
 tr

af
fic

 m
an

ag
em

en
t s

ys
te

m
s, 

ra
ilw

ay
 s

ys
te

m
s, 

po
w

er
 g

en
er

at
in

g 

＜参考資料＞英国 WEEE & RoHS 規制案等に関する JBCE の意見書（原文） 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004. 11) 15



  

 u
se

d 
in

 in
du

st
ria

l 
 i

ns
ta

lla
tio

ns
” 

 
 “e

le
m

en
ts

 o
f 

th
e 

sy
st

em
 d

o 
no

t h
av

e 
a 

di
re

ct
 

fu
nc

tio
n 

aw
ay

 
fr

om
 

th
e 

in
st

al
la

tio
n 

ar
e 

ex
cl

ud
ed

 fr
om

 th
e 

sc
op

e 
of

 th
e 

R
eg

ul
at

io
ns

” 

sy
st

em
s, 

w
at

er
 

su
pp

ly
 

an
d 

se
w

er
ag

e 
sy

st
em

s, 
lif

ts
 

an
d 

es
ca

la
to

rs
 

sy
st

em
s a

nd
 

se
m

ic
on

du
ct

or
 fa

br
ic

at
io

n 
eq

ui
pm

en
t”

 
Th

ey
 a

re
 o

ut
 o

f 
sc

op
e 

be
ca

us
e 

in
du

st
ria

l 
an

d 
so

ci
al

 i
nf

ra
st

ru
ct

ur
e 

co
ul

d 
no

t 
be

 
co

ve
re

d 
in

 th
e 

ca
te

go
ry

 9
. 

  
It 

is
 g

ra
te

fu
l 

th
at

 U
K

 G
ov

er
nm

en
t 

de
sc

rib
e 

ap
pl

ic
at

io
ns

 o
f m

on
ito

rin
g 

an
d 

co
nt

ro
l 

in
st

ru
m

en
t p

ro
du

ct
s 

as
 e

xa
m

pl
es

 o
f p

ro
du

ct
s 

be
in

g 
ou

t o
f s

co
pe

, a
t l

ea
st

 to
 th

e 
ex

te
nt

 
th

ey
 fo

rm
 a

n 
in

te
gr

al
 p

ar
t o

f a
 fi

xe
d 

in
du

st
ria

l i
ns

ta
lla

tio
n.

 
Fu

rth
er

, t
ak

in
g 

ac
co

un
t o

f t
he

 G
ui

da
nc

e 
N

ot
es

 p
ar

ag
ra

ph
 1

9 
, m

on
ito

rin
g 

an
d 

co
nt

ro
l 

in
st

ru
m

en
ts

 a
ss

em
bl

ed
 a

s 
a 

fix
ed

 
in

du
st

ria
l 

co
nt

ro
l 

un
it 

fo
r 

a 
fix

ed
 

in
du

st
ria

l 
in

st
al

la
tio

n 
sh

ou
ld

 b
e 

ci
te

d 
as

 a
n 

ex
am

pl
e 

of
 p

ro
du

ct
s b

ei
ng

 o
ut

 o
f s

co
pe

.”
  

 
5.

 M
ar

ke
t s

ha
re

 
 p

ro
to

co
l 

G
ui

da
nc

e 
61

 
N

C
H

 s
ho

ul
d 

op
er

at
e 

a 
pr

ot
oc

ol
 c

on
ve

rti
ng

 
m

ar
ke

t s
ha

re
s 

in
to

 th
es

e 
co

lle
ct

io
n 

gr
ou

pi
ng

s 
fo

r 
th

e 
pu

rp
os

e 
of

 
m

ak
in

g 
al

lo
ca

tio
ns

 
to

 
pr

od
uc

er
s. 

Ev
en

 i
n 

th
e 

sa
m

e 
gr

ou
pi

ng
, 

tre
at

m
en

t 
co

st
s 

di
ffe

r 
fr

om
 p

ro
du

ct
 t

o 
pr

od
uc

t. 
B

ig
 

di
ffe

re
nc

e 
ex

is
ts

 b
et

w
ee

n 
C

RT
 a

nd
 m

ob
ile

 p
ho

ne
. T

he
se

 d
iff

er
en

ce
s o

f c
os

t s
ho

ul
d 

be
 

co
ns

id
er

ed
 w

he
n 

bu
ild

in
g 

a 
pr

ot
oc

ol
. 

Si
m

pl
e 

av
er

ag
e 

m
ar

ke
t 

sh
ar

e 
w

ou
ld

 m
ak

e 
it 

un
ba

la
nc

ed
. 

  
 

6.
 R

eu
se

 o
f t

he
 

 p
ro

du
ct

s w
hi

ch
 

 h
av

e 
be

en
 o

nc
e 

 d
is

ca
rd

ed
 

G
ui

da
nc

e 
89

 
Th

e 
sc

he
m

e’
s 

bu
si

ne
ss

 
pl

an
 

sh
ou

ld
 

al
so

 
pr

op
os

e 
ho

w
 i

t 
w

ill
 p

ro
m

ot
e 

th
e 

re
us

e 
of

 
w

ho
le

 a
pp

lia
nc

es
 i

n 
lin

e 
w

ith
 t

he
 o

bj
ec

tiv
es

 
of

 t
he

 W
EE

E 
di

re
ct

iv
e.

 (
Th

is
 m

ay
 i

nv
ol

ve
 

m
ak

in
g 

co
nt

ra
ct

ua
l 

ar
ra

ng
em

en
ts

 w
ith

 r
eu

se
 

an
d 

re
fu

rb
is

hm
en

t 
or

ga
ni

za
tio

ns
, 

in
cl

ud
in

g 
so

ci
al

 e
nt

er
pr

is
e 

or
ga

ni
za

tio
ns

/c
ha

rit
ie

s.)
  

Fr
om

 th
e 

pu
rp

os
e 

of
 th

e 
W

EE
E 

D
ire

ct
iv

e,
 it

 se
em

s d
es

ira
bl

e 
th

at
 re

us
ab

le
 e

qu
ip

m
en

ts
 

an
d 

th
ei

r 
co

m
po

ne
nt

s 
de

riv
in

g 
fr

om
 t

he
 W

EE
E 

w
hi

ch
 w

as
 o

nc
e 

di
sc

ar
de

d 
an

d 
co

lle
ct

ed
 a

re
 re

us
ed

, b
ec

au
se

 th
e 

im
pa

ct
 o

f r
eu

se
 to

 th
e 

en
vi

ro
nm

en
t i

s l
es

s t
ha

n 
th

os
e 

of
 re

cy
cl

in
g 

as
 a

 m
at

er
ia

l. 
H

ow
ev

er
, 

th
er

e 
ar

e 
m

an
y 

pr
ob

le
m

s 
in

 t
hi

s 
id

ea
 f

ro
m

 t
he

 v
ie

w
po

in
t 

of
 P

ro
du

ct
 

Li
ab

ili
ty

 (
PL

), 
an

d 
to

 e
nc

ou
ra

ge
 t

oo
 m

uc
h 

re
us

e 
m

ay
 c

au
se

 a
 l

ar
ge

 r
is

k 
th

at
 p

ut
s 

un
ex

pe
ct

ed
 b

ur
de

n 
on

 th
e 

m
an

uf
ac

tu
re

rs
. 

U
su

al
ly

, t
he

 m
an

uf
ac

tu
re

rs
 m

us
t 

be
ar

 t
he

 r
es

po
ns

ib
ili

ty
 t

o 
th

e 
fir

e 
an

d 
th

e 
ac

ci
de

nt
 

ca
us

ed
 b

y 
th

e 
“d

ef
ec

t”
 o

f 
th

ei
r 

pr
od

uc
t. 

Fo
r 

th
e 

ac
ci

de
nt

 c
au

se
d 

by
 t

he
 u

se
 w

hi
ch

 
no

bo
dy

 c
an

 r
ea

so
na

bl
y 

ex
pe

ct
, 

it 
w

ill
 b

e 
ju

dg
ed

 i
n 

th
e 

tri
al

 w
he

th
er

 t
he

 “
de

fe
ct

” 
ca

us
in

g 
th

e 
ac

ci
de

nt
 w

as
 i

n 
th

e 
pr

od
uc

t. 
To

 p
re

ve
nt

 a
cc

id
en

ts
, 

th
e 

m
an

uf
ac

tu
re

rs
 

de
si

gn
 a

nd
 m

an
uf

ac
tu

re
 t

he
ir 

pr
od

uc
ts

 s
up

po
si

ng
 v

ar
io

us
 s

itu
at

io
ns

, 
an

d 
m

ak
e 

op
er

at
in

g 
m

an
ua

ls
 fo

r t
he

m
. 

Th
is

 U
K

 p
ro

po
sa

l 
pu

ts
 p

rio
rit

y 
on

 r
eu

se
, 

bu
t 

w
ho

 b
ea

rs
 t

he
 r

es
po

ns
ib

ili
ty

 i
n 

th
e 

fo
llo

w
in

g 
tw

o 
ex

am
pl

es
 o

f m
ar

ke
t i

nc
id

en
ts

? 
(C

as
e 

1)
 

A
 n

ew
 e

qu
ip

m
en

t w
as

 p
ur

ch
as

ed
, s

o 
th

at
 a

n 
ol

d 
eq

ui
pm

en
t w

hi
ch

 d
id

 n
ot

 h
av

e 
an

y 
fa

ul
t w

as
 d

is
ca

rd
ed

. T
he

re
 is

 n
o 

ro
of

 in
 th

e 
si

te
 fo

r s
to

ra
ge

 o
f W

EE
E 

(a
lth

ou
gh

 th
is

 
is

 a
ga

in
st

 t
he

 W
EE

E 
D

ire
ct

iv
e)

, 
th

e 
di

sc
ar

de
d 

eq
ui

pm
en

t 
w

as
 w

ea
th

er
-b

ea
te

n 
an

d 
w

at
er

 e
nt

er
ed

 i
nt

o 
it.

 S
in

ce
 s

om
e 

w
at

er
 e

va
po

ra
te

d,
 i

t 
op

er
at

ed
 b

y 
ch

an
ce

 w
he

n 

＜参考資料＞英国 WEEE & RoHS 規制案等に関する JBCE の意見書（原文） 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 16



  

pe
rs

on
ne

l 
ju

dg
ed

 w
he

th
er

 i
t 

w
as

 r
eu

sa
bl

e 
or

 n
ot

. 
Th

is
 e

qu
ip

m
en

t 
w

as
 r

eg
ar

de
d 

as
 

“r
eu

sa
bl

e”
 a

nd
 w

as
 r

eu
se

d,
 b

ut
 th

e 
pe

rs
on

 r
eu

si
ng

 it
 h

ad
 a

n 
el

ec
tri

c 
sh

oc
k 

ac
ci

de
nt

 
ca

us
ed

 b
y 

an
 e

le
ct

ric
 le

ak
. 

(C
as

e 
2)

 
Th

e 
di

sc
ar

de
d 

eq
ui

pm
en

t 
w

as
 v

io
le

nt
ly

 t
re

at
ed

 d
ur

in
g 

tra
ns

po
rta

tio
n 

as
 w

as
te

. T
he

 
da

m
ag

e 
re

m
ai

ne
d 

in
 th

e 
eq

ui
pm

en
t, 

an
d 

so
m

et
im

es
 c

au
se

d 
sh

or
t c

irc
ui

ts
. O

w
in

g 
to

 
th

is
 d

am
ag

e,
 th

is
 e

qu
ip

m
en

t i
gn

ite
d 

an
d 

ca
us

ed
 a

 fi
re

 d
ur

in
g 

re
us

e.
 

In
 t

he
 c

as
e 

1,
 u

su
al

ly
 t

he
 m

an
uf

ac
tu

re
rs

 d
o 

no
t 

de
si

gn
 p

ro
du

ct
s 

us
ed

 i
nd

oo
rs

 i
n 

ex
pe

ct
at

io
n 

of
 t

he
 s

itu
at

io
n 

th
at

 t
he

y 
m

ig
ht

 b
ec

om
e 

w
ea

th
er

-b
ea

te
n.

 O
n 

th
e 

ot
he

r 
ha

nd
, t

he
 u

se
r 

of
 t

he
 r

eu
se

d 
eq

ui
pm

en
t 

us
ed

 i
t 

in
do

or
s 

as
 u

su
al

, s
o 

th
at

 h
e 

di
d 

no
t 

m
is

us
e 

it.
 

In
 t

he
 c

as
e 

2,
 t

he
 d

is
ca

rd
ed

 e
qu

ip
m

en
ts

 a
re

 o
fte

n 
tra

ns
po

rte
d 

no
t 

w
ith

 r
eg

ul
ar

 
pa

ck
ag

in
g 

bu
t w

ith
 n

ot
hi

ng
 o

n,
 s

o 
th

at
 th

e 
pa

ck
ag

in
g 

ca
nn

ot
 a

bs
or

b 
th

e 
sh

oc
k 

un
de

r 
tra

ns
po

rta
tio

n.
 F

ro
m

 t
hi

s, 
it 

ca
n 

be
 a

ss
um

ed
 e

as
ily

 t
ha

t 
eq

ui
pm

en
ts

 m
ig

ht
 b

e 
de

st
ro

ye
d.

 
It 

is
 q

ui
te

 u
nr

ea
so

na
bl

e 
an

d 
un

fa
ir 

th
at

 m
an

uf
ac

tu
re

rs
 s

ho
ul

d 
be

 f
or

ce
d 

to
 b

ea
r 

th
e 

re
sp

on
si

bi
lit

y 
fo

r t
he

 m
ar

ke
t i

nc
id

en
ts

 th
at

 o
cc

ur
re

d 
in

 th
e 

si
tu

at
io

n 
w

he
re

 th
ey

 c
an

no
t 

co
nt

ro
l. 

W
he

n 
th

e 
W

EE
E 

ar
e 

re
us

ed
, 

th
e 

pe
rs

on
 o

r 
co

m
pa

ny
 w

hi
ch

 j
ud

ge
d 

ea
ch

 
W

EE
E 

as
 “

re
us

ab
le

” 
sh

ou
ld

 s
ho

w
 it

s 
ow

n 
na

m
e 

cl
ea

rly
 o

n 
th

e 
eq

ui
pm

en
t r

eu
se

d,
 a

nd
 

sh
ou

ld
 b

ea
r t

he
 re

sp
on

si
bi

lit
y 

fo
r t

he
 m

ar
ke

t i
nc

id
en

ts
 re

la
tin

g 
to

 it
. 

 
II

I. 
R

oH
S 

 
 

1.
En

fo
rc

em
en

t ,
 

ha
rm

on
iz

at
io

n 
  

 

G
en

er
al

- 
En

fo
rc

em
en

t 
an

d 
H

ar
m

on
iz

at
io

n 
of

 
na

tio
na

l i
m

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 R

oH
S 

 

1.
 C

on
tro

l b
y 

co
m

pa
ni

es
: 

W
ha

t m
ea

su
re

s 
sh

ou
ld

 c
om

pa
ni

es
 d

o,
 th

at
 d

o 
no

t w
an

t t
o 

re
ly

 o
n 

pa
pe

r w
or

k 
on

ly
 o

r 
w

he
re

 n
o 

da
ta

 fr
om

 th
e 

su
pp

ly
 c

ha
in

 a
re

 a
va

ila
bl

e?
 

To
 w

hi
ch

 e
xt

en
t 

te
st

in
g 

w
ou

ld
 h

av
e 

to
 b

e 
m

ad
e 

to
 b

e 
su

re
 t

ha
t 

a 
pr

od
uc

t 
w

ill
 b

e 
co

m
pl

ia
nt

 fo
r l

at
er

 e
nf

or
ce

m
en

t b
y 

au
th

or
iti

es
? 

2.
 E

nf
or

ce
m

en
t b

y 
au

th
or

iti
es

: 
W

e 
ar

e 
in

 fa
vo

r f
or

 e
nf

or
ce

m
en

t a
ls

o 
ba

se
d 

on
 m

ea
su

re
m

en
ts

 in
 o

rd
er

 to
 a

vo
id

 
 f

re
e 

rid
er

s. 
H

ow
 w

ill
 a

ut
ho

rit
ie

s i
nt

en
d 

to
 d

o 
en

fo
rc

em
en

t m
ea

su
re

m
en

ts
? 

 
2.

 C
on

su
m

ab
le

s 
G

ui
da

nc
e 

- S
co

pe
 

W
e 

fa
ile

d 
in

 fi
nd

in
g 

ou
t a

ny
 re

m
ar

ks
 re

ga
rd

in
g 

co
ns

um
ab

le
s i

n 
th

e 
en

tir
e 

R
oH

S 
gu

id
an

ce
. H

ow
ev

er
, i

n 
te

rm
s o

f t
he

 c
on

si
ste

nc
y 

w
ith

 w
ha

t i
s d

is
cu

ss
ed

 in
 th

e 
W

EE
E 

gu
id

an
ce

 o
f t

hi
s c

on
su

lta
tio

n,
 a

nd
  

al
so

, a
s w

e 
ha

ve
 b

ee
n 

cl
ea

rly
 e

m
ph

as
iz

in
g 

th
at

 
th

e 
co

ns
um

ab
le

s s
ho

ul
d 

be
 o

ut
 o

f s
co

pe
 o

f R
oH

S 
di

re
ct

iv
e,

 w
e 

ag
ai

n 
w

ou
ld

 h
ig

hl
y 

re
co

m
m

en
d 

th
at

 c
on

su
m

ab
le

s s
ho

ul
d 

be
 c

ov
er

ed
 a

s s
uc

h 
in

 th
e 

fin
al

iz
ed

 d
ra

ft 
of

 th
e 

＜参考資料＞英国 WEEE & RoHS 規制案等に関する JBCE の意見書（原文） 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004. 11) 17



  

R
oH

S 
gu

id
an

ce
. 

O
n 

th
is

 d
ue

 c
ou

rs
e,

 th
e 

co
ns

um
ab

le
s m

us
t b

e 
cl

ea
rly

 e
xe

m
pt

ed
 fr

om
 th

e 
su

bj
ec

t f
or

 
R

oH
S 

di
re

ct
iv

e 
re

qu
ire

m
en

t a
s w

el
l a

s s
om

e 
ex

am
pl

es
 fo

r t
he

 c
on

su
m

ab
le

s s
ho

ul
d 

be
 

ta
ke

n 
up

 th
er

e 
to

 p
ro

vi
de

 th
e 

us
er

s o
f t

he
 g

ui
da

nc
e 

w
ith

 a
ny

 c
la

rit
y 

an
d 

re
fe

re
nc

e.
 

W
e 

ba
si

ca
lly

 w
ou

ld
 su

gg
es

t t
ha

t t
he

 fo
llo

w
in

g 
ite

m
s s

ho
ul

d 
be

 in
cl

ud
ed

 a
s 

co
ns

um
ab

le
s a

s s
uc

h:
 

To
ne

r C
ar

tri
dg

es
, I

nk
 R

ib
bo

ns
, a

nd
 In

k 
C

ar
tri

dg
es

 u
se

d 
in

 p
rin

te
r, 

et
c.

 
 

3.
Te

st
 p

ur
ch

as
e 

R
eg

ul
at

io
n 

13
(2

) 
 

“T
he

 a
ut

ho
rit

y 
sh

al
l 

al
lo

w
 t

he
 p

er
so

n 
fr

om
 

w
ho

m
 th

e 
el

ec
tri

ca
l a

nd
 e

re
ct

ro
ni

c 
eq

ui
pm

en
t 

w
as

 p
ur

ch
as

ed
 o

r 
an

y 
pe

rs
on

 w
ho

 is
 p

ar
ty

 to
 

th
e 

pr
oc

ee
di

ng
s 

or
 h

as
 a

n 
in

te
re

st
 in

 e
le

ct
ric

al
 

an
d 

er
ec

tro
ni

c 
eq

ui
pm

en
t t

o 
w

hi
ch

 th
e 

no
tic

e 
re

la
te

s 
to

 h
av

e 
th

e 
el

ec
tri

ca
l 

an
d 

el
ec

tro
ni

c 
eq

ui
pm

en
t t

es
te

d.
” 

A
s f

or
 th

e 
ch

em
ic

al
 a

na
ly

si
s, 

it 
is

 d
es

cr
ib

ed
 o

n 
th

e 
R

eg
ul

at
io

nT
o 

ke
ep

 fa
irn

es
s, 

it 
is

 
ne

ce
ss

ar
y 

to
 e

xe
cu

te
 c

he
m

ic
al

 a
na

ly
si

s b
y 

th
e 

of
fic

ia
l o

rg
an

iz
at

io
n 

or
 th

e 
ag

en
t 

au
th

or
iz

ed
 b

y 
th

e 
of

fic
ia

l o
rg

an
iz

at
io

n.
  

 
 

4.
 E

xe
m

pt
io

ns
 

G
ui

da
nc

e 
16

 
To

 sp
ar

e 
pa

rts
 fo

r t
he

 re
pa

ir 
or

 E
EE

 p
la

ce
d 

on
 

th
e 

m
ar

ke
t b

ef
or

e 
1 

ju
ly

 2
00

6 
…

.. 
 

W
ith

 re
ga

rd
s 

to
 p

ar
ag

ra
ph

 o
f t

he
 s

pa
re

 p
ar

ts
 a

rg
um

en
t, 

th
e 

re
al

 e
xa

m
pl

es
 a

s 
pr

od
uc

ts
 

sh
ou

ld
 b

e 
cl

ea
rly

 ta
ke

n 
up

 b
ec

au
se

 th
is

 p
ar

ag
ra

ph
 c

ou
ld

 s
ug

ge
st

 c
ou

pl
e 

of
 c

as
es

 li
ke

 
co

ns
um

ab
le

s. 
W

ith
ou

t t
he

 c
as

e 
st

ud
ie

s, 
w

ha
t s

pa
re

 p
ar

ts
 m

en
tio

ne
d 

in
 th

is
 li

ne
 w

ou
ld

 
co

ve
r 

m
us

t 
be

 l
es

s 
cl

ea
r 

an
d 

m
ig

ht
 b

e 
th

e 
ca

us
e 

of
 a

ny
 c

on
fu

si
on

. 
Fo

r 
ex

am
pl

e,
 

co
ns

um
ab

le
s 

in
st

al
le

d 
in

 p
ro

du
ct

s 
at

 t
he

 p
oi

nt
 o

f 
sa

le
 a

nd
 r

ep
la

ce
d 

w
he

n 
th

ei
r 

fu
nc

tio
ns

 h
av

e 
co

ns
um

ed
 

sh
ou

ld
 b

e 
in

te
rp

re
te

d 
as

 t
he

 t
hi

ng
s 

co
ve

re
d 

by
 t

hi
s 

pa
ra

gr
ap

h,
 a

s 
lo

ng
 a

s 
th

ey
 a

re
 n

ec
es

sa
ry

 p
ar

ts
 t

o 
m

ee
t 

sp
ec

ifi
ca

tio
ns

 o
f 

pr
od

uc
ts

 
w

hi
ch

 th
ey

 a
re

 in
st

al
le

d 
in

. T
on

er
 c

ar
tri

dg
es

, i
nk

 r
ib

bo
ns

, a
nd

 in
k 

ca
rtr

id
ge

s 
us

ed
 in

 
pr

in
te

r 
ar

e 
th

e 
ex

am
pl

es
 w

hi
ch

 s
ho

ul
d 

be
 re

ga
rd

ed
 a

s 
su

ch
 a

nd
 th

ey
 a

re
 s

up
po

se
d 

to
 

be
 in

tro
du

ce
d 

in
 th

e 
G

ui
de

lin
e 

16
. 

 
5.

 P
ro

du
ce

 a
na

ly
si

s 
G

ui
da

nc
e 

37
 

“P
ro

du
ce

rs
 

m
ay

 
em

pl
oy

 
an

y 
su

ita
bl

e 
an

al
yt

ic
al

 te
ch

ni
qu

e—
“ 

It 
is

 n
ec

es
sa

ry
 to

 e
st

ab
lis

h 
th

e 
st

an
da

rd
iz

at
io

n 
of

  
ap

pr
op

ria
te

 a
na

ly
si

s m
et

ho
ds

 a
s 

so
on

 a
s p

os
si

bl
e.

  
 

6.
 M

C
V

 o
n 

m
at

er
ia

l 
 l

ev
el

 
G

ui
da

nc
e 

27
 

“H
om

og
en

eo
us

 m
at

er
ia

l”
 m

ea
ns

 a
 m

at
er

ia
l 

th
at

 c
an

no
t 

be
 m

ec
ha

ni
ca

lly
 d

is
jo

in
te

d 
in

to
 

di
ffe

re
nt

 m
at

er
ia

ls
.”

  

W
ith

 th
e 

de
fin

iti
on

 o
f t

he
 M

C
V

 a
t t

he
 m

at
er

ia
ls

 le
ve

l t
es

tin
g 

is
 p

ra
ct

ic
al

ly
 d

iff
ic

ul
t f

or
 

in
du

st
ry

 a
nd

 a
ut

ho
rit

ie
s f

or
 c

er
ta

in
, s

pe
ci

fic
al

ly
 v

er
y 

sm
al

l p
ar

ts
. F

or
 e

xa
m

pl
e,

 a
 

si
m

pl
e 

ho
us

in
g 

of
 a

 m
ob

ile
 p

ho
ne

 c
on

si
st

s o
f a

 b
as

ic
 p

la
st

ic
 a

nd
 tw

o 
la

ye
rs

 (t
op

 c
oa

t 
an

d 
pa

in
t).

 F
or

 a
 se

m
ic

on
du

ct
or

 d
iff

er
en

t m
at

er
ia

ls
 a

re
 u

se
d 

fo
r p

la
st

ic
 m

ol
di

ng
, 

tin
-e

le
ct

ro
pl

at
in

g 
co

at
in

gs
, l

ea
d 

fr
am

e 
al

lo
y 

an
d 

bo
nd

in
g 

w
ire

s. 
Th

es
e 

ex
am

pl
es

 
re

qu
ire

 sp
ec

ia
l k

no
w

le
dg

e 
an

d 
te

ch
ni

qu
es

 fo
r t

es
tin

g 
an

d 
ev

en
 sa

m
pl

in
g 

ca
n 

ge
t v

er
y 

＜参考資料＞英国 WEEE & RoHS 規制案等に関する JBCE の意見書（原文） 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 18



  

co
m

pl
ex

 a
nd

 e
xp

en
si

ve
 w

he
n 

du
e 

to
 th

e 
sm

al
l s

iz
e 

of
 th

e 
sa

m
pl

es
 h

un
dr

ed
s o

f u
ni

ts
 

w
ou

ld
 b

e 
ne

ed
ed

 to
 a

ch
ie

ve
 a

 su
ff

ic
ie

nt
 a

m
ou

nt
 fo

r t
es

tin
g 

(v
er

y 
tin

y 
pa

rts
 su

ch
 a

s 
on

ly
 se

ve
ra

l 
μ

m
 th

in
 b

on
d 

w
ire

s m
ig

ht
 n

ot
 b

e 
ex

tra
ct

ab
le

 fr
om

 a
 re

ad
ily

 a
ss

em
bl

ed
 

ch
ip

 - 
si

m
pl

y 
as

 th
ey

 a
re

 su
ch

 fi
lig

re
e)

. A
lth

ou
gh

 th
e 

(te
ch

ni
ca

lly
) i

de
al

 w
ay

 is
 to

 te
st

 
th

e 
co

at
in

g/
pa

in
tin

g 
m

at
er

ia
ls

 b
ef

or
e 

us
e 

(a
nd

 p
ro

du
ce

rs
 a

re
 a

im
in

g 
to

 e
ns

ur
e 

th
is

 in
 

th
e 

su
pp

ly
 c

ha
in

), 
it 

is
 a

lm
os

t i
m

po
ss

ib
le

 to
 m

ea
su

re
 a

t t
he

 fi
na

l p
ro

du
ct

 fo
r E

EE
 

pr
od

uc
er

s. 
C

an
 y

ou
 c

on
fir

m
 th

at
 a

n 
un

po
pu

la
te

d 
la

m
in

at
ed

 m
ul

til
ay

er
 p

rin
te

d 
ci

rc
ui

t b
oa

rd
, t

ha
t 

co
ns

is
ts

 o
f e

.g
. e

po
xy

, g
la

ss
 fa

br
ic

s, 
an

d 
co

pp
er

 a
nd

 c
an

 n
ot

 b
e 

m
ec

ha
ni

ca
lly

 
di

sa
ss

em
bl

ed
, i

s d
ef

in
ed

 a
s h

om
og

en
ou

s m
at

er
ia

l d
ue

 to
 g

ui
da

nc
e 

27
? 

 
7.

U
ni

fo
rm

 c
om

po
si

tio
n

  
th

ro
ug

h 
ou

t 
 

G
ui

da
nc

e 
28

 
“T

he
 te

rm
 h

om
og

en
eo

us
 is

 u
nd

er
st

oo
d 

as
 “

of
 

un
ifo

rm
 c

om
po

si
tio

n 
th

ro
ug

h 
ou

t”
. 

 

W
hi

le
 fo

r l
ar

ge
 u

ni
ts

 m
ec

ha
ni

ca
l d

is
jo

in
tin

g 
in

 h
om

og
en

eo
us

 m
at

er
ia

ls
 (“

un
ifo

rm
 

co
m

po
si

tio
n 

th
ro

ug
ho

ut
”)

 c
an

 b
e 

ap
pl

ie
d,

 th
is

 w
ill

 in
 p

ra
xi

s b
e 

ra
th

er
 u

nw
or

ka
bl

e 
fo

r 
sm

al
l u

ni
ts

 li
ke

 sm
al

l c
om

po
ne

nt
s (

se
m

ic
on

du
ct

or
). 

Pl
ea

se
 re

fe
r a

ls
o 

to
 p

oi
nt

 6
. 

 
8.

 S
em

ic
on

du
ct

or
 

 p
ac

ka
ge

 
G

ui
da

nc
e 

32
 

“A
 

se
m

ic
on

du
ct

or
 

pa
ck

ag
e 

w
ou

ld
 

co
nt

ai
n 

m
an

y 
ho

m
og

en
eo

us
 m

at
er

ia
ls

, w
hi

ch
 in

cl
ud

e 
th

e 
pl

as
tic

 
m

ol
di

ng
 

m
at

er
ia

ls
, 

th
e 

tin
-e

le
ct

ro
pl

at
in

g 
co

at
in

gs
 o

n 
th

e 
le

ad
 f

ra
m

e,
 

th
e 

le
ad

 f
ra

m
e 

al
lo

y 
an

d 
th

e 
go

ld
-b

on
di

ng
 

w
ire

s.”
  

 

W
ith

 th
e 

M
C

V
 d

ef
in

iti
on

 o
n 

m
at

er
ia

l l
ev

el
 th

at
 c

ou
ld

 m
ea

n 
th

at
 th

e 
m

an
y 

ho
m

og
en

eo
us

 m
at

er
ia

ls
 c

on
ta

in
ed

 in
 a

 se
m

ic
on

du
ct

or
 (p

la
st

ic
 m

ol
di

ng
, 

tin
-e

le
ct

ro
pl

at
in

g 
co

at
in

gs
, l

ea
d 

fr
am

e 
al

lo
y,

 b
on

di
ng

 w
ire

s)
 w

ou
ld

 h
av

e 
to

 b
e 

te
st

ed
 

ea
ch

 fo
r i

ts
 o

w
n?

 
Fo

r t
he

 p
oi

nt
s 3

0 
an

d 
31

 w
ith

in
 th

e 
D

TI
 D

ra
ft 

R
oH

S 
gu

id
an

ce
 a

 fi
na

l s
en

te
nc

e 
st

at
es

 
“R

eg
ul

at
io

ns
 w

ou
ld

 a
pp

ly
 to

…
” 

is
 g

iv
en

 (e
.g

. f
or

 e
le

ct
ric

 c
ab

le
 re

gu
la

tio
ns

 w
ou

ld
 

ap
pl

y 
to

 e
ac

h 
of

 th
e 

se
pa

ra
te

d 
m

at
er

ia
ls

 in
di

vi
du

al
ly

). 
Th

is
 k

in
d 

of
 c

on
cl

us
io

n 
is

 
m

is
si

ng
 fo

r p
oi

nt
 3

2.
 

Th
e 

in
te

gr
at

ed
 c

irc
ui

t i
s 

no
t a

n 
ap

pr
op

ria
te

 e
xa

m
pl

e 
fo

r h
om

og
en

eo
us

 m
at

er
ia

l a
s 

it 
is

 
an

 e
xa

m
pl

e 
th

at
 s

ho
w

s 
th

at
 t

he
 M

C
V

 d
ef

in
iti

on
 o

n 
a 

m
at

er
ia

l 
le

ve
l 

w
ill

 n
ot

 b
e 

w
or

ka
bl

e 
fo

r 
en

fo
rc

em
en

t f
or

 th
is

 ty
pe

s 
of

 c
om

po
ne

nt
s!

 T
ha

t i
s 

no
t r

ef
le

ct
ed

 in
 th

e 
gu

id
an

ce
 d

oc
um

en
t. 

 
9.

Su
pp

lie
r d

ec
la

ra
tio

n 
G

ui
da

nc
e 

35
 

Pr
od

uc
er

s 
of

 E
EE

 c
ou

ld
 o

bt
ai

n 
an

 a
ss

ur
an

ce
 

fr
om

 th
ei

r s
up

pl
ie

rs
 th

at
 a

ny
 m

at
er

ia
ls

,--
 

Th
is

 sh
ou

ld
 b

e 
re

pl
ac

ed
 a

s f
ol

lo
w

s. 
“P

ro
du

ce
rs

 o
f E

EE
 c

ou
ld

 o
bt

ai
n 

an
 a

ss
ur

an
ce

 o
r r

el
ia

bl
e 

in
fo

rm
at

io
n 

on
 c

he
m

ic
al

 
co

nt
en

ts 
fr

om
 th

ei
r s

up
pl

ie
rs

 th
at

 a
ny

 m
at

er
ia

ls
,--

“ 
B

ec
au

se
, J

ap
an

es
e 

pr
od

uc
er

s h
av

e 
be

en
 im

pl
em

en
tin

g 
co

nc
er

ne
d 

ch
em

ic
al

, i
nc

lu
di

ng
 

R
oH

S 
re

gu
la

te
d 

ch
em

ic
al

, s
ur

ve
y 

by
 u

si
ng

 JG
PS

SI
* 

fo
rm

at
 fr

om
 S

pr
in

g 
20

02
. A

ls
o,

 
m

an
y 

pr
od

uc
er

s h
ad

 im
pl

em
en

te
d 

ch
em

ic
al

 su
rv

ey
 b

y 
us

in
g 

th
ei

r o
w

n 
fo

rm
at

 b
ef

or
e 

th
at

. I
nf

or
m

at
io

n 
of

 c
on

ta
in

/n
ot

, i
nt

en
tio

n,
 a

m
ou

nt
, i

m
pu

rit
y 

am
ou

nt
, u

si
ng

 p
ar

t, 
w

he
th

er
 u

nd
er

 e
xe

m
pt

io
n/

no
t 

 

＜参考資料＞英国 WEEE & RoHS 規制案等に関する JBCE の意見書（原文） 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004. 11) 19



  

of
 R

oH
S 

re
gu

la
te

d 
6 

su
bs

ta
nc

e 
ar

e 
st

or
ed

 in
 p

ro
du

ce
rs

 d
at

ab
as

e 
fo

r m
at

er
ia

l, 
un

it,
 

as
se

m
bl

ie
s t

ha
t a

re
 p

ur
ch

as
ed

 fr
om

 p
ro

du
ct

io
n 

si
te

s. 
Pl

ea
se

 u
nd

er
st

an
d 

R
oH

S 
co

m
pl

ia
nc

e 
fo

r p
ro

du
ct

s p
ut

 o
n 

m
ar

ke
t 

 i
s a

ss
ur

ed
 b

y 
th

os
e 

da
ta

 b
as

e.
 

 JG
PS

SI
; J

ap
an

 G
re

en
 P

ro
cu

re
m

en
t S

ur
ve

y 
St

an
da

rd
iz

at
io

n 
In

iti
at

iv
e 

 
10

.L
C

D
 b

ac
kl

ig
ht

 
flu

or
es

ce
nt

 la
m

ps
 

G
ui

da
nc

e A
nn

ex
 C

 4
 

“M
er

cu
ry

 
in

 
ot

he
r 

la
m

ps
 

no
t 

sp
ec

ifi
ca

lly
 

m
en

tio
ne

d 
in

 th
is

 A
nn

ex
.”

 
Ex

am
pl

es
 o

f 
ot

he
r 

la
m

ps
 c

on
ta

in
in

g 
m

er
cu

ry
 

ar
e 

hi
gh

 in
te

ns
ity

 d
is

ch
ar

ge
 (H

ID
) l

am
ps

 (e
.g

. 
so

di
um

 
la

m
ps

 
an

d 
m

et
al

 
ha

lid
e 

la
m

ps
), 

ci
rc

ul
ar

 
flu

or
es

ce
nt

 
la

m
ps

, 
U

-s
ha

pe
d 

flu
or

es
ce

nt
 la

m
ps

, 

C
ol

d 
ca

th
od

e 
flu

or
es

ce
nt

 la
m

ps
 a

nd
 e

xt
er

na
l e

le
ct

ro
de

 fl
uo

re
sc

en
t l

am
ps

 sh
ou

ld
 b

e 
ad

de
d 

to
 A

nn
ex

 C
-4

 o
f R

oH
S 

G
ui

da
nc

e.
 

(G
ro

un
ds

:) 
R

ec
en

tly
, c

ol
d 

ca
th

od
e 

flu
or

es
ce

nt
 la

m
ps

 a
nd

 e
xt

er
na

l e
le

ct
ro

de
 fl

uo
re

sc
en

t l
am

ps
 a

re
 

w
id

el
y 

ap
pl

ie
d 

to
 v

ar
io

us
 e

le
ct

ric
al

 a
nd

 
el

ec
tro

ni
c 

eq
ui

pm
en

ts
 su

ch
 a

s b
ac

kl
ig

ht
in

g 
fo

r L
C

D
, e

ra
se

r l
am

ps
 fo

r c
op

y 
m

ac
hi

ne
s, 

sc
an

ne
rs

 a
nd

 a
s o

th
er

 e
qu

ip
m

en
ts

. 
Es

pe
ci

al
ly

, m
an

y 
ki

nd
s o

f c
ol

d 
ca

th
od

e 
flu

or
es

ce
nt

 la
m

ps
 w

ith
 v

ar
io

us
 sh

ap
es

 (e
g.

 
Li

ne
ar

, L
-s

ha
pe

d,
 U

-s
ha

pe
d 

an
d 

ot
he

rs
), 

le
ng

th
 a

nd
 li

fe
tim

e 
ar

e 
ap

pl
ie

d 
to

 th
e 

ab
ov

e-
m

en
tio

ne
d 

eq
ui

pm
en

ts
. T

he
re

fo
re

, t
he

re
 is

 n
ot

 a
ny

 st
an

da
rd

 fo
r c

ol
d 

ca
th

od
e 

flu
or

es
ce

nt
 la

m
ps

 a
nd

 fo
r e

xt
er

na
l e

le
ct

ro
de

 fl
uo

re
sc

en
t l

am
ps

. A
nd

 a
ls

o,
 th

e 
m

er
cu

ry
 

co
nt

en
ts

 v
ar

y 
w

ith
 th

e 
us

e 
of

 th
e 

la
m

p.
 

So
, w

e 
st

ro
ng

ly
 p

ro
po

se
 th

es
e 

la
m

ps
 sh

ou
ld

 b
e 

cl
as

si
fie

d 
in

 "
O

th
er

 L
am

ps
" 

an
d 

sh
ou

ld
 b

e 
ad

de
d 

to
 A

nn
ex

 C
-4

 o
f R

oH
S 

G
ui

da
nc

e.
 

 
      

＜参考資料＞英国 WEEE & RoHS 規制案等に関する JBCE の意見書（原文） 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 20

 



JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 21

中国WEEE 条例（意見徴収稿）に関し意見書を提出 

 

 

 国際業務部門 

 環境・安全グループ 

中国国家発展改革委員会は本年 9 月 17 日、「廃旧家電及び電子製品回収処理管理条例」（意見
徴収稿）を公表し、10月 31日を期限として一般からの意見を求めた。同条例（案）は、対象製
品をテレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン及びコンピュータの 5品目とし、これらの廃棄物（廃家
電）及び再利用品（旧家電）についての回収・処理行為を規範化するものであり、「中国版WEEE」
とも言われている。本意見徴収に対し、当組合では「貿易と環境専門委員会」（委員長：松藤       
洋治氏 キヤノン㈱環境統括・技術センタ主席）及び「環境法規専門委員会」（委員長：三崎 均氏 
㈱東芝環境推進部参事）において、関係委員から出された種々のコメントを基に検討を行い、わ

が国機械輸出業界の立場を踏まえた意見書として取りまとめ、去る 10月 29日に両委員長連名で
国家発展改革委員会に提出した。 

 
今回の検討においては、同条例（案）の記述が大筋の考えを示したもので詳細な点が不明であ

ることから、詳細な点については言及しないこととし、また廃家電が回収されにくいという中国

の現状も考慮しつつ、全体的な観点から意見を取りまとめたものである。 

 
意見徴収の発表において、国家発展改革委員会は今後、国務院に報告した上で国務院の行政法

規として公布する予定としているが、条例案では施行日が明記されておらず、施行日がいつかに

なるか現時点では明らかでない。 

 
今回、当組合が提出した意見は以下の通り。なお、意見記述だけでは問題が分かりにくい箇所

については、補足として各意見の前の括弧内に条例（案）の内容を記した。 

 

中国WEEE意見徴収稿に対する日機輸意見 

1. 全体的コメント 

(1) 今回のように広く利害関係者に意見を求める措置には大いに感謝する。今後も引続き意見
徴収の実施および情報開示をお願いしたい。 

(2) 国家レベル・地方レベルの権限切り分けにおいて、全体的混乱を避けるため地方レベルの
権限は執行権限に限定されることが不可欠である。たとえば、中央一元化でないと混乱を

来すと考えられる条項として、第5条（基金）、第18条（資格認定）、第20条（マニフェ
スト）については国家レベルでの統一性が必要と考える。 

(3) 関係者責任制により、受益者費用負担を考慮することを望む。基金に対し生産者から費用
を徴収することがある場合、新製品購買消費者から廃家電処理費用を徴収できることにし

てもらいたい。 
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2. 条文別コメント 

第7条 
（廃旧家電の回収処理専用基金を確立し、その徴収、使用及び管理規則について

は別途制定することについて）本条の最後に“制定に当たっては、各組織（生産

者）の役割・資金負担の分担を具体化する”よう明記してほしい。 

第9条(1) 

（生産者が取扱説明書で主な材料成分などの情報提供を行う義務について）関連

する材料成分情報は、原則、処理企業が必要とするものと考えるが、本体廃却ま

で取扱説明書を伴うことは困難である。従って、取扱説明書に材料成分情報を書

くことは意味がない。必要な場合には、処理業者と生産者が契約により情報提供

するという仕組みがあれば良い。 

第9条(3) 

（生産者が生産量、販売量、輸出量等関連する情報を当局に提供する義務につい

て）家電生産企業は生産量、販売量と輸出量等関連する情報を提供しなければな

らないとあるが、それらデータの使途は何か不明である。どうしても必要な場合、

守秘義務を明確にしてほしい。また前述の使途にもよるが、再利用が多いマーケッ

トであり、処理企業にも同様の義務が必要と考える。 

第13条 

（処理企業が回収された廃旧家電を検査測定、修理後、再利用品の標識を貼付し

て旧家電として販売することについて）再利用された製品に使用される部品およ

びその品質、また製造品質、使用材料等は、当該処理業者以外関知することが困

難なため、旧家電には処理業者のブランドを付け、その業者が品質保証責任者と

なる旨、条文に明記してほしい。 

3. 複数の条文に関わるコメント 

第11条 
第12条 
第14条 

（消費者が廃旧家電を家電取扱い業者、回収企業等に有償で引き渡す[すなわち家
電取扱い業者等が消費者に支払う]等の規定について）有償での引渡しの規定につ
いては、将来、経済が発展した場合、経済的合理性を阻害する可能性があるので、

時限的運用を考慮したものとするよう提案する。 

 

□ 
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  講  演   

 

 ＥＵにおけるロビー活動 
 ～ブラッセル駐在を振り返って～ 
 
 
 前 日本機械輸出組合ブラッセル事務所次長 
 現 経済産業省貿易経済協力局 
  特殊関税等調査室長 

藤井 敏彦 

 本稿は、9月28日に開催した平成16年度第3回「貿易関連環境問題対策委員会」において、日本
機械輸出組合ブラッセル事務所からの帰任報告として行われた講演内容をもとに概要をとりまと

め、同氏の校閲を得て掲載するものである。 
 

はじめに 

 私は、2004年 6月まで当組合ブラッセル事務所
次長として、また JBCE（在欧日系ビジネス協議会）
事務局長として務めておりました。在任中は、関

係各位にお世話になり心からお礼申し上げます。

本日は、ブラッセル駐在を振り返り、心に残って

いること、印象に残っていることを、やや四方山

話的にお話したいと思います。そんなこともある

のか、と気楽に聞いていただければと思います。 

1.  ロビー活動への理解 

 ブラッセル事務所での私の主な職務は、欧州委

員会、欧州議会に対して「ロビー活動」を行うこ

とでした。これはブラッセル事務所でも新しい機

能といえるものであったと思います。4 年間の駐
在を終えてみて、国内でもロビー活動に対する一

定の理解が得られたのではないかと思っています。 

 「ロビー活動」自体は、アンチダンピングで日

本企業が散々な目に遭っていた時など、自らの身

を守るために欧州委員会にいろいろな働きかけを

することがありましたし、現在でも、例えば「独

禁法」で何か嫌疑をかけられたような場合には、

当局に対して働きかけをすることがあります。ま

た、同じようなことでアメリカのワシントンに事

務所を持っておられる企業も多く、アメリカ政府

への働きかけが今でも引続き行われています。 

 私の活動の特徴を申し上げると、細かい技術的

な話のロビー活動が中心でした。例えば「鉛」の

禁止という場合に、どのような「鉛」の用途を例

外にしていくか。例外にした時に閾値（しきいち）

は何 ppmにするのか。何 ppmという場合に分母・
分子はどうするのかというような技術的な問題に

ついてロビー活動をいたしました。しかし「技術

的であるが故に、また重要でもあった」と申し上

げることができます。 

 従来のロビー活動の中心は「人脈づくり」です。

先方の偉い人びとと面識を持ち、自社の幹部が訪

れた場合に容易に会えるようにしておくことなど

は、一種の予防的ロビーとして今も行われていま

すし、ワシントンなどでは、そのような色彩がま

すます濃くなってきているようです。しかし、そ

れと同時に、ビジネスの関心に直結する「技術的

な意味での働きかけ」も大切です。私は、お陰様

で、必ずしも十分ではないけれども一定の成果を

上げることができ、ご関係の皆様には「なるほど、

そういう活動もあるのか」と改めてお認めいただ

いたのではないかと思います。 

 帰国してから、日本化学工業協会が REACH（新
化学品規制）に絡めてヨーロッパに団体を作りロ

ビー活動をするというような新聞報道を目にしま

した。こういう動きがでてくるというのは、私ど
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もの活動をご覧になっておられたのではないかと

思います。私は、個人的には、そのような動きが

より広くなっていくことを希望しております。 

2.  環境と通商 

 「通商分野」と「環境分野」のロビー活動の違

いは、私にとって非常に興味深い経験でした。 

 「通商分野」では、アンチダンピングで撃たれ

た企業、不当な関税分類の犠牲になった企業にと

っては本当に「腹に据えかねる」ところがあり、

ある意味で、日本対ヨーロッパ、もしくは日本対

アメリカという国単位の対立の構図になります。 

 私は傍観者の立場でしたが、ヨーロッパ企業の

利益を強引なまでに守ろうとする欧州委員会の姿、

そして企業自身の姿を目にすることが少なからず

ありました。そのような相手に真正面からぶつか

っていく訳ですが、当事者の日本企業に見える姿

は「自分たちは日本企業であるが故に疎外されて

いる」もしくは「あらぬ取扱いを受けている」と

いうような排他的なものになりがちです。しかし

これは仕方がないのではないかと思います。 

 グローバリゼーションということで、いろいろ

な形での企業の「合従連衡」が進んでいても、な

おかつ依然として企業にはそれぞれ国の国旗が付

いてまわります。欧州委員会が守ろうとする企業

の利益は、やはり「ヨーロッパ域内のどこかの国

の国旗を背負った企業の利益」ということになっ

てしまう。その中で「自分たちの主張を通して行

く」のは、困難な活動だと思います。 

 「通商の経験」と「環境の経験」を比べるとど

うでしょうか。これは大いに異なってきます。ま

ず、プラスの面から申し上げると、相手方は、考

えていたよりも遥かに私どもの意見を聴いてくれ

ます。これをひと言で申し上げると「関係する当

局の違い」ということになると思います。「通商」

であれば DG Trade（貿易総局）が担当です。貿易
総局には、基本に「何のために自分たちが存在し

ているのか」という思いがあります。つまり、彼

らの立場に立ってみれば、ヨーロッパの企業を守

ることが必然的ということになります。 

 「鉛」の閾値は「500 では困る。1,000 の方が
いいのだ」「意図的な混入というのは困る」等々

の議論をする時に、私は「環境総局」に行きます

が、「環境総局」は環境以外のことには全く関心

がなく、「環境を守りたい」という以上のもので

も以下のものでもありません。彼らには、環境規

制によってヨーロッパ企業が困るのか、日本企業

が困るのか、ヨーロッパ企業が得をするのか、日

本企業が得をするのかということは「思考の外」

にあるのです。彼らには「日本企業だから意見を

聞かない」「日本企業をいじめよう」という気持

ちは全くないと断言できます。そして「環境保護

に対して、より進んだ技術を持っている企業から

は話を聞きたい」と熱心に思っていますが、一番

聞きたくないのは「それは困る」「これは困る」

という「苦情」であり「泣き言」です。「自分た

ちは環境を守るために存在している」という彼ら

を納得させることのできる議論を、技術的な面を

も含めてできるのであれば、誰の意見も、彼らは

喜んで聞いてくれると思います。以上は積極的な

見方ですけれども、逆の言い方をすれば、日本企

業もヨーロッパ企業も、彼らに聞いてもらえない

時は聞いてもらえないのです。 

 時々、ヨーロッパの環境規制を「ヨーロッパの

保護主義」と形容される方がいらっしゃいます。

しかし、それは全く間違っていると思います。何

故ならば、環境規制を作る過程で「企業総局」は

ほとんど関与していないからです。 

 日本の場合は少し特殊です。それが「良いか」

「悪いか」は別として、産業に責任を持つ役所が

日本のように力を持っている国は世界中に余りな

いと思います。現に、我が国の「リサイクル法」

は「環境省」ではなく「経済産業省」がやってい

ます。そして環境省が「過激な環境規制」を作る

前に、経済産業省が産業界とで十分なすり合わせ

を行い、「規制を現実的なものにして行く」こと

があります。そのようなことがないのがヨーロッ

パの特徴です。何故ならば「環境総局」が非常に

強く、「企業総局」には相対的に力がないからで

す。したがって「環境総局」の役人の理念がその

まま、一切の化粧もなしに現実の法律になって行

く、それがヨーロッパなのです。 

 日本企業は環境に対して関心が高く、また事実

いろいろ努力されてこられたので、ヨーロッパで

はどこの国の政府に行っても「日本企業の環境技
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術は進んでいる」という確立したイメージを持た

れています。「環境総局」に対して私どもが話を

し易かったのは、まさにそこが大きな理由になっ

ています。「日本企業はきっと真剣にやるに違い

ない」かつ「非常に進んだ技術を持っているに違

いない。話を聞いてみようか」という意味で、「環

境分野のロビー活動」は「通商分野」よりも容易

だったと思います。 

 皆様がご出張で欧州委員会の人々と話をなさる

機会もあると思いますが、環境総局の人と話をさ

れる時に「我が社はどれほどヨーロッパに投資を

しているか」「欧州に幾つ工場がある」「多くの

人々を雇用している」「大いに貢献しているのに、

厳しい環境規制は困る」等々の話は無用です。こ

れはアメリカ企業がよく使うロジックですが、環

境総局相手には意味がありません。これらのこと

は「環境総局には関係がない」ことなのです。「環

境総局」は「如何に環境をよくするか」だけに関

心があるのです。彼らには、企業が「どのように

環境にコミットメントしているか」「どのような

技術を持っているか」が重要なのです。相手を見

て、論点を絞って効果的に話をされることも重要

なことだと思います。 

3.  人材 

 在欧の日本企業の方々は勿論ですが、その他の

ヨーロッパの会社、アメリカの会社のガバメント

アフェアーズ・ブラッセルオフィスの人たちの働

く意欲、能力には本当に感銘を受けました。そし

て欧米企業のガバメントアフェアーズなどに従事

する人達の位置付けが、ある意味とても羨ましい

とも思いました。 

 「サンマイクロシステムズ」で環境を担当する

優秀な女性から聞いた話ですが、アメリカから

CEO （社長）が訪欧した際、彼女たちとも直接話
をしたというのです。「社長が直接、話を聞いて

くれた。聞いてくれただけではなく、自分たちが

何をやっているかを説明したら、その後、ちゃん

とアメリカの社長からメールが来た」というわけ

です。環境分野もしくはより広い渉外分野という

ことになるわけですけれども、その分野の社内で

の位置付けが明確になっているということでしょ

う。また、そこで働いている人たちのやる気が非

常に高いということです。 

 ブラッセルでは、人材は流動的で転職が日常茶

飯事ですが、間違いなく「人材の市場」というよ

うなものがあります。NGOも含めた企業の渉外部
門のマーケットがあり、そこには、優秀な人材が

きちんと入ってきているという形になっています。

NGO の幹部はかなり高給で企業の渉外部門など
に転職してきますし、逆に企業の部長クラスが

NGOに転出するのも珍しくありません。 

4.  法的不確定性への慣れ 
 「法的不確定性への慣れ」は「日本企業がブラ

ッセルに関して最も慣れない点」だと申し上げま

す。また「ヨーロッパと日本との違いの中で最も

克服しにくい違い点」と申し上げてもいいかも知

れません。 

 日本はある意味で特殊な国です。どのような法

律、どのような規制ができても曖昧なところがあ

りません。法律、政令を読んで判らなければ、担

当課に聞けば答えてくれます。答えは役所がくれ

るものなのです。コンプライアンスという観点か

らいうと「企業は何をすればいいのか」というこ

とがはっきりしています。「何をしなければいけ

ないのか」もはっきりしているし、「何をしては

いけないのか」というのも、普通ははっきりして

います。なにか不明確な点があるとすればその法

律を作った役所が「おかしい」「無責任だ」とい

う議論にさえなります。 

 しかしヨーロッパの法律、アメリカの法律は違

います。はっきりしていません。多分、およそ日

本以外の国の法律は「はっきりしていない」のだ

と思います。「言葉というものには解釈の余地」

があります。したがって、法律の条文には政令な

どどのレベルまで行っても「解釈の余地」があり

ます。「政府が解釈の余地なく解釈をする国」が

日本です。 

 ヨーロッパでは政府は殆ど解釈をしません。民

主主義の国はそういうものだと考えています。「確

かに、起草したのは自分だけれども、出来上がっ

た法律は自分のものではない。解釈は、国民がそ

れぞれ自分で解釈するべきである。政府の解釈と

貴方の会社の解釈が異なった場合には、最終的に

調整できるのは裁判所だけだ」というわけです。

政府は法律を解釈せず「皆さん、これは私が作り
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ましたけれども、文言の解釈は皆さん各自にお任

せします」ということです。 

 私は、在欧中に、皆様から多くのご質問をいた

だきました。「鉛」使用禁止の例外の一つである

「電子部品中のガラス鉛」がありますが、「電子

部品」という言葉の解釈についてのご質問をたび

たびお受けしました。しかし、一つひとつの例を

挙げて欧州委員会に聞いても「書いてあるとおり

だ。解釈はそちらで…」というわけです。どうし

ても聞きたければ「裁判所に行くように…」との

ことです。「不確定性」があるのです。最後は、

企業それぞれのリーガルな能力ということになっ

てくるのです。それぞれが、それぞれの解釈をし

てリスクを取って行くことになります。解釈には

当然のことながら幅があって、その中で自分の会

社は「こういう解釈にしよう」ということでリス

クを取っていかざるを得ないということなのです。 

 日本の場合には「そのうち役所がはっきりさせ

てくるから待っていようか…」ということにもな

るわけですけれども、ヨーロッパでは、待てど暮

らせど答えはありません。もともと「はっきりさ

せようという意図がない」からです。この不確実

性に最も慣れていないのが日本企業だと思います。

アメリカ企業は、「そんなものだ」と当然のよう

に思っており、この不確実性に慣れています。 

 「法律ができているのに、何で判らないのだ」

とおっしゃる方もありますが、実は「法律とはそ

ういうもの」なのです。日本の独特な「法環境」

に慣れ、育ってきた日本企業には克服が非常に難

しい点だと思います。 

5.  政府の構造を理解する 

 ヨーロッパの厳しい環境規制に関して「企業総

局に行き、企業総局から環境総局に話をしてもら

おう」という考え方は日本のアナロジーであって、

ヨーロッパでは機能しません。環境問題について

比較的力のある産業当局という意味ではイギリス

の貿易産業省（DTI）は例外的で、その他の国の
産業省は余り力がないようです。 

 これは CSR（企業の社会的責任）についても同
じです。CSRでも、雇用総局と企業総局の共同議
長です。企業総局と話をすれば私の言わんとする

ことを実感していただけるのではないかと思いま

す。 

 政府の構造というか、政府がどういう形になっ

ているのかを十分に理解する必要があると思いま

す。欧州の場合に特徴的なのは「大臣が選挙で選

ばれた人ではない」ことです。いわゆるコミッシ

ョナーという人々が大臣に相当しますが、選挙の

洗礼を受けない方々です。今年１１月には新しい

コミッショナーが就任されますけれども、彼らは

各国政府から「推薦されてきた人たち」です。任

期は５年で、基本的に再選はありません。「選挙

がない人たち」ですから、在職中に「厳しい環境

規制を作って産業界の票を失ったら…」というこ

とは一切考える必要もないし、考えることもない

でしょう。ヨーロッパの政府の構造も十分に理解

しておく必要があると思います。 

6.  大使館をどう使う？ 

 昨今、日本の外務省、特に大使館に対する批判

をしばしば耳にします。皆様も外国に行かれた折

り、駐在員の方は日頃から大使館とのお付き合い

があると思いますが、残念ながら率直に申し上げ

て、日本の大使館には「技術的なことを理解しな

い」という極めて大きな特徴があるようです。多

分、今、大使館に、WEEE（廃電気電子機器リサ
イクル）指令、RoHS（特定有害物質の使用制限）
指令について問い合わせても満足な答えは期待で

きないかもしれません。 

 かつて、我が国の貿易摩擦が大いに騒がれた時

は、大使館はその内容について 100%フォローし
ており、なくてはならない存在でした。しかし「貿

易摩擦」という大きな塊から「知的所有権」、「環

境」、「個人情報保護」等々、企業の直面する問

題が細分化するにしたがって追いきれなくなって

しまっているようです。そして人手不足、その辺

りを原因のひとつとして、企業と大使館の距離が

広くなってしまったのではないかと思います。 

 また、中国の色々な規格作りの問題は、今、我

が国の産業にとっても大きな問題になってきてい

ますが、北京の日本大使館ではフォローしている

のでしょうか。USTR（米国通商代表部）、DOC
（商務省）は、中国に対して 100人ほどのスタッ
フを送っています。100人のうちの一人は、多分、
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自動車の規格について継続して追い、他の一人は

環境問題のみを追う体制になっているようです。

彼我を比べてみて、同情の余地がある、規模の違

いがあるといって済まされる問題ではなく、考え

させられてしまいます。 

 このような現実はありますが、私が申し上げた

いのはむしろ「大使館を敬遠すべきではない」と

いうことです。常日頃から、大使館との交流を心

がけ、時局的に問題になっている点などについて

の注意を喚起して欲しいと思っています。私の経

験では、相手国政府との間で極めてセンシティブ

な問題が起った場合、最終的に使えるのは間違い

なく「大使館ルートだけ」と申し上げることがで

きます。政治的でセンシティブな難しい、食品に

関係する「遺伝子組み替え問題」の際、欧州委員

会の方に「お会いしたい」と申し込みましたが、

どのようにしても断られてしまいました。しかし、

大使館ルートで会うことができました。外交官か

らの会いたいとの申し入れには絶対断れないので

す。そこからパイプを広げることができました。

「最後のメッセンジャー」は外交官です。依然と

して「外交の重要性」は存在しております。 

7.  JETROをどう使う？ 

 たとえば、WEEE、RoHS 指令の関連で言えば、
JETROというのは最終的なメッセンジャーという
のは果たせません。しかし、できるだけ「こうし

たら良いです」とか「このようにやって欲しい」

というような話を持ちかけると良いのではないか

と思います。JETROパリは、WEEE、RoHSのフラ
ンスの国内法制を追っています。フランスで行わ

れているように企業が何をして欲しいのかを積極

的に伝えるようにして利用されたら良いと思いま

す。 

8.  当組合ブラッセル事務所をもっと使う 

 当組合のブラッセル事務所には、どんな細かい

ことでも、判らないことがあったらお聞きになる

のが良いと思います。判らないことは判らないと

お答えしますが、調べて判ることは調べてお答え

しています。私どもも、関係各位の皆様からご質

問いただくことによって「問題はどこにあるか」

ということが鮮明に判ってくるのです。「こんな

細かいことを聞いても…」と躊躇なさる必要は全

くありません。細かいことこそ重要で、「皆様の

ご質問の積み重ね」によって事務局のスタッフ自

身が「何を、どこで、どう見なければいけないの

か」ということが判ってくることもあります。 

9.  対照的な日米本社関与 

 ブラッセルでは、アメリカ企業も日本企業もあ

る意味で極端な姿として写る場合があります。ア

メリカ企業は「過剰関与」です。グローバルなオ

ペレーションの中央集権度が著しく高く、アメリ

カ本社のコントロールが徹頭徹尾入ってきます。

ヨーロッパの人間は、そこで如何に自由度を持っ

て動くようになれるかが大きなポイントになって

きます。 

 他方、日本企業は本社の「過小関与」です。現

地にいる人たちは「何をやっていいのか判らない」

「何をやっても反応がない」とアメリカ企業と全

く逆の立場にあります。率直に申し上げて、日本

企業はもっと日本本社からの指示、関与を強める

べきではないかと思います。 

 仄聞したのですが、在米日本企業の工場の環境

コンプライアンスが物凄く悪いというのです。基

本的には現地子会社任せになっていて、その現地

子会社の社長は一定の期間で日本に戻られる方な

ので、環境のコンプライアンスのために、それほ

どお金を使うインセンティブがない。当局に捕ま

らない限りにおいて本社へは何も言ってこない。

アメリカの EPA（環境保護庁）の基準に対するコ
ンプライアンスは非常に悪いというのです。 

 アメリカ企業は、世界中の工場で環境コンプラ

イアンスが一定の基準に適合しているか否かを調

べる中央集権的なシステムを持っています。本社

からの監査が入るのです。「現地に任せればいい」

とは言っても、チェックするのも世界本社の責任

です。日本企業は、本社機能をもう少し強くして

いくことが必要ではないかと思います。 

10.  NGOとの接点 

 皆様がご出張の折に、もし時間があれば、ヨー

ロッパの NGO（非政府組織）の事務局の方々とお
会いになってみることをお勧めします。ヨーロッ

パの NGO は非常にリーズナブルです。 
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 私は、折りに触れ申し上げていますが、ヨーロ

ッパの NGO 予算の半分は欧州委員会から出てい
ます。「政府からお金をもらっているのに何故

NGOなのか」と言う人もいますが、彼らは「政府
のお金は国民のお金。客観的に公平な形で国民の

お金を貰って活動している我々は中立的」と言っ

ています。 

 実際に彼らに会われると、NGOの人たちの質の
高さをお感じになるのではないかと思います。

NGO との接点をいろいろな形で持っていること
は、ブラッセルオフィス、欧州事務所の一つの仕

事として興味深く、有意義なことです。 

11.  欧州陰謀説を排す 

 我が国では、欧州の環境問題、CSR など、何で
も保護主義だ、陰謀だと総括してしまう方が少な

くありません。しかしそれはヨーロッパの「もの

の決まり方」「ものの決め方」をよくご覧になっ

ていないからではないかと思います。 

 彼らが、そもそも 1992 年に市場統合した時、
日本では「ヨーロッパの要塞だ」「まさに保護主

義だ」という議論が盛んでした。しかし私自身が

ヨーロッパに滞在して「それは全然違う」と感じ

ました。結果的に「保護主義的な効果」がなかっ

たのかというと、それはあったのかも知れません

が、彼らは別に、保護主義のために市場統合をし

ているわけではありません。市場統合は、ある意

味での「安全保障」であり、「お互いの殺し合い

をもう止めよう」という、もっと深いところから

湧き上がってきたところの統合です。それを日本

では貿易という特定の視点から「解釈したがる」

ということです。結果として「そういう影響もあ

るかも知れない」ということと、「それを意図し

てやっている」というのは別のことです。きちん

と分けて考える必要があるのではないかと思いま

す。 

12.  EUと中国 

 私は、ブラッセルで何度か中国の業界団体の

方々とお目にかかりました。中国は、今、ヨーロ

ッパで必死に情報収集をし、ヨーロッパを勉強し

ています。RoHS についてもまた然りです。 

 彼らに「今、何故、中国が RoHS をやるのか」
と言うと、彼らは「ヨーロッパに RoHS ができ、
RoHS に対応できない中国の中小企業は全部潰れ
てしまうかも知れない。だから中国にも RoHS を
作るのだ」と言うのです。「産業政策」の一つな

のです。中国で RoHS を作り、中小企業も物質の
管理をすれば、引き続いてヨーロッパ市場に対す

るアクセスができると言うのです。いずれは「環

境」にも関わるけれども、今は「産業政策的解釈」

でやっているのです。ヨーロッパがやったから自

分たちもやらざるを得ない。そうしないと中国の

中小企業はヨーロッパへ輸出ができなくなるとい

う論理で、RoHS そのまま法律として導入してし
まうお国柄です。 

 このように、中国との関係という意味でもブラ

ッセルを見ていくということは重要であると思っ

ています。 

ご清聴有り難うございました。 

□ 
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 連載  
 

欧州環境規制動向 

～ 在ブラッセル弁護士モニタリング情報 [35] 
 
 
I. EU 

1. 欧州委員会、今後の EU 政策に関する  
意見を求める 

今後の国際的な気候変動対策に対する EU の
姿勢はどうあるべきか。京都議定書に定める

現状の目標達成年度である 2012 年以降、EU
諸国はどのように気候変動対策に協力して取

組んでいくべきか。委員会は、かかる疑問に

対する回答を求め、2004年 9月 14よりイン
ターネット上での公開協議を開始し、市民、

企業、政策立案者、NGO、関係当局、科学者
およびその他の全てのステークホルダーに対

して今後の世界的気候政策に関する討議に意

見を述べる機会を提供している1。 

委員会は、寄せられた意見を、EUの将来的気
候変動政策の策定および今後の国際気候変動

管理体制に関する国際的討議における EU の
意見に反映していく。協議の意見提出期限は

2004年 10月 31日までとし、その後 2004年
11 月中旬にステークホルダー会議が開催さ
れる。同協議の内容は、2005年春季欧州理事
会に提出される委員会の気候変動に関する報

告書に盛り込まれる。 

EUは、京都議定書に基づき、2008年から 2012
年までの期間に温室効果ガス（GHG）排出量
を 1990 年比で 8%削減することを公約して
いる。この削減量は、気候問題の人為的側面

の対策としては重要ではあるが、第一歩に過

ぎない。しかし、それだけでは気候変動に歯

止めをかけることにはならない。最近の調査

                                                   
1 ステークホルダーによる協議に関する詳細は以下のサ
イトを参照のこと。 
http://europa.eu.int/comm/environment/climat/ 
 future_action.htm 

では、気候変動を食い止めるには、2025年ま
でに「通常」シナリオを凌ぐ最大 30%程度の
削減、また 2050年までには 65%の削減とい
うように、世界的にさらに実質的な排出削減

の必要があると示唆されている。 

京都議定書の第一期約束期間は 2012 年に終
了するため、ヴァルストレム環境担当委員は、

続行の準備を直ちに開始する必要があるとし

て、断固たる姿勢を示している。国際社会は、

まもなく、京都議定書をさらに発展させ気候

変動に関する国際協力を新たな段階に進めて

いくにはどうすべきか討議を開始する。同討

議は、2004 年 12 月 6 日から 17 日にブエノ
スアイレスで開催予定の次回気候変動枠組み

条約締約国会議第 10 回会合（COP10）で開
始されると思われる。前回の会議と同様に新

鮮みのある交渉は期待できないであろう。ま

ずは京都議定書がロシアの批准直後、即ちそ

の当日か付近において、実質的に発効してか

らの話となる。 

2. Van Geel国務大臣、議長国の優先課題
を発表 

オランダの Pieter van Geel環境担当国務大臣
は、現 EU 議長国オランダが気候変動および
新化学物質戦略（REACH案）などの重要案件
を重視する背景には、経済的利害と環境的利

害がこれ以上衝突するのを避けなければなら

ないという理由があると述べている。同大臣

は年末まで EU 環境閣僚理事会の諸会合の議
長を務める。また、2004年 9月 20日の欧州
議会の環境委員会において、議長国としての

優先課題を明らかにし、オランダ環境省作成

の 報 告 書 （「 未 解 決 の 環 境 問 題  － 
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Outstanding Environmental Issues」）を欧州
議会議員（MEPs）に提出した。同報告書は、
今後 10年間に EUが直面する主要な課題が明
確に指摘されている。オランダは、優先事項

を決定するにあたり、同報告書から示唆を受

け、その基本方針が欧州委員会の実務政策の

策定に反映されるよう、同報告書を新たに発

足した欧州委員会に提出している。 

同報告書は、国立公衆衛生・環境研究所

（RIVM）が欧州環境庁（EEA）と共同で作成
したものであるが、EUは、環境圧力の軽減お
よび人の健康と生態系に資する経済投資の奨

励に関して多くの成功を収めていると結論付

けている。しかし、今は褒め称える時ではな

い。即ち、環境は今後も強い圧力、実際のと

ころ耐え難いともいえる圧力に晒されること

になり、気候変動、生物多様性の喪失および

深刻な大気汚染－－特に都市部での－－が進

行するという。 

また、直接的な優先課題について、オランダ

は 2004 年 7 月の環境閣僚非公式会合で承認
されたテーマに基づき、各分野の問題に取組

んでいく意向である。即ち、環境を好機であ

り、経済発展の可能性として捉える考え方で

ある。経済問題が原因でなかなか環境面の進

展が期待できない時期に、また政治家や市民

の関心が薄れ、ともすれば経済成長にしか目

が向かない時期にこの様な課題に取組んでい

くという認識に立ち、同大臣は、経済的かつ

環境的利害の旧来の対立を何としても回避し

なければならないと強い決意を示している。

また、2004年 7月に採択されたテーマに沿っ
て、経済成長と環境保護が両立しないという

ことはなく、むしろ後者には技術革新と利益

をもたらす可能性があることを実証しなけれ

ばならないと主張している。 

同大臣は、「グリーン」公共調達政策の奨励、

環境に優しい投資に対する優遇税制の提供や

環境コストの内部費用化、環境に有害な助成

金の廃止など、様々な検討項目を示唆した。

同大臣は、これらの問題がいずれも閣僚理事

会にとって難しい政治課題であることを認識

している。また、2005年春の EUサミットで、
エコ効率技術革新による競争力の強化を狙う

計画がすんなりと承認されることを期待して

いる。これは、新の官民パーナーシップを意

味する。同大臣は、この案を具体化するため

に、今後数ヵ月間にわたり各界ステークホル

ダーとの会合を約束している。 

2004 年 7 月の非公式閣僚理事会で表明され
た意見に基づく別の優先課題として、クリー

ンかつインテリジェントな競争力に満ちた欧

州を築くという目標がある。同大臣は、輸送

部門、特に道路交通分野の名を挙げている。

大気汚染（排出ガス削減）、騒音（例えば、良

質タイヤおよび静音エンジンの使用）など主

要な公害問題を緩和するのに必要な技術がす

でに存在するからである。交通の流れの改善

や都市環境に関する多くの調査において道路

交通に焦点が当てられている。議長国は 10
月の閣僚会議において、この話題に関する政

策論議を計画しており、欧州議会の支持を得

ようとしている。その他に、議長国オランダ

が重視する問題には、GHGの排出削減、2004
年 12月の COP10に向けた「共通の立場」の
策定および化学物質戦略の進展などがある。 

同大臣は、REACH戦略に関して、経済と環境
との摩擦を回避するとの決意を強く表明し、

閣僚討議を二回予定している。11 月 25－26
日の競争閣僚理事会と 2004年 12月 20日の
環境閣僚理事会である。2005年に決定を採択
できるよう、本案件を進展させて議長国ルク

センブルグにつなげることを唯一の目標とし

ている。また、議長国は、2004年 10月下旬
に、全ての影響調査を検討するワークショッ

プの開催を予定しており、MEPs に正式な参
加の招請をする。 

同大臣は、一部の MEPs が表明している懸念
に配慮して、ほぼ全ての分は基本的に同じ結

論を示していると述べている。即ち、REACH
は大手企業にとって容認しがたいコスト負担

となるが、中小企業の負担はさらに重いとい

うことである。従って、REACH案の改善にあ
たり、「均衡の取れた」提案と判断されるもの
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にするには、主に中小企業に焦点を当てた対

策を講じなければならないというものである。 

その他の「焦眉の」問題には、気候変動や 2004
年 12 月にブエノスアイレスで開催される
COP10会議の準備がある。この件に関して EU
が主要な役割を果たしていることを踏まえ、

同大臣は、この機会に対する自信を示してい

る。また、EUが京都議定書をさらに先へと進
め、今後も欧州において適用していく決意で

あることに確信を抱いている。同大臣は、

1997 年の京都議定書は第一歩にすぎないと
警告し、2012年以降について討議すべき時が
来たと述べている。その後の問題に関する討

議を開始させること、特に、中国、インドお

よびブラジルなどの主要な新興経済諸国をこ

のプロセスに参加させることができれば、そ

れだけでも COP10 における大きな勝利とな
るであろう。EUは当然ながら同じ道を進むこ
とができるであろうし、またそうでなければ

ならないが、多国間ベースとなると必ずしも

そうはいかないであろう。 

同大臣は、欧州はその立場を徹底的に評価し

て京都議定書を諦めなければならないとの考

えを示しているデパラシオ（L. de Placio）エ
ネルギー担当委員と意見を共にしていない。

また、京都議定書批准に対するロシアの姿勢

には信頼を寄せているが、少なくとも当面は、

米国には何も期待していない。同大臣は、近々、

主な関係者全員との会談を予定しており、

COP10に向けた準備を進めるとともに、京都
議定書の将来について検討を開始するよう関

係者を説得する意向である。 

3. 欧州議会議員、次期 EU 環境担当委員
ディマス氏に失望 

欧州議会議員（MEPs）は、次期 EU環境担当
委員に指名されたスタブロス・ディマス

（Stavros Dimas）氏は環境問題に本腰で取組
んでいないと、2004年 9月 29日に行われた
ギリシャ出身の次期委員との公聴会で述べて

いる。ドイツ出身の環境委員会議長 K-H. 
Florenz氏は、同委員が議会の期待に応えるか
どうか疑問であると述べている。一方、フラ

ンス緑の党の M.A. Isler Béguin氏は、ディマ
ス氏は「主要な環境問題について把握してお

らず、次期環境担当委員としての作業計画も

ない」と明言している。ディマス氏は、一部

の問題－－例えば、気候変動や遺伝子組換生

物（GMO）－－に関しては明確な見解を述べ
ているが、自身の長期的目標など他の問題に

関しては曖昧な態度を示している。このこと

により英国 MEPの C. Davies氏はディマス氏
の「環境保護主義者としての資質」の信憑性

に疑問を呈している。 

ディマス氏は、30年におよぶ環境政策を継承
することに触れ、今後 5年間に取組む課題と
して気候変動、生物多様性、環境と健康の問

題および持続可能な生産と消費への移行とい

う 4分野を挙げた。また、新たなプロジェク
トは何も導入せず、現状の取組みを基に発展

させていくことを明言した。さらに、REACH
やテーマ別戦略など、現在進行中の多くのイ

ニシアティブについては中間結果が出るのを

待つと述べている。 

しかしながら、同氏は、各措置のコスト効果

を評価する必要があると強く主張している。

これには措置を講じない場合のコストも含ま

れる。後者の場合、即ち措置を講じない場合

には何百万ユーロものコストがかかり、経済、

環境および健康に長期的な影響がおよぶで可

能性があると述べている。 

同氏は、例えば、法規違反に関する手続きの

行使による共同体法令施行の改善を求めてい

る。また、自国の環境違反の拡大について質

問されると、自分は EU のために奉仕し、ど
の国であるかに関わりなく EU 法を厳格に適
用する決意であることを繰り返し述べた。 

同氏が MEPs の質問に応えて明らかにした主
な立場を以下に示す。 

気候変動：EUは今後も国際的に指導的な役割
を果たしていかなければならない。同氏は、

GHG 排出削減のためにロシアが京都議定書
を批准してくれるよう期待しているが、議定



欧州環境規制動向 ～在ブラッセル弁護士モニタリング情報 [35] 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 32

書自体が目的ではないと述べた。即ち、現在

の目標は達成しなければならないが、次の段

階（2012年以降）も検討しなければならない。
さらに、米国の立場が急展開するなどとの幻

想は抱いていないとしながらも、米国との対

話と協力を求めている。現職のデパラシオ  
エネルギー担当委員は、排出量取引に関する

指令を見直すべきだと主張しているが、ディ

マス氏は反対の見解を示した。「デパラシオ

委員はこの問題に関して独自の見解を持って

いるが、それは私も同じ意見であるという意

味ではない。」しかし、同氏は、排出量取引制

度は機能するものでなければならないこと、

また加盟 25 ヵ国によりできる限り迅速に実
施されなければならないと主張した。規則を

尊重しない国については、2004年末までに法
的装置が講じられるという。 

エネルギー：再生可能エネルギー源、特にバ

イオマスの利用拡大強化を奨励する実質的な

取組みが必要であると述べた。原子力エネル

ギーに関しては、未解決の重大案件が二つあ

ると述べている。即ち、放射性廃棄物と事故

の危険性の問題である。同氏は、原子力エネ

ルギーを利用する国の中で、近い将来に新た

な施設を建設する計画はないと述べ、さらに

「私がギリシャの首相なら、この種のエネル

ギーには「ノー」と言うと述べた。 

化学物質：グンター・フェアホイゲン（Günter 
Verheugen）次期産業担当委員との「共同責
任」を強調し、将来の化学物質政策に関する

現在の欧州委員会 REACH 法案に全面的に賛
成していること、また変更が必要か否かを判

断するために現在進められている評価の結果

が出るのを待っていると述べた。 

生物多様性：は、2010年までに生物多様性の
破壊を食い止めるという公約を守ろうとする

なら直ちに対策を講じる必要があると述べて

いる。そのためには、漁業、農業および輸送

分野において厳しい法の適用が必要である。

同氏は、リスボン・アジェンダおよび持続可

能な開発戦略の中期見直しに関して、閣僚理

事会が 14 種類の環境指標のうち輸送、エネ

ルギー、気候変動の 3種類の指標しか受け入
れなかったことに遺憾の意を表明し、生物多

様性を第 4の指標として追加したいと述べた。 

GMO：同氏は、遺伝子組換え穀物と有機穀物
の共存に関して、具体的な指令に対する賛否

を明確に示すことはなかった。しかし、この

問題は国家あるいは地域の特殊性を考慮して

解決されなければならないと述べた。また、

限度規定に関して、検出限界として 0.1%と
いう限度値を支持する議会－および次期農業

担当委員－の意見には賛成できると述べた。

同氏の GMO の有害可能性に関する立場はよ
く似ている。但し、同氏は、欧州食品安全機

関（EFSA: European Food Safety Authority）
を信頼するとの見解を表明している。 

財政・市場手段：同氏は、各種の財政手段－

－承認されている国家援助、税金および／あ

るいは優遇税制措置、環境に有害な助成金の

撤廃－－の利用を支持すると述べている。同

氏は、灯油税の可能性にも反対していないが、

様々な障害に配慮して直ちに導入することに

は懐疑的である。例えば、EU域内における税
問題に関する全員一致要件があること、また

実際に、かかる手段による影響は EU 企業に
留まらないという事実である。 

4. シカゴおよびロンドン取引所、欧州排出
量取引制度との連携を確立 

2004年 9月 7日にシカゴ気候取引所（CCX：
Chicago Climate Exchange）とロンドンに本
拠をおく国際石油取引所（IPE：International 
Petroleum Exchange）が署名した契約条件に
基づき、EUGHG排出削減制度に連携した先物
取引が 2004年後半から開始される。 

正式な協力ライセンス契約に基づき、欧州気

候取 引 所 （ ECX： the European Climate 
Exchange）が CCXの全額出資子会社として設
立される。ECXの炭素金融商品（CFI： Carbon 
Financial Instruments）の現物・先物契約が
IPE に上場され、電子プラットホーム上で取
引される。CCXと IPEによると、一連の ECX 
CFI先物契約の取引は、2004年第 4四半期中
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に開始されるという。一連の現物関連商品の

取引は 2005 年初頭の開始になるだろうとい
うことである。 

この契約の署名は、シカゴ取引所とロンドン

取引所の正式な業務提携を象徴するものであ

る。2004 年 4 月 12 日に、世界初の GHG 排
出量取引の多国間市場 CCX と欧州最大のエ
ネルギー先物取引所の IPE は、新生 EU 環境
規則の適用を受ける諸団体に課せられる排出

削減要件に貢献する取引所の設立を趣旨とす

る覚書を公表した。 

CCXの R. Sandor会長は、ECXの CFI取引は、
指令 2003/87/ECに基づき設立される EU排出
量取引制度（ETS: Emission Trading Scheme）
によって推進されるだろうと述べている。同

指令は、キャップ・アンド・トレード－上限

を設けた二酸化炭素（CO2）の排出量取引－

に基づき、EU 加盟国の施設から排出される
CO2を規制・削減することを目的としている。

この ETSは 2005年 1月 1日に開始する予定
である。 

同会長は、「取引所で取引される ECX CFI の
現物・先物契約により、EU法遵守を目的とす
る取引が促進され、この市場が効率的に機能

するために必要な流動性がもたらされる」と

声明の中で述べている。「この契約により

CCXは ETSにおけるグローバルリーダーとし
て位置づけられ、IPE が欧州エネルギー市場
において果たすリーダーシップを補完するも

のである。」 

同指令に基づき規制の対象となる施設には発

電所、石油精製所およびその他の重工業施設

が含まれる。EU ETSの第二段階が施行される
2008 年には新たな施設が排出管理を義務づ
けられる。この第二段階は、京都議定書に定

める第一期公約期間に一致する。 

5. EU、排出量取引割当制度を設置 

排出量取引を可能にする EU 法が採択された
ことで、欧州は排出量取引に向けた準備を開

始できる。理事会は、2004年 9月 13日、GHG

排出削減のために京都議定書によって設けら

れた柔軟なメカニズムに関する第二の指令を

正式に採択した。これはすでに議会が 2004
年 4 月 20 日に承認している。この新法律文
書により指令 2003/837/ECが完成し、欧州割
当制度と既存の排出クレジット制度と第三国

向けの新制度とが連携されることになる。ま

た、移行経済諸国（共同実施）において実施

されるプロジェクトと、発展途上国（クリー

ン開発メカニズム）など京都議定書に定めた

拘束力のある目標を適用されない当事者に一

段が焦点を当てられている。 

指令 2003/37/EC の終了と共に、委員会が共
同体の排出量登録のための規則を提案する道

筋が明確になり、割当制度の実施が 2005 年  
1月 1日に予定されている。 

6. 欧州議会、REACHの影響報告を批判 

議会産業委員会は、2004年 8月 31日、新た
に発足した議会による初の実質的審議の場で、

論争の多い化学物質法案に関する討議を再開

した。討議では、外部コンサルタントによっ

て提出された報告書に対する紛れもない、し

かも全員一致の批判が展開された。批判の的

となったのは、将来の REACH 制度が欧州化
学産業の競争力に与える影響を調査する際に

コンサルティング会社が採用した方法であっ

た。MEPs はこれを「容認できない」と考え
ている。欧州委員会も直ちにこの批判を繰り

返した。一方、同時に開催されていた議会の

域内市場委員会の会合では、議長国オランダ

が、同案件の優先順位が極めて高いことを繰

り返し述べた。 

コンサルタント会社 A.D. Little（ADL）は、研
究総局に依頼され、将来の REACH（化学物質
登録・評価・認可）案が産業界の競争力に及

ぼす影響を評価した。同社の専門家らによる

調査結果の簡単な説明によって討議は始まっ

たが、REACH制度は、調査対象となった 4種
類の要因、即ちコスト、（新製品の）開発期間、

認可義務および開示義務による影響が著しく、

技術革新や生産能力の面で産業界は著しい損
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失を被ることになるという。ADL社によると、
かかる要因および損失は、一部の生産の全面

撤退、生産拠点の移転あるいは最終的には代

替製品の生産を招く可能性があると主張した。

専門家らは、「分析の結果、産業界にとっての

実質的な利点を特定することはできなかっ

た」とし、産業界が負担するコストは、委員

会の最も悲観的な推定値の 300倍から 600倍
になると予測されている。 

専門家らは、MEPs に強く促された結果、以
前ドイツ化学業界のために同様の調査を実施

したこと、さらに欧州委員会に命じられた調

査に同じ要因と計算方法を使用したことを認

めた。但し、データは 2003年 10月の修正提
案に基づく結果を盛り込んだものであるとい

う。また、欧州産業界はどこでも多かれ少な

かれ同じ構造を呈すと仮定し、同国産業界の

結果に基づき、ある程度の推定が行われたこ

とを認めた。「当社は産業界のために仕事を

している訳ではない。これは独立調査である

が、当社は、産業界のために同国での調査を

生かしているのである。」緑の党派の専門家の

一人は「寄せ集め」ともいえる手法だと指摘

している。ADL社は、同制度が最終ユーザー
に与える影響に焦点を当てたこと、またコス

ト削減、開発期間の短縮および技術革新サイ

クルへの影響など、もっぱら経済的視点に

立ったことを指摘している。また、同社の専

門家らは、この調査は意図的に「静的」なの

であって、手法を変える考えはなかったと主

張している。 

議会の緑の党リーダーであるドイツ出身の R. 
Harms議員がいち早く批判を開始した。同議
員は、ADL社の代表らに向かって、同社がド
イツ化学産業に関して実施した調査に対して、

当のドイツ国内に相当な批判があることに触

れた。同議員は、同社がそのような批判を全

く考慮しなかったことだけではなく、それに

加えて欧州全域の調査にも同じ方法を適用し

たことを批判した。オーストリア出身の社会

党 H. Swoboda議員は、欧州全域を対象とす
るはずの調査の中でドイツ産業に最上の地位

が与えられていることに困惑を示した。また、

同議員は、この調査には、同制度が輸出入に

及ぼす影響ばかりか、大企業および中小企業

に及ぼす相対的影響ならびにコスト上昇の可

能性にも言及されていないとして落胆の意を

表明した。また、W. Langen議員は、この調
査が古いデータに基づくものであり、討議に

付言するものは何もないとし、「我々はすで

に一段階先を行っている」と、ADL社の代表
らに率直な意見をぶつけた。 

フィンランド出身の S. M. Hassi議員は、この
調査のどこに「環境および公衆衛生」という

内容が含まれているのか質問し、産業界が強

く反対した環境法の大部分が過去 20 年間に
産業界全体を破綻させることなく効果を発揮

したことに触れた。他の MEPs もこの主張を
支持し、REACHの三つの目的のうちの二つを
単に「消去」すること、つまり特種利益、即

ち産業界の競争力のためだけに市民の関心で

ある公衆衛生および環境という側面を削除す

ることに反対した。その他に、同調査は、産

業界の技術革新能力や、製品の撤退の後には

より環境に優しいとは言えないまでもより効

率的な製品が必ず生まれてくるという「自然

な」動きにはほとんど配慮していないという

意見があった。結局、イタリア出身の R. 
Brunetta議員が最も厳しい口調で、適用され
た方法は「全く容認できない」とし、意思決

定者である MEPs の視点から見て無用である
と述べた。また、同議員は、さらに悪いこと

として「この種の調査は、最も保守的な勢力

によって政治テロ－－雇用および移転に関連

する脅威や脅迫を示唆－－に使われる可能性

があると述べた。この手法は 19 世紀然のも
のであり、進化を阻害するものである。この

種の分析は、環境や公衆衛生を保護するもの

でないように、企業の競争力を保護するもの

でもない」と指摘した。さらに、「このような

調査を懐に抱えて環境委員会に出席し、これ

を基に討議を始めることなどできるわけがな

い」と述べた。 
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ADL社代表らは、付託事項に従い企業の競争
力への影響を評価したことを指摘したが、こ

れに対して Brunetta議員は、指示が不適切か
つ立案に問題があった可能性を認め、より良

い、より正確な指示に基づき、新たな評価を

実施することを提案した。 

議会の産業・対外貿易・研究・エネルギー

（ITRE）委員会委員長を務める英国出身の
G. Chichester議員は、討議を締めくくる前に、
この報告書の方法、「静的」手法および結論を

同様に完全に拒絶した欧州委員会代表に発言

を許した。同代表は「欧州委員会はこの種の

発表を受けて傍観していることはできない」

と述べ、欧州委員会が産業界、労働組合およ

び NGO と密接に協力して特定したより信頼
できる方法に基づく影響調査を開始したこと

を示唆した。予想されているような劇的な影

響には根拠があるのか、また望ましくない未

知の影響が実際に起こりうるのかを実証する

ために、そのような趣旨のフォーラムが設立

され、各分野の代表との協議が進められてい

るという。欧州委員会は、全ての事業者や川

下、ハイテク、包装材、金属加工、製紙業界

などの関係分野と協力しており、この取組み

の結果を議会と共有するという。議会は、ま

もなく設置予定の「ハイレベルグループ」を

介して直接的に関与することになる。欧州委

員会の代表によると、当初の結果は年末まで

に明らかになるはずであるという。また、

REACH が繊維分野に及ぼす具体的影響に関
する調査もすでに開始され、年末には結果が

出る見込みだという。 

このような産業委員会における活発な討議と

併行し、オランダの Karien van Gennip 経済
問題担当国務大臣は、域内市場委員会に対し、

REACH案件は「議長国オランダの第一優先課
題である。同案の目的は欧州において広く指

示されている。その目標を達成するには包括

的かつ現実的な制度の構築が必要である」と

断言した。また、「欧州委員会の提案を徹底的

に検証しなければならない。本指令の適用方

法をめぐりかなりの意見の相違がある。産業

界への影響評価もすでに夥しい数に上ってい

る。オランダは、かかる調査の結果を編集・

要約するべく、2004年 10月にワークショッ
プを開催する。極めて複雑な案件であるが、

我々はこれを一歩一歩進めていくつもりであ

る」と強調した。 

7. 欧州委員会、REACH に関する新たな  
影響調査を開始 

欧州委員会は、EU化学政策案が産業界に与え
ると思われる影響について評価するために、

包装材、金属および無機化学の会社に重点を

置く新たなイニシアティブを開始すると、企

業総局の職員 P. Hennessy 氏が明らかにした。 

同氏は、議会の産業委員会に、欧州委員会は

特定分野の企業とのインタビューを開始する

と伝えた。いずれも工程中で化学物質を使用

し、REACH制度を遵守しなければならない企
業である。 

欧州委員会は、2003 年 10 月の REACH 規則
案に付随する総合的影響評価に加え、同政策

案が技術革新、川下ユーザーおよび新規加盟

10 ヵ国に及ぼす影響を判断するために策定
中の、さらに詳しい特定影響調査の監督に多

忙を極めている。REACH 制度を試す目的の
「パイロット・プロジェクト」もすでに数多

く始動している。 

同氏は、産業界の意見に基づき、「我々は新し

い方法で新しい調査を［実施］している」と

述べている。 

このインタビューを含む新たな調査の目的は、

「［産業界が予想するような］劇的な影響が本

当なのかを確かめること」であり、また、同

制度による影響によりまだ表面化していない

ものがあるかどうかを調べることであった。 

同氏は、この調査は「年末近くには」完了す

るとの見通しを示している。また、MEPs に
対し、ハイレベルグループには議会も関与さ

せると保証した。 
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また、同氏は、欧州委員会はさらに REACH
が繊維会社に及ぼす影響に関して「独立機関

による」調査も命じたという。同氏が認めて

いるように、この業界は主として中小企業に

よって成り立っているため、特に「圧力を受

けている」業界である。繊維会社は低価格国

からの輸入品との激しい競争に晒されている

ことも周知の事実であり、しかもその多くが

規制の緩い国である。 

同氏は、この影響調査について、「ステークホ

ルダーとの合意によって取組むことにした」

と述べている。 

また、「技術革新、中小企業、機密性に関して、

REACH の均衡性に変化を及ぼさない名案が
あるならば」建設的な修正案を提示してほし

いと、欧州委員会としての要求を繰り返し述

べた。 

8. オランダ、REACＨが及ぼす影響に関す
る統括的報告書作成を目的とする会議

を計画 

Van Geel 環境国務大臣が明らかにしたとこ
ろによると、現在議長国を務めるオランダは、

加盟国およびステークホルダーが委員会の化

学物質政策案に関して実施した各種影響評価

を一つにまとめる計画であるという。 

同大臣は、議会の環境委員会で、経済、健康

および環境に及ぼす影響を一つの報告書に集

約できるよう、「我々は各種影響評価の結果

をまとめたい」と発言した。但し、「容易なこ

とではない」と同大臣は付言している。まず、

2004年 10月下旬に、全ての評価結果を判断
するためステークホルダー会議を開催すると

いう。 

REACH 規制案がもたらすと思われる費用お
よび／あるいは恩恵を判断しようとする夥し

い数の調査が、2003年 10月の同案の公表前
後から次々と発表されている。 

委員会の他に、化学産業界、WWFなどの NGO、
加盟国も独自の影響調査を発表している。 

最近の調査には、ドイツ環境省および環境庁

のためにオコポール・フラウンホッファー

（Ökopol and Fraunhofer）研究所ネットワー
クが実施した調査や、議会のためにドイツの

コンサルタント会社 ADL が実施した調査が
含まれる。 

同大臣は、オランダが計画する共通の影響報

告書の作成により、中小企業にとって重いと

予想されているコスト負担および管理負担を

軽減するために何が可能かを判断する上で役

立つと考えている。 

「我々はコストを懸念しているが、そこから

先に進めていかなければならない。大企業に

は余り問題はないであろうが、中小企業には

近い将来において解決しなければならない

［課題が］ある。それを問題として、我々は

解決策を模索しなければならない。」 

これに対して、議会で REACH 案の報告者を
務める予定のイタリア出身の社会党派 MEP
の G.Sacconi 氏は、次のような発言をしてい
る。同制度案は「改善されるかもしれないが、

私は影響調査の問題ではないと思う。むしろ

管理可能かどうかの問題である。」 

委員会は、2004年 10月に発表した総体的費
用対効果分析に加えて、同制度案が技術革新、

中小企業および 2004 年 5 月 1 日に新規 EU
加盟 10 ヵ国に及ぼす影響を判断するべく調
査を開始した。 

MEPs の中には、かかる分析の結果は今年後
半には明らかになる見込みであるが、これが

現在の REACH 案の修正に使われるのだとし
たら、議会の現在の取組みは見当違いか、最

悪の場合は無駄に終わる可能性があると指摘

する向きもある。 

しかし、オランダのある職員は、環境委員会

の会合の後に報道陣に対して、欧州委員会が

現在進めている評価について、「その重大性

に関する誤解が多い」と述べている。 
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また、加盟国が委託した影響評価の方が化学

物質政策の将来の在り方に関して「より重要

な意味をもつ」と述べている。 

これとは別に、最近、企業総局のある職員が

明らかにしたところによると、欧州委員会は、

包装材、金属および無機分野の企業への影響

を判断するためにインタビューを開始する予

定であるという。REACH制度を試す目的のパ
イロット・プロジェクトもすでにいくつか始

まっている。 

9. 新環境担当委員、REACH 導入目標年度
2006年に変更なしと発言 

議会の公聴会と決議を待ち、2004 年 11 月 1
日に環境担当委員を引き継ぐ予定のディマス

氏には、将来の EU 化学物質規制制度の導入
目標年度である 2006 年を変更する意向はな
い2。 

同氏は、議会の環境・公衆衛生および食品安

全性委員会が 2004年 9月 29日の指名承認公
聴会用に作成した質問に対する書面回答の中

で、2006 年春を目標として、REACH 規則案
を実施できるよう期待していると述べている。 

しかし、同氏はまた、たとえ 2006 年の目標
年度に間に合わなくなるとしても、優れた制

度を導入することが一番大切であると主張し

ている。「できる限り早急に新制度を確立す

ることは、とりわけ EU 産業界に対して法的
確実性を示すという意味でも重要であるが、

さらに重要なのは、同制度を当初から適切に

機能させることである」と記している。 

同氏は、REACHのように重要な提案は共同決
定手続きの過程－－理事会と議会が提案に関

して同等の発言権を有するという EU の立法
プロセス－－において十分な議論を必要とす

ると、強く主張している。 

                                            
2 新環境担当委員の一般および特別質問に対する回答は
以下のサイトを参照のこと。 
http://www.europarl.eu.int/hearings/commission/ 
 2004_comm/questionnaires_en.htm 

また、疑念を抱くことなく、「現行の規制制度

を改革する必要がある。近代的かつ機能的な

規制の枠組みを採択し、適切に施行すること

により、持続可能な開発に重大な貢献ができ

るので、これは自分にとって優先順位の高い

案件となる」と述べている。 

しかしながら、同氏は、優先課題に関する以

前の質問に回答する際には REACH に触れる
ことを避け、代わりに「今後 5年間の環境政
策に関する重要案件は、EUと世界が直面する
長期的な主要課題に取組む方法を見いだすこ

とである」と論じている。即ち、気候変動対

策、生物多様性の保護、人の健康に有害な影

響を及ぼし、特に問題の緊急性が高い都市部

における環境要因への対処およびより一層持

続可能な生産と消費の様式の発見などである。 

また、同氏は、さらに進展が必要な分野およ

び環境統合原則の実践に関する質問に、「他

の政策分野と切り離して環境保護を実現する

ことはできない」という理由から、他の EU
政策および活動に環境を統合していくことが

重要であると、回答している。 

ギリシャ出身、63 歳の同氏は、2010 年まで
に EU は世界で最も競争力の高い知識重視型
経済を実現するというリスボン目標を達成す

る上でも環境統合は重要であり、「成長およ

び競争力が環境保護と矛盾することはない。

最大の課題は、各種政策の統合を実現し、EU
が直面する問題に対して双方が得をする解決

策を見いだすことである。と述べている。 

また、農業および漁業分野はすでに環境統合

の恩恵を受けてはいるが、「我々はエネル

ギー、輸送、工業および対外政策などの分野

に見られる懸念すべき動きに対処しなければ

ならない」と述べている。 

さらに、EUが政策統合に関する成果を上げる
ために重視すべき 5つの点と自分自身の優先
課題について次のように述べている。 
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－ 断固たる執行と、加盟国との新たなパート
ナーシップの構築により、現行法の実施状

況を改善すること 

－ 環境政策の恩恵が加盟全 25 ヵ国とその国
民にあまねく行き渡るように、EU 拡大に
相応しい政策を策定すること 

－ EU 政策の経済的かつ科学的基盤の強化、
環境技術の利用促進、公共調達および共同

体基金の「グリーン化」により、環境保護

と競争力の連携を強化すること 

－ 気候変動、生物多様性および水資源などの
主要分野における EUの国際的活動を確立
すること 

－ 一般市民に対する明確かつ簡潔な情報の
提供および政策立案過程へのステークホ

ルダーの参加により、EU 環境政策に対す
る一般市民の意識ならびに支援を強化す

ること 

質問項目の中に、法的拘束力を有する手段に

代わる方法に関する同氏の見解を問う項目が

あった。通常は欧州委員会との業界の自主協

定を意味する。同氏の回答には何ら意外性は

なかった。「達成すべき目標に関連して最も

適切な手段と思われる場合には、法律に定め

られた手段以外でも選択的に使用することは

可能である」 

同氏は、共同体レベルの環境協定に関する委

員会の 2002 年通達に触れている。同文書で
は、自主協定が有効と思われる分野として、

包括的製品政策（IPP）、廃棄物管理および気
候変動を確認している。「このリストが必ず

しも全てを網羅しているわけではないが、私

には今も妥当な内容だと思われる。」 

同氏は、リスボン戦略の環境の柱を、経済の

柱および社会の柱と同じように扱うために尽

力するとの意志を示している。「リスボン戦

略は経済、社会および環境を再生させるため

の均衡の取れた戦略でなければならない。経

済成長あるいは高い環境基準のいずれかを選

択しなければならないのではなく、いずれも

達成することができ、また達成しなければな

らないのである。」 

同氏は、2004年 8月に同氏自身が切り出した
話題に触れ、環境要件の遵守は、経済的コス

トという観点からだけではなく、利点もある

はずとの観点からも見るべきであると強調し

た。「環境の改善は経済成長と競争力を刺激

する可能性がある。資源に対する圧力とエネ

ルギー価格が高騰する現在の国際的環境の中

では、特に資源効率、廃棄物削減およびエネ

ルギー効率などの分野について言えることで

ある。」 

「環境産業分野は急成長分野であり、その市

場は世界的に拡大している。すでに航空宇宙

および医薬品分野と同じくらいの規模を有し、

EUでは 200万人以上の雇用を創出している。
投資のグリーン化および公共調達の利用に

よってこれをさらに促進し、環境技術革新お

よび環境技術市場を創出することが可能であ

る。」 

その後、同氏は、EUには経済成長と生活の質
の向上を求める市民の欲求とを均衡の取れた

手法が必要であると述べている。「例えば、環

境および競争力は、廃棄物削減や資源効率な

どの場合には連動する可能性がある。環境パ

フォーマンスが改善されれば競争力が高まる

が、環境パフォーマンスが貧困であれば経済

が負担するコストが生じ、そのコストは将来

的に増えていくことになる。」 

これは、欧州だけでは成功しないと同氏が述

べた EU の持続可能な開発戦略に関する質問
に同氏が答えたものである。同氏は、「我々は

多国間でグローバルな課題に対処する必要が

ある」と述べ、さらに EU は「持続可能なグ
ローバル化を実現し、環境ガバナンスを強化

し、国際機関の効率を高める方法を見いだす

必要がある」と付言している。 

同氏は、24人の次期委員全員に送付された別
の一般的アンケートに答え、EUはリスボン戦
略の三本柱の均衡を現状通り維持しなければ
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ならないと主張している。また、「私は、経済

的、社会的および環境的側面との間に必要と

される均衡に疑問を差し挟むことなく、成長

と雇用に重点を置くことが可能であり、また

そうでなければならないと確信している」と

回答している。「我々は、最も競争力が高く、

ダイナミックな知識重視型経済を目指すだけ

ではなく、持続可能な成長を実現できる経済

を目指し、より良い雇用をさらに創出し、社

会的団結と健全な環境を生み出さなければな

らない。」 

また、気候変動対策には国際的行動も必要で

ある。これは同氏の 5年間の任期中における
優先課題の一つである。「今世紀において

我々が直面しなければならない最大かつ最重

要な課題の一つである。」 

加盟国が京都議定書に定めた目標の達成を公

約していることから、同氏は、「進展の見られ

る箇所および遅れの生じている箇所を誰にで

も分かるようにするため」に、今後 EU はモ
ニタリングと報告に重点を置く必要があると

論じている。また、2005年 1月 1日に EUETS
を順調に開始させることが不可欠であるとの

見解を示している。 

10. 加盟国、ニッカド電池の部分的禁止を 
検討 

完全禁止措置を要求する議会と、全面的規制

反対を主張する委員会との中間を取り、2004
年 12 月の環境閣僚理事会では、ニッカド
（NiCd）および他の重金属を含有する電池の
部分的禁止措置が折衷案として浮上する可能

性がある。 

委員会は、1991年の電池および蓄電池に関す
る指令 91/157/ECを修正する 2003年 11月案
に定められた循環型システムは、重金属のカ

ドミウム、鉛および水銀を不必要に規制する

ものであると主張する。委員会は、2004年 4
月に議会本会議が完全禁止措置を決議して以

来、修正案を出していないばかりか、わずか

数日後には重金属規制を拒否する声明を発表

している。 

委員会が禁止措置に関するその立場に固執し

ているため、理事会がそのような委員会を退

け規制を導入することができるとしたら、加

盟 25 ヵ国全ての合意を取付ける以外に方法
はない。いかなる提案であれ全員一致を得る

のは難しいことであろうが、まして今回のよ

うに禁止措置を支持する加盟国とこれを拒否

する加盟国、さらには中間的な立場をとる加

盟国が存在するような異論の多い案件ではな

おさらである。 

しかしながら、現在オランダが議長国を務め

る理事会が推し進めようとしている打開策に

は、特定の電池だけを対象とする部分的禁止

措置が含まれるようである。議長国筋は、ど

の製品が検討対象となるのか特定しようとは

ないが、カドミウム代替物質が容易に入手で

きる電池が規制対象に含まれる確率が高い。 

理事会で決着を見るのはまだ先のことである。

北欧諸国は、議会のように、完全禁止を求め

ている。オーストリアおよびベルギーも同様

であるが、英国は委員会を支持して規制に反

対している。ドイツは中道派の国で、完全禁

止措置は 2010 年の指令見直しまで先延ばし
にし、当面は特定製品に対する部分的禁止措

置を支持している。 

これまで委員会はその立場を堅持してきたが、

理事会は規制のない指令を受け入れるより指

令の採択を拒否するであろうという暗黙の脅

威が存在する。議長国筋によると、加盟国は、

ディマス氏が 2004年 11月 1日に環境委員を
引き継いだ後に委員会の姿勢を変えさせるか

どうかにも注目しているという。 

部分的禁止措置という折衷案も議会の支持を

必要とするが、MEPsは 2004年 6月の選挙以
降キリスト教民主党が多数派を占めているの

で、第一読会の時の包括的禁止措置要求を軟

化させる案に耳を傾ける可能性が高い。 

議会は、第一読会で、5 ppm を超える水銀、
40 ppmを超える鉛および／あるいは 20 ppm
を超えるカドミウムを含有する電池を禁止す
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るという修正案を採択した。しかし、当時で

も、この修正案には一連の暫定的免除措置が

付属書に含まれていたので、両機関の間には

調整の余地があるといえる。 

カドミウムその他の重金属の規制は 2004 年
12 月の理事会の取り決めにとって大きな潜
在的障害であるが、欧州委員会の年間 1人当
たり 160ｇという携帯型電池回収目標（委員
会）案をめぐる意見の相違もある。電池業界

はすでにこの目標は現実的ではないと警告を

発しており、加盟国も大半が賛成のようであ

る。 

議長国筋は、これだけの量の電池を市販して

もいない国にとって不当な目標であると指摘

する。「従って、我々はもっと洗練された解決

策を検討している。」同案を扱う理事会作業部

会が検討した代替案には、過去数年間の売上

率または平均売上に基づく目標が含まれてい

る。情報筋によると、作業部会は「より公平

かつ実現可能な」目標を求めているという。 

この回収率は議会との争点になる可能性があ

る。議会は、4 月に、提案より厳しい制限に
賛成する決議をしている。オランダ出身のラ

ポーター（起草者）H. Blokland議員は年間売
上の 40%相当にすぎないと述べている。議会
は、2年前の年間売上の 50%に基づく目標に
賛成する決議している。当時、同議員は、年

間 1人当あたり約 200ｇに相当すると述べて
いる。 

欧州委員会も第一読会の決議に関する 2004
年 4 月 24 日の声明でこの厳しい目標を拒絶
している。 

理事会作業部会は、提案そのものだけではな

く、将来的指令がもたらす潜在的影響に関す

る拡大影響評価についても検討している。議

長国筋によると、かかる報告が一部の加盟国

に部分的禁止措置を受け入れさせる上で役

立ったという。 

また、同情報筋によると、オランダは「もし

可能であれば」2004 年 12 月 20 日の環境閣

僚理事会では政治的合意を望んでいるが、

「若干の問題」が存在するので、「政治的合意

に達しなかったとしても大きく失望すること

はない」と認めている。 

11. 小型ガソリンエンジン指令の施行 

2004年 7月 30日、委員会は加盟国に通知を
送付し、指令 2002/88/EC に関する第一措置
が 2004 年 8 月 1 日から施行されること、ま
た加盟国は同措置の実施に必要な手段を講じ

なければならないことに注意を促した。同指

令は、構内用内燃機関から排出されるガスお

よび粒子状汚染物質（一酸化炭素、炭化水素、

二酸化窒素）に排出制限を設けるものである。

同指令が定める基準は 7種類の機械について、
操縦できるタイプであるかにかかわらず、以

下に示すエンジンの大きさに従って異なる。 

－ 2004年 8月 1以降、エンジンクラス SN:1
と SN:2 

－ 2006年 8月 1日以降、エンジンクラス
SN:4 

－ 2007年 8月 1日以降、エンジンクラス
SH:1、SH:2と SH:3 

－ 2008年 8月 1日以降、エンジンクラス
SH:3 

 
加盟国は、同指令の第 2条に基づき、遅くと
も 2004年 8月 11日までに同指令を遵守する
ための法律、規則および行政規定を施行させ

なければならない。一方、委員会は、議会お

よび理事会に報告書を提出し、該当する場合

には、特に 2ストロークタイプの小型火花点
火機関、RV車－－現在は対象外のスノーモー
ビルやゴーカートなども含む－－から排出さ

れる粒子、18 ㎾未満の小型圧縮型エンジンか

ら排出される排ガスおよび粒子、圧縮点火機

関から排出される粒子の排出削減の潜在コス

ト、効果および実現可能性に関する提案を提

出しなければならない。 
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12. 欧州委員会、持続可能な開発戦略に関す
る協議を開始 

委員会は、2004 年 7 月 30 日、EU の持続可
能な開発戦略に関する 12 週間におよぶ協議
を開始し、一般市民、ステークホルダーおよ

びこの分野の専門家に対して、2004年 10月
31日までに意見を提出するよう求めた。その
結果は、2001 年の戦略策定以来の見直しと、
長期的持続可能な開発の達成には何が必要か

を示すロードマップに反映される。 

2001 年に採択された持続可能な開発戦略で
は、経済成長、環境の質および社会的一体性

の整合性が図られなければならないと定めて

いる。また、欧州市民に苛酷なあるいは潜在

的に取り返しの付かない脅威を及ぼす 6種類
の動向を指摘している。それは気候変動、公

衆衛生、貧困と社会的疎外、高齢化社会、天

然資源の管理およびモビリティーと輸送であ

る。かかる課題のそれぞれについて目標と政

策が定められている。また、同戦略は、異な

る分野の政策でも全体として一貫性のある機

能を果たすような立案が望ましいとして、政

策立案方法の改善を試みようとしている。 

見直しは、委員会の各任期の最初に実施され

なければならない。今回の見直しでは、2001
年以降の進捗について検証が行われ、長期的

持続可能な開発の達成に何が必要かについて

計画が立てられる。公開協議には二つの形式

がある。まず、同戦略に関する一般的な質問

に「該当項目をチェックする方式」で回答す

る短いオンライン・アンケート調査は、持続

可能な開発に関心のある人なら誰でも対象と

なる。一方、より長く詳細な協議文書および

同戦略の各部分について詳しく質問するアン

ケートは、ステークホルダーと専門家が対象

となり、詳しい回答ができるようになってい

る。 

13. 加盟各国、まもなく F ガスに関する   
「複雑な」協定に合意 

フッ素系 GHG、即ち Fガスの使用を規制する
EU規則案に関して、「複雑な」折衷案により

理事会の合意も間近との見通しが、オランダ

のスポークスマンにより示唆された。 
 
同国はすでに 2004 年 7 月の段階で、理事会
は 2004年 10月のいわゆる特定 Fガス規制案
に関する暫定的な合意に達するであろうとの

楽観的見通しを発表していた。加盟各国が同

案を個別部分に分けることにより法的根拠を

めぐる議論を解決するとの提案を歓迎してい

たからである。 

しかしながら、加盟国は、自動車のエアコン

に使用される Fガスに関する部分だけは、全
ての国が同様に要求事項を適用しなければな

らないとして、法的根拠を変えずに欧州共同

体設立条約第 95 条（域内市場の確立）のま
まとすることに合意するようであるが、規制

案の残り部分の扱いをめぐり交渉はもめてい

るようであった。 

同スポークスマンその膠着状態も「複雑な」

解決策によってまもなく決着しそうである。

それによると、その他の規定、即ち冷蔵庫、

他の空調、各種工業用途および消費製品に使

用される Fガスに関する規定は、その後、別
の法的根拠に基づき分離されることになると、

同スポークスマンは述べている。 

従って、一部の条項は域内市場に関する措置

として留まるが、その他は環境法になり、加

盟各国が個別に国家レベルで厳しい法律を策

定および導入することも可能となる。内部情

報筋によると、2004年 7月にはオーストリア、
デンマークおよびスウェーデンが、この選択

肢を支持していたという。 

「著しい進展が、まだ、完全に解決したわけ

ではない。単純に白黒つけるという解決策で

はない。複雑な解決策である。」これにより

別々の条項が一つの法的根拠に基づきまとめ

られた。「しかし、機能しそうである」とし、

「ブラッセルらしい折衷案である」と、同ス

ポークスマンは述べている。 
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加盟国の代表は、最終的な意見の相違を調整

するために、2004 年 10 月 14 日にルクセン
ブルグで開催される環境閣僚理事会までに 2
回会合を持つ予定である。 

同スポークスマンによると「さらに会合が必

要となるかもしれない」という。「関係企業か

らの外部圧力が強い。」 

ハイドロフルオロカーボン（HCFs）メーカー
など、この将来的指令の影響を受ける業界は、

共同体全域で同一規則が企業に適用されるよ

うに、域内市場の確立に関する法を根拠とす

るよう強く働きかけている。フランス、ドイ

ツおよびイタリアには対処すべき重要な自動

車産業が存在するので、加盟国が合意してい

ると思われる自動車用エアコンに使用される

F ガスに関する取り決めを最も強く支持する
勢力が含まれているはずである。 

交渉を進展させるには外部のロビー活動から

何とか「このプロセスを保護する必要がある」

と、同スポークスマンは述べている。 

 
14. 欧州委員会、ステークホルダーに IPPへ
の積極的関与を要求 

委員会は IPPへの積極的な関与を求めている。
より多くのステークホルダーが、カルフール

社チーク材チェアとノキア社携帯電話のプロ

ジェクトという 2種類の IPPプロジェクトに
参加することを希望している。 

環境総局のある職員は、「我々は IPP が実際
にどのように機能するのかを示したい。製品

が環境に及ぼす影響、さらに企業は何を改善

できるのかについて検討するつもりである。

ノキア社とカルフール社のプロジェクトに、

できるだけ多くの人に参加してもらえるよう

取組んでいる。二つのプロジェクトを実施す

る資源しかないので、欧州全域で最も幅広く

展開することができ、人々が理解できる製品

およびプロセスを含むプロジェクトを選ん

だ」と述べている。 

ステークホルダーは、2004年 9月 15日まで
に、当該製品が環境に及ぼす影響に関する情

報を委員会に送るよう求められていた。これ

には、当該分野における業界主導のイニシア

ティブに関する情報、環境影響に関する定量

的情報（例えばコスト情報）、関連するラベル

表示あるいは管理計画に関する情報も含まれ

ると思われる。 

委員会は、2004年 9月 15日以降、様々なス
テークホルダーを選び、各種製品がライフサ

イクルを通じて環境影響に関する情報を収集

する。 

消費者もこのプロジェクトの恩恵を受けると

思われる。委員会は、消費者団体の参加も求

めている。企業自ら、携帯電話やチーク材チェ

アが、試験の結果から環境により優しい製品

であるという内容の広告を出すこともできる。

一方、委員会も、エコラベル表示の効果をさ

らに高めることを目指している。 

製品の環境影響を緩和するための対策を、ス

テークホルダーに発見させるというのが目的

である。ステークホルダーは、委員会の部局

およびカルフール社あるいはノキア社との会

合に年約 7回参加することになる。サプライ
ヤー、メーカー、流通業者、消費者団体、リ

サイクル・廃棄物管理業者、非政府組織およ

び地方自治体など行政府の情報提供が特に望

ましい。 

委員会は、製品との関係、コミットメントの

程度、欧州レベルで機能できる能力（業界団

体、NGOおよび消費者団体の場合）を考慮し
て、パイロット・プロジェクトの参加者を選

ぶ。 

パイロット・プロジェクトに関する活動には

以下の 5段階がある： 

－ ライフサイクルを通じた製品の環境影響
を分析（5ヵ月） 

－ 環境影響を改善する方法を特定（3ヵ月） 

－ ステークホルダーとの協議の上、環境影響
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を緩和するための全ての選択肢について

環境、社会、経済に及ぼす潜在的影響を分

析（約 2.5ヵ月） 

－ 実施計画に関する合意および各ステーク
ホルダーの責任を特定（約 2.5ヵ月） 

－ 実施段階（1年後に進捗状況をモニター） 
 
各段階に関する報告書草稿または行動計画案

がまとめられ、意見を求めるために IPPのサ
イト上で掲載される。委員会は、進捗状況を

更新し、その内容もサイト上で公開される。 

長期的には、かかるプロジェクトの結果次第

であるが、委員会がさらに各種製品に関する

実行性を検討する可能性もある。 
 
 
◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 

 

Ⅱ. ドイツ 

1. 政府、廃電気電子機器（WEEE）法案を
発表 

内閣は、2004 年 9 月 1 日、所有者が製品を
廃棄する際の自社製品の引取りと処分を電気

電子機器（EEE）メーカーに義務づける法案
を議会に提出した。 

同法案は、メーカーに対して、同制度を一元

的に管理する本部を各自設置するよう求め、

またメーカーと EEEの種類を登録する登記所
について規定している。 

業界団体の推定では、同法を遵守するために

EEE 業界が負担するコストは 3 億 5,000 万
ユーロから 5億ユーロになるという。この法
律が成立すれば同国は EU 廃棄物法を遵守す
ることになる。 

現在、市町村および消費者が古い EEEの処分
コストを負担している。その処分のために、

2004 年まで国内の消費者は大型家庭用電気
製品につき 10ユーロから 20ユーロ、さらに
回収に 25ユーロを負担することになる。 

今回の法案は 2005年 8月 13日に施行される
ことになるが、そうなれば消費者の費用負担

はなくなる。 

トリッティン環境相は、同法により、メーカー

は製品寿命全体を通じてその製品に対する責

任を負うという原則が強化されると発言して

いる。同国は毎年、約 180万トンから 200万
トンの廃電気電子製品を発生させている。 

同法案は、廃電気電子機器（WEEE）指令
2002/96/EC と電気電子電気機器における特
定有害物質の使用を規制する（（RoHS）指令
2002/95/ECを国内法に置換える法である。こ
の 2指令は 2003年 2月 13日に発効し、加盟
国は 2004年 8月 13日までに両指令を実施す
ることになっている。 

環境省によると、同国が両指令を最初に実施

する EU 加盟国の一つになるという。政府は
2004 年末までに同法案の議会通過を予定し
ている。 

同法案によると、地方自治体が、不要な電気

製品の公共回収拠点を提供する、あるいは消

費者に負担させることなく回収することにな

る。特定の種類の EEE が一定量に達すると、
当該地域の廃棄処分担当部署が中央本部に連

絡をする。すると、そこからメーカーに連絡

を入れ、メーカーが電気製品の処分・リサイ

クルを手配するという仕組みである。 

また、同法案は RoHS指令に従い、2006年 7
月以降、均質材料の質量ベースで 0.1%を超
える鉛、水銀、六価クロム、ポリ臭化ビフェ

ニール（PBB）とポリ臭化ジフェニルエーテ
ル（PBDE）を、0.01%を超えるカドミウムを
製品に使用することを禁止している。 

電 気 ・ 電 子 機 器 工 業 連 盟 （ ZVEI: 
Zentralverband der Elektrotechnik und 
Elektronikindustrie）および IT・電気通信・
ニ ュ ー メ デ ィ ア 協 会 （ BITCOM: 
Bundesverband Informationswirtschaft, 
Telekommunikation und neue Medien.）によ
ると、2003年中頃に、100社を超える独企業
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が同法に備えるために官民パートナーシップ

を結成したという。 

両団体は共同声明を発表し、同制度を支持す

るものの、特にメーカーや販売業者がすでに

存在していない場合、10～20 年前の EEE に
対する責任を企業に求める法的根拠はないと

指摘している。 

2. ドイツ、塗料に含有される VOCを削減 

ドイツは、塗料に含有される揮発性有機化合

物（VOC）の削減を計画している。連邦政府
は 、 2004 年 8 月 に 新 た に 提 案 し た
Lösemittel-Verordnung（溶剤に関する政令）
に基づき、2010 年までに 30%の削減を目指
している。 

従来の措置により、1990 年までに VOC 排出
量はすでに半減している。VOCは、酸化窒素
および紫外線放射と相まって、呼吸器系疾患

の原因となるオゾンを地表面に発生させてい

る。今回の政令は、主として建築物および自

動車の塗装工場で使用される塗料を対象とす

るもので あり、 EU の最新 VOC 指令
（2004/42/EC）に基づくものである。また、
今後、連邦参議院の承認を必要としている。 

3. ドイツ、風力発電に続いて太陽エネル 
ギーの開発を検討 

ドイツは、風力発電とともに、他の再生可能

エネルギー源の開発にも真剣に取組んでいる。

特に、「巨大」太陽光発電施設を重視するよう

になってきており、この政治的選択は原子力

廃止決定と関連しているのであるが、最近の

原油価格高騰によりその限界を露呈している。

このような施設の一つが 2004 年 9 月 8 日に
ライプツィヒ南方に開設された。 

新設された太陽光発電施設に設置された

33,500基の光電パネルは、太陽光を電気に変
換し、最大 5 MWの電力を生産できる。これ
は 1,800世帯の電力需要をまかなうことがで
き、これまでのところ、この種の施設では最

大規模を誇る。ヘッセン（中西部）では、第

二の 5 MW規模施設の建設が今年中に完了す

るはずである。ここにはサッカー場 8施設分
の広さに匹敵する世界最大の太陽パネルが屋

上に設置される。Sarre（南西部）の 8.2 MW
規模の事業はすでに 50%稼働している。また
Bavaria（南部）には 10 MW規模の施設が計
画されている。これで設備容量は今年中に 2
倍の 300 MWに達することになり、この業界
は 10 億ユーロを超える売上を生み出し、
5,000 人の雇用を創出できるようになると、
ソ ー ラ ー 経 済 企 業 連 合 （ UVS: 
Unternehmensvereinigung Solarwirtschaft）は
述べている。同国は、この分野で世界のリー

ダーである日本をその地位から後退させる計

画である。 

しかしながら、太陽光発電が電力生産に占め

る割合は小さい。まず、規模が理由である。

最大の風力タービンの容量は 4.5 MWである。
これはライプツィヒの施設程度の規模である。

原子炉なら 1基で 1,600 MWの電力を生産で
きる。しかしながら、同国は 2020 年までに
原始力発電所を永久閉鎖する決定を下した。

それまでに電力の 20%を再生エネルギー源
から生産しなければならない。ちなみに 2004
年前半におけるその割合は 10%である。 

また、政府には、GHG排出削減という大きな
目標がある。そのために石炭火力発電を懐疑

的に見る向きがある。また、石油価格の高騰

もあり、石油への依存からの脱却を進めると

主張している。しかし、その選択には限界が

ある。「再生エネルギーを支持するのは妥当

である。しかしながら、原子力ばかりか石油

の代替も可能と考えるのは幻想というもので

ある」と、90ヵ国が加盟する世界エネルギー
会議（the World Energy Council）のドイツ代
表を務める G. Gott 氏は最近のインタビュー
で述べている。風力発電は、世界レベルでも

同国がお手本と認識されている分野であるが、

エネルギー団体からの支持はほとんど得られ

ていない。エネルギー団体は、実際のところ

電力料金の値上げを正当化するのに使われる

論理であるコストを批判している。 
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クリーンエネルギーということでは、電力会

社はガスを好む。「重要なのは、同じ投資で、

どちらの技術の方が CO2排出を最大限に削減

できるかを判断することである。例えば、太

陽エネルギーは、非常にコストの高い選択肢

である」と、同国の主要電力会社 RWE 社の
会長 H. Roels氏は述べている。同社は「将来
はもっとガス火力発電所が建設される」と予

想している。問題は、国内で使用されている

ガスの 80%が輸入されていること、設定価格
（staged price）は原油価格より 6ヵ月遅れと
なることである。石油に対する需要が世界的

に高まるにつれ、同国の原子力発電という選

択肢を捨てるという決定による負担リスクが

高まる。それでも、同国の多数派は、そのコ

ストを負担する覚悟がしっかりとできている

ようである。週刊誌 Wirtschaftswocheが実施
した世論調査によると、電力価格が下がる可

能性があるとしても、国民の 58%は原子力エ
ネルギーに関する決定を撤回する考えを拒否

している。 
 
 
◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 

Ⅲ. 英国 

1. 環境・食糧・農村地域省、新廃棄物研究
戦略を公表 

2004年 9月 28日、環境・食糧・農村地域省
（DEFRA）の新廃棄物関連研究戦略－－持続
可能な廃棄物管理政策の発表－－が Waste 
2004にて明らかにされた3。 

Waste 2004 の基調講演の中で、DEFRA 主任
科学顧問の H. Dalton 教授は、この研究戦略
の出版を発表した。同戦略には、国家および

地方レベルにおいて、知識に基づく持続可能

な廃棄物管理政策の策定、実施、モニタリン

グおよび評価を図る目的がある。 

                                            
3 同戦略の文書は DEFRA出版部にて入手可能。また、オ
ンラインでダウンロードすることも可能。詳細情報は以

下のサイトを参照のこと。 
http://www.defra.gov.uk/environment/waste/wip/ 
 research/index.htm 

H. Dalton教授は次のように述べた。「この戦
略は、持続可能な廃棄物管理方法の発見を目

指す政府の長期的取組みにおける有効な一歩

である。優れた管理が行われれば、我々は国

家資源の生産性の向上および環境の浄化の改

善を実現できる。かかる目標を達成するため

に、我々は確固たる根拠を必要とする。そう

いう意味で、この廃棄物研究戦略は、戦略的

絞込みと研究成果の普及という計画を備えて

おり、この目標の達成に寄与するはずであ

る。」 

同戦略は、特に、横断的問題に関する研究の

奨励に重点を置く一方、8 つの主要テーマに
基づいて構成されている。持続可能な資源消

費と管理、資源回復の制度、残留廃棄物管理、

市場形成と介入、社会的側面、環境と健康（リ

スク評価と影響管理）、経済性および意思決定

手段である。 

同戦略はまた、優先課題を評価し、早期に実

行すべき活動について予算計画を立てている。

早期プロジェクトの一つは、研究活動の連携

を目的とし、廃棄物研究者のために研究成果

の電子ライブラリーおよびオンライン情報源

を設置する。これにより、ゴミ埋立て税控除

計画（Landfill Tax Credit Scheme）の下に実
施された、この分野の先行研究を生かすこと

ができる。 

DEFRAが資金提供する研究に関する 3ヵ年戦
略により、年間約 500万ポンド（726万ユー
ロ）の予算が確保される。これは、まず DEFRA
廃棄物実施計画（WIP：Waste Implementation 
Programme）を通じて提供される。初回の募
集は 2004年 11月になる見込みである。 

2. 大規模キャンペーン、一般家庭のリサイ
クルを推進 

E. Morley環境相は、2004年 9月 27日、DEFRA
の支援を受け、廃棄物資源行動計画（WRAP：
Waste Resources Action Programme）に基づ
き、同日より巨額を投じて展開されるリサイ

クル・キャンペーンに対する支持を表明し、



欧州環境規制動向 ～在ブラッセル弁護士モニタリング情報 [35] 

JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 46

今後さらにリサイクルを活発化させるように

一般家庭および企業に強く呼びかけた。 

この新規キャンペーン－Recycle Now－は、
イングランドのリサイクルキャンペーンとし

ては過去最大規模のものとり、キャンペーン

の皮切りに、1,000万ポンド（1,453万ユーロ）
規模のマルチメディア広告キャンペーンが展

開される。DEFRA は 3,000 万ポンド（4,360
万ユーロ以上）以上の宣伝費用を提供してい

る。 

過去 4回オリンピック・チャンピオンとなっ
た M. Pinset氏がキャンペーンの先頭に立ち、
人気コメディアン俳優の E. Izzard氏が TVコ
マーシャルのナレーター役を務める。金属製

の缶、ガラス瓶や紙がリサイクルされ日用品

に姿を変える様子を描いた CM となる。一般
の人々に分かり易く行動を呼びかけるために、

リサイクルを象徴する斬新なシンボルマーク

も発表された。 

同相は、新規キャンペーンについて、「これは

素晴らしいキャンペーンである。この国のリ

サイクルに対する取組みをレベルアップさせ

るのに役立つ」と述べている。 

「リサイクルは以前に比べ実行しやすくなっ

てきているし、常に改善されている。誰でも

いつでも環境に良いことができる一つの方法

である。5 年前の路上回収計画の対象は、一
般家庭のわずか 40%にすぎなかった。現在は
3分の 2が路上回収計画の対象となっており、
地域のスーパーマーケットの他にも自宅近く

の便利な場所への「持ち込み型」の回収拠点

ネットワークが拡大しつつある。」 

「我々は廃棄物発生量を減らす必要がある。

廃棄物はゴミという考え方を捨てる時が来て

いる。我々が生み出す廃棄物の多くを再利用

やリサイクルすることで、問題も資産に変え

ることができるのである。」 

リサイクルによって環境を保全する方法はい

ろいろある。我々が排出するメタン－CO2 の

21 倍も強力な主要 GHG－の総量の 4 分の 1

は、ゴミ埋立地で発生している。ゴミ埋立地

への依存を減らしリサイクルを増やすことは、

将来の世代のために資源を保全し、環境影響

を軽減することになる。例えば、1 トンのガ
ラスをリサイクルすると、1 トン以上の原材
料を節約できる。即ち、採石量が減り、田園

への被害が少なくなり、汚染が緩和され、地

球温暖化が軽減され、エネルギー節約量が増

えるということである。」 

2004 年 8 月に同相が発表した新しい統計に
よると、一般家庭のリサイクルとコンポス

ティングが 2年前に過去最大の 14.5%にまで
達したという。一般家庭ゴミの 17%をリサイ
クルするというイングランドの目標は達成で

きそうである。このような国家目標が達成さ

れるのは初めてのことである。しかしながら、

2005－2006 年度までには一般家庭ゴミの 4
分の 1をコンポスト化またはリサイクルする
という目標があり、前途には多難な課題が控

えている。 

同相はさらに、「私は、この素晴らしい新規

キャンペーンを強く支持する。これは、一般

市民のリサイクルに対する意識を高めるのに

役立つ。リサイクル制度に参加することによ

り、誰もが廃棄物の減量、廃棄物管理費用の

削減、そして環境の恩恵を万人に保証するこ

とに役立てるのである」と述べている。 

3. 化学物質報告書に対する政府の回答 

政府は、2004 年 8 月 16 日、第 24 次王立環
境汚染委員会報告書「製品に含まれる化学物

質、環境保護と人間の健康」に対する回答を

公表した4。 

同報告書は 2003 年 6 月に議会に提出された
が、懸念される化学物質に関する幅広い活動

に関して 54項目の勧告をしている。 

政府は委員会の報告内容を概ね歓迎している。

また、製品に含まれる化学物質に関する調査

                                            
4 政府回答の全文は以下のサイトを参照のこと。 

http://www.defra.gov.uk/environment/chemicals/ 
 index.htm 
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結果は、英国が EUの REACH制度に対応する
ために、すでに業界と協力して進めている大

がかりな作業にも貢献するものであるとして

いる。 

政府の回答に言及し、農村地域および地方環

境の質担当のマイケル（A. Michael）大臣は
次のように述べている。「政府は、多くの分野

における我々の構想に王立委員会が示唆を与

えてくれたことを評価している。我々は、今

後も欧州のパートナーおよび英国のステーク

ホルダーと協力し、REACHを確実に効果的か
つ管理可能な制度にしていきたいと切望して

いる我々はまた、現在の化学物質のリスクを

管理するため、今日英国の産業界と協力する

ことが、明日には REACH 制度に対する備え
に繋がることを理解している。「製品に含ま

れる化学物質」に関する報告書は、この二つ

の目標を達成する上で重要な示唆を与えてく

れたといえる。」 

4. 英国産業界の 2002年環境保護支出 

英国産業界の環境保護費用に関する調査報告

書が 2004年 8月 19日に発表された5。 

同報告書は 2002 年を対象とし、同国におけ
る採取産業、製造産業およびエネルギー供給

産業の支出を記録したものであり、種類、目

的ならびに産業別の分析を加えている。 

主な結果を以下に示す。 

－ 2002 年の英国産業の環境保護支出の総額
は推定 26億ポンド（37億 8千ユーロ）に
達した 

－ これは当該産業の総売上 0.4%に相当し、
平均で業界の従業員 1 人当たり 700 ポン
ド（1,017.44ユーロ）となる 

－ 第 1 に支出の多い産業は食品、飲料およ
びタバコ業界（4億 9,500万ポンド、7億
1,948 万ユーロ）、電力業界（4 億 2,900
万ポンド、6 億 2,355 万ユーロ）、および

                                            
5 詳細は以下の DEFRAのサイトを参照すること。 

http://www.defra.gov.uk/environment/statistics/ 
 envsurvey/index.htm 

化学薬品および化成品業界（4億 1,000万
ポンド、5億 9,593万ユーロ）であった 

－ 環境保護支出の総額のうち、経常支出は
81%であり、残りは資本支出であった 

－ 総額の約 35%は固形廃棄物に支出され、
さらに 30%が排水、残りの 35%が大気、
土壌／地下水、騒音および自然保護に使用

された 

－ この支出を相殺する副産物の販売収入は
推定 2億 3,000万ポンド（3億 3,430万ユー
ロ）、当該年度に実施された環境保護対策

によるコスト削減額は推定 3億ポンド（4
億 3,605万ユーロ）であった 

 
 
◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 

 

Ⅳ. フランス 

1. 外務大臣、国連環境庁の創設を提言 

バルニエ（M. Barnier）外相は、2004年 9月
23日、国連で発言し、国連環境庁の創設を求
めた。これは 26 ヵ国の外務閣僚による作業
部会の初会合の場でのことである。同大臣は、

現在進められている国連環境計画（UNEP）の
強化は重要だが、「将来、我々はさらに取組み

が必要になると思う」と述べた。また、この

作業部会は、現行制度の細分化された性格を

認識していると述べ、その原因は 500以上も
ある多数の多国間協定、科学的専門知識およ

び早期警戒制度の不備にあるという。例えば、

UNEPには、WHOのような機関に匹敵する能
力はないとしている。 

長期的には、国連環境庁に環境に及ぼす主要

な被害を判断および防止できる監視者と専門

家の世界的ネットワークを構築させるべきで

ある。同国の某外交官は、現在このような組

織が存在しないと述べている。 

同大臣は、この作業部会は途上国の具体的

ニーズを認識していると論じている。途上国

は環境上の損害や、多種多様な財政的支援を
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有することに伴う不利益を最も受けやすい状

況にある。同大臣は、報告内容については収

束性があっても解決策については合意に至ら

ないことを認め、さらに実務的な段階に進め、

具体的な対応を論ずることを提案した。また、

「我々は、来年度に迫る様々な重要な期限を

有効に生かして議論を先に進める必要があ

る」と、国連改革方法および 2005 年ミレニ
アム開発目標に関するサミットに言及した。 
 
 
◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 

 

Ⅴ. オランダ 

1. 有害廃棄物減量により遠心ドラム型  
焼却施設を閉鎖 

オランダの廃棄物処理・リサイクル業者 AVR
社と住宅・国土計画・環境省（VROM）は、
2005年から、同国では有害廃棄物を遠心ドラ
ム型焼却炉（centrifugal drum ovens）で焼却
することを禁止すると決定した。同決定は、

焼却を必要とする有害廃棄物の量が著しく減

少した結果である。 

AVR社は、他の有害廃棄物処理方法および関
連する一連の完全サービスは継続する。1984
年、VROM と AVR 社は合弁会社 AVR-Chemie
を設立した。その中核事業は有害廃棄物の保

管 と 処 理 で あ る 。 こ の 目 的 の た め、

AVR-Chemie 社は、溶出性の高い有害廃棄物
を保管するための廃棄施設一箇所と、遠心ド

ラム型焼却炉 1基を所有している（2004年中
頃までは、この種の炉を 2基所有）。 

AVR-Chemie 社は、元々、経済成長、環境意
識の高揚および廃棄物処理方法に関する監視

の向上の結果、処理すべき有害廃棄物の量が

ますます増えていた。1990 年代の中頃には、
廃棄物量が減少し始めた。より環境に優しい

生産技術への投資および他のより環境に優し

い原料や補助材料の使用により、この種の廃

棄物の発生が減少していったのである。さら

に、廃棄物政策や規制の立案方法により、リ

サイクルの形態をとる代替処理の可能性や、

例えばセメント炉に高熱を生じる廃棄物資源

を燃料として使用することに繋がった。これ

により設備過剰となり、遠心ドラム型焼却炉

による廃棄物処理に対するコスト圧力が高

まってきた。 

2002年には、この運転経費の上昇に伴う収入
の激減により、遠心ドラム型焼却炉の運転を

中止するという危機に陥った。それを防止す

るため、AVR社と VROMは 2年前に契約を結
び、AVR社は遠心ドラム型焼却炉で特定の有
害廃棄物質を合理的かつ非差別的な料金で処

理することを約束した。この契約に基づき、

VROMは、1～2年間の予想損失を事前融資す
る義務を負う。 

この契約が 2002 年に締結されて以来、損失
は悪化し、そのために AVR社と VROMは遠心
ドラム型焼却炉の運転を継続する十分な正当

性があるか否かを調査する決定を下した。廃

棄物管理協会（Afvaloverleg Orgaan）は、廃
棄物量の動向を判断し、近隣諸国の状況を調

査した。その結果、遠心ドラム型焼却炉で処

理することになる有害廃棄物量は今後何年間

も減少していくとの結論を得た。同調査では、

オランダと国境を有する国々には、同国の廃

棄物を処理できるだけの遠心ドラム型焼却炉

が十分に存在することも分かった。 

調査と、AVR社および VROMとの協議の結果、
経済的に焼却炉を運転していける見込みがな

いとの結論に達した。この結論と、近隣諸国

で利用できる処理能力とから、両者は同契約

満了前に終了させることを決定した。 

VROMは、AVR社に 2,785万ユーロの賠償金
を支払う。これは、とりわけ、遠心ドラム型

焼却炉の簿価（1,200 万ユーロ）の償却、人
員削減費（780万ユーロ）、現在発生している
間接費（580 万ユーロ）を補償するものであ
る。これらはいずれも、この合意に対する欧

州委員会の承認を得なければならない。 
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この決定により、最後の遠心ドラム型焼却炉

が 2005 年 1 月 1 日に閉鎖される。また、廃
棄物の焼却を希望する者は、国外で利用可能

な遠心ドラム型焼却炉の（相当規模の）処理

能力を利用しなければならなくなることを意

味する。AVR社は、有害廃棄物事業および関
連する一連の完全サービスを継続するので、

これに必要な準備をすることが可能である。 

Van Geel環境国務大臣は、2004年 8月 25日
に、この決定をオランダ下院に報告した。 

2. オランダの市町村および州、気候変動 
対策補助金を熱望 

オランダの 245 の市町村および 11 州が支持
する気候変動政策が強化される予定である。

州および市町村は、BANS 気候変動協定（新
様式の管理協定）の補助金制度を利用してい

る。 

補助金の申請は 2004 年 8 月 1 日が提出期限
であった。ほぼ全州と市町村の 70%から申請
があり、補助金制度は成功裏に締め切られた。

州と市町村は気候変動問題への対策に参加す 

る意欲を示した。補助金の申請総額は 3,000
万ポンドを超えた。 

かかる補助金は実施費用の半額を助成し、市

町村と州は残りの半分を自主財源でまかなわ

なければならない。即ち、今後何年間は気候

変動対策事業に 6,000万ユーロ以上の資金が
費やされるということである。具体的には、

一般家庭の省エネ対策、グリーンエネルギー

利用の奨励および公共輸送機関の改善などが

含まれると思われる。 

補助金受給資格を得るために、市町村や州は

行動計画を策定し、気候調査を実施しなけれ

ばならなかった。補助金の対象は、一層のエ

ネルギー節減および持続可能なエネルギーに

関する情報伝達、研究および特別要員コスト

などである。補助額は、住民数や、市町村ま

たは州の面積によって異なる。 

市町村、州および中央政府は、2002年に BANS
気候変動協定を締結した。この協定に基づき、

州および市町村は GHG 排出削減対策を強化
する義務を負う。そのために、VROM は総額
3,700万ユーロの予算を計上した。 

 

 

 

デンマークおよびスウェーデンに関しては、2004 年 8 月～9 月の間、関連する環境

政策の進展が見られなかった。 

 

 

 
＜本モニタリング情報は、競輪の補助金を受けて実施したものです＞ 
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はじめに 

携帯電話は、他のエレクトロニクス機器と比較して端末が小さいことから環境への影響が軽視さ

れ、結果的に、大量の古い携帯電話がリサイクルされずにそのまま一般家庭に放置されていると

いう状況が長く続いている。このような状況を打破するための連邦・州政府による法規制はなく、

またワイヤレス通信業界によるテイクバックなどのリサイクルへの取組みも限定されたもので

あった。従って、米国における携帯電話リサイクルは、主に販売店・小売店によるコンピュータ

や CRT（ブラウン管）のテイクバック活動の一部に留まっていた。 

このような中、ニューヨーク州に本拠を置く環境関連調査非営利団体 INFORMが、大量の携帯電
話が今後不要となって廃棄される危険性や、現在の携帯電話リサイクル事業が限定的であるとい

う現状、更にはリサイクル事業からの収益性などを調査した報告書「Calling All Cell Phones: 
Collection, Reuse and Recycling Programs in the US」1を 2003年 11月に発表した。この報告書で
は、携帯電話の買換え需要が急増すると共に、今後、不要となる携帯電話の数が爆発的に増加す

ることを警告しており、現在行なわれている携帯電話リサイクル事業では、これら不要となる携

帯電話全てをリサイクルするには不十分であるとみている。このことからも、携帯電話に含まれ

る有害物質による人体や環境への影響が危惧されるという。 

INFORMによる報告書の反響は大きく、その後ウォール・ストリート・ジャーナル紙やニューヨー
ク・タイムス紙といった大手一般紙も、米国の携帯電話リサイクルが遅れている現状と、有害物

質による人体や環境への危険性を相次いで取上げた。このように携帯電話リサイクルへの関心が

高くなる中、2004年 10月、カリフォルニア州が全米で初めての携帯電話リサイクル法「The Cell 

                                             
1 “Calling All Cell Phones: Collection, Reuse and Recycling Programs in the US,” INFORM, November 2003.  

http://www.informinc.org/media/Calling_Cellphones.pdf 

【今月号のまとめ】 

携帯電話は、他のエレクトロニクス機器と比較して端末自体が小さく環境への影響が軽視さ

れていたという背景から、リサイクル関連法規制がなく、リサイクルの動きも鈍かった。こ

のような中、携帯電話の買換えサイクルが急速に短縮化されたことで大量の携帯電話が不要

になり、一般家庭にそのまま大量に放置される危険性を警告した INFORMの報告書が 2003年
11月に発表された。この報告書では、①携帯電話リサイクル事業が不十分であり、ビジネス・
チャンスの潜在性が高い、②不要となった携帯電話を他国で再利用する事業の収益性の、2点
について報告している。この結果、米国では携帯電話のリサイクルへの意識が高まり、その

後，大手マスコミもこぞって携帯電話リサイクル問題を取上げた。更に、カリフォルニア州

が全米初の「携帯電話リサイクル法」を成立させるなど、携帯電話リサイクルに係る動きの

活発化が顕著となっている。今後、全米で広がると予想される規制整備も追い風となり、米

国では携帯電話リサイクル事業が発展していくと予想される。 

連載 米国における環境関連動向 
～在ワシントンコンサルタントによるモニタリング情報 [30] 
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Phone Recycling Act」を施行した。同法は、販売店を携帯電話リサイクルの主たる責任者とする
一方で、リサイクル費用はメーカーと消費者が携帯電話購入時に負担する形式をとっている。環

境保護に関する規制整備では、全米でも先進的なカリフォルニア州のこの法律は、今後、他州に

おける同様の法案内容にも大きな影響を与えると見られている。 

また、携帯電話の買換えサイクルが早まることで、まだ使用可能な携帯電話が「不要物」となっ

ている点に着眼した新たな事業も台頭している。この事業の多くが、不要となった携帯電話端末

を安値で買取り、機種の流行が米国より遅れている中南米諸国などに再販するものである。一方

で、このように中南米に再販された携帯端末は、結果的に、これらの国々で埋立て廃棄される可

能性が高いことを指摘する環境団体からは、環境問題を他国に横流ししているとの批判もある。 

Ⅰ. 携帯電話リサイクルに向けての動き 

a. 大量放置の原因：携帯電話の買替えサイクルの短縮化 

インターネットが先行した米国では、欧州や日本と比較して携帯電話の普及が遅れていた。しか

し、その米国でも爆発的な普及を見せており、その成長は今も尚続いている。例えば、ワイヤレ

ス通信業界団体最大手の CTIA の調べによると、米国における携帯電話契約台数は 1985 年の 20
万台から 2004年には 1億 7,000万台へと達し、年 14.5%以上で急増している。 

図表 1: 米国における携帯電話契約台数（1985年 6月～2004年 6月） 

出典：CTIA's Semi-annual wireless industry survey 
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同時に、携帯電話端末に「カラー画面搭載」「デジタルカメラ搭載」といった新たな機能を求める

消費者の傾向もより強くなっている。前出の INFORMによると、このような傾向から現在の携帯
電話の買い替えサイクルは急速に短くなっており、現在は約 18 ヶ月で新機種に買換えられてい
る。他の調査会社も同様のデータを報告している。例えば、IT市場調査会社のガートナー・グルー
プの調査では、3 年前の携帯電話買換えサイクルが「3 年毎に買換え」であったのに対し、現在
は「18～24ヶ月毎」にまで短縮されており、この動きは更に加速化しているという。また、金融
サービスグループのリーマン・ブラザーズによれば、2003年に販売された携帯電話のうち、既存
の契約者が古い機種と交換するために購入した新機種は 2億 7,700万台にのぼっており、従って
同数の携帯電話が不要となったことになる。リーマン・ブラザーズでは、2004年にはこのような
不要な携帯電話は 4億 2,000万台に達すると予測している。 

更に、INFORM の報告書は、連邦通信委員会（FCC）が規制を緩和し、携帯電話ユーザーがサー
ビス会社を変更しても従来の携帯電話番号をそのまま持ち続けるとした規則「Wireless Local 
Number Portability Rule」2が 2004年 11月 24日3より有効となった点も指摘し、この規制変更に

よって更に買換え需要が増大し、放置・廃棄される携帯電話が増えるとみている。INFORMでは、
この FCC の規制変更によって生み出される不要な携帯電話台数は、2004 年だけで約 5 万トンに
相当する 1 億台に上ると試算している。また、2005 年には、同様の数字は約 1 億 3,000 万台、
総重量で 65,000トンに達すると予測している。 

b. 認知度が広まりつつある携帯電話リサイクル 

米国における携帯電話リサイクルは、これまでは極めて限定的なレベルに留まっていた。例えば、

前出の INFORMの調査によると、使用済み携帯電話のうち何らかのリサイクル・プログラムで活
用された台数は全体の僅か 1%未満に過ぎないという。携帯電話には、集積回路などに微量のヒ
素、鉛、カドニウムといった有害物質が含まれている。しかし、このように大量の機器が廃棄あ

るいは一般家庭内に放置されることで、結果的に多量となる有害物質による人体や環境への影響

が懸念されている。また、一般可燃ごみとして廃棄された場合、これら有毒物質が空気中に散乱

することになる。 

2003年 11月に発表された INFORMが取上げた、不要な携帯電話がそのまま放置されていること
による危険性や携帯電話のアフター・マーケットの収益性について、その重要性に着眼した環境

団体や一般紙がこぞって携帯電話リサイクルに関する記事を掲載したことから、結果的に携帯電

話リサイクルの認知度が大きく高まったとみられる。例えば、カリフォルニア州でエレクトロニ

クス・リサイクルを実施する団体の Grass Roots Recycling Network（GRRN）4は、一般家庭に放

置されている携帯電話端末は、現在、合計で 5億台にも上るとの推計を発表している。GRRNに
よると、携帯電話端末は、コンピュータや CRTなどに比較すると機器自体が小さいため環境や人
体への影響が軽視されてきた経緯があるが、気軽に買換えることが可能なため、ユーザーは不要

となった携帯電話を引出しやクローゼット内にそのまま放置する傾向にあるという。 

                                             
2 “Wireless Local Number Portability Rule”:  

http://www.fcc.gov/cgb/NumberPortability/ 
3 INFORMは携帯電話リサイクルの現状に関する本報告書を、FCCの規制変更が有効となる 11月 24日に併せて意図的に発表
している。 

4 Grass Roots Recycling Network（GRRN）：http://www.grrn.org/ 
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一般紙では、ダラス・モーニング・ニュース紙5が、リサイクルされる携帯電話台数が少ないとい

う現状を報告する記事を 2003年 12月に掲載し、現在あるリサイクル・プログラムの概要を紹介
している。また、ロスアンゼルス・タイムス紙6も 2004年 4月の記事で、米国で不要になった携
帯電話が中国に輸出され、そのまま埋立てられる現状を報道し、同地における人体や環境への影

響に対する懸念を示している。一方で、ニューヨーク・タイムス紙（同年 4月）7とワシントンポ

スト紙（同年 6月）8は、不要となった携帯電話の米国内における再利用の状況を掲載し、新たな

ビジネス・チャンスとして取上げている。更に同年 9月のウォール・ストリート・ジャーナル紙
9には、携帯電話リサイクルに関連して、環境面への懸念や再販ビジネス動向など、包括的な纏め

記事が掲載された。 

携帯電話のリサイクルに注目が集まる中で、携帯電話リサイクル法案に腰が重かった州政府やワ

イヤレス通信業界の動きが急速に活性化しており、2005年以降は携帯電話リサイクルが大きなト
レンドになると予測できる。 

c. 携帯電話リサイクル推進の成功に向けた INFORMによる提言 

INFORMの前出の報告書「Calling All Cell Phones: Collection, Reuse, and Recycling Programs in the 
US」は、携帯電話のテイクバックや、携帯電話をそのまま他国で再利用する事業の高い収益性と
将来性をアピールし、不要になった携帯電話の廃棄・放棄を防ぐことを目的として作成された。

同報告書の著者である INFORMのモースト（Eric Most）氏は、米国の携帯電話リサイクル事情に
ついて、「米国で現在行なわれている不要となった携帯電話の回収事業は良い方向に前進している。

しかし、不要となっている大量の携帯電話の台数と比較するとまだまだ足りない」と説明してい

る。同報告書では、今後の携帯電話リサイクルの拡大を目指し、携帯電話リサイクル業者やメー

カーならびに政府機関に対し、携帯電話リサイクル事業を成功に導くための提言

（Recommendation）を挙げている。以下に、同報告書による提言を纏めた。 

図表 2: INFORMによる携帯電話リサイクル事業成功に向けた提言 

対象 携帯電話リサイクル事業への提言 

携帯電話 
リサイクル業者 

 不要になった携帯電話の回収の利便性をよくすること 
 携帯電話を回収する場所を、一時的ではなく常に確保すること 
 地域の中でも人の集まる場所に回収場所を確保すること 
（ショッピング・モール、スーパーマーケット、銀行、郵便局など） 

 広範で積極的な広報活動が必要 
 多くの参加者を得るためにも、金銭的なインセンティブが必要 
（小売店での割引券の発行など） 

                                             
5 “Recycling old cellphones is now a calling for some; Pressure builds to see that replaced units are disposed of properly,” The 

Dallas Morning News, December 29, 2003. 
6 “The World; Dante’s Digital Junkyard; Chinese laborers eke out a living using acid, fire and their bare hands to recycle 

mountains of electronic scrap, most of it from the U.S.,” Los Angeles Times, April 6, 2004. 
7 “Used Cellphones Find a Market Among Bare-Bones Users,” The New York Times, April 22, 2004. 
8 “Recycling Phones Can Bring a Payoff,” The Washington Post, June 1, 2004. 
9 “Old Cellphones Pile Up by the Millions,” Wall Street Journal, September 23, 2004. 
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対象 携帯電話リサイクル事業への提言 

携帯電話機器 
メーカー 

 部品を標準化して、他の機種でも利用可能なようにする 
 再利用のためのシステムを初期化する手間を省くために、各種ソフトウェアを
簡素化する 

 部品に含まれる有害物質を臭素系難燃剤やベリリウム銅などに代替すること
で再利用における安全性を高める 

 プラスチック及びバッテリーを標準化し、再利用・リサイクルの手間を省く 

政府機関 

 政策や政府プログラムに「拡大生産者責任（EPR：Extended Producer 
Responsibility）」10の考え方を取り入れることで、メーカーに製品モデルチェン

ジをより簡素化するよう促し、有害物質の削減も期待できる 
 不要となった携帯電話の回収率を高めるために、携帯電話の埋立てを禁止する
 携帯電話の再利用状況やリサイクルされた部品の最終利用状況などを政府に
報告することを義務化することで、政府や一般市民の間で携帯電話の有効活用

を徹底する 
 携帯電話の回収、再利用、リサイクルに関する数的目標値を設定することで、
携帯電話リサイクル・プログラムを促進する 

出典：“Calling All Cell Phones: Collection, Reuse and Recycling Programs in the US,” INFORM, November, 2003.  
http://www.informinc.org/media/Calling_Cellphones.pdf 

Ⅱ. 法規制の動き 

携帯電話リサイクル関連法規制は、連邦レベルでは行なわれていない。また、米国州政府におい

ても、携帯電話が普及し始めたのが比較的最近であることや携帯電話自体が小型であることから

環境への影響に対する認識が低かったこともあり、携帯電話リサイクル関連法の整備に対する動

きは鈍かった。このような中、他州に先駆けてカリフォルニア州が全米で初めての「携帯電話リ

サイクル法」を施行し、その内容が他州政府や環境保護団体の携帯電話リサイクルへのモデルと

なるとして注目されている。一方、ワイヤレス通信業界団体は、既に自主努力で携帯電話リサイ

クルを行なっていることを強調し、今後も法規制は不要との見解を示している。 

a. カリフォルニア州「携帯電話リサイクル法」が成立 

2004年 10月 1日、カリフォルニア州で他州に先駆けて「携帯電話リサイクル法（The Cell Phone 
Recycling Act）」11が成立した。この法律は、不要となった携帯電話を販売店が回収するが、リサ

イクル費用はメーカーとユーザーが携帯電話を購入する際に負担する仕組みになっている。また、

2006 年 7 月 1 日以降は、携帯電話の回収箱の設置が全ての携帯電話販売店に義務付けられた。
この回収箱を設置せずに携帯電話を販売した場合、その行為は違法となる。 

カリフォルニア州の「携帯電話リサイクル法」が全国規模でのエレクトロニクス・リサイクルを

推進する NEPSI12と大きく異なる点は、リサイクルの主導がメーカーではなく販売店にあること

                                             
10 拡大生産者責任（EPR：Extended Producer Responsibility）：生産者の責任を製品廃棄後にまで拡大するもの。生産者が製品
のライフサイクルの全過程において環境への影響に対する責任を負うことで、有害物質の削減、資源の有効活用、リサイク

ルの推進を目指す考え方。 
11 Fran Pavley州議員（民主党、Agoura Hill選出）による法案 AB-2901。原文は以下のサイトで入手可能。 

http://www.wirelessconsumers.org/atf/cf/%7B39C94822-4A0C-4245-B0E5-22D474242D71%7D/Recycle_Act.pdf 
12 National Electronics Product Stewardship Initiative（NEPSI）：2001年 4月に発足した機構で、政府機関、環境団体、産業界、
リサイクル業界、消費者などリサイクルに関わる全てのセクターが一堂に会し、全米統一のリサイクル規制の実現に向けて

情報交換・討議を行う。発足後まとまった成果が出ていないとの理由から、環境保護庁（EPA）からの支援金が 2003年にて
打ち切られた（本誌 Vol.6 No.1を参照）。 
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である。これは、コンピュータや CRTとは異なり、携帯電話はユーザーが容易に持ち運びできる
ものであることから、回収作業もユーザーに任せられるという利点を生かしたという背景がある。

図表3に、2004年10月1日より発効したカリフォルニア州の携帯電話リサイクル法によってメー
カー、消費者、販売店ならびにカリフォルニア州政府に対して課せられた義務の概要を纏める。 

図表 3: カリフォルニア州携帯電話リサイクル法による関係者への義務 

対象 携帯電話リサイクルにおける義儒 

メーカー 

 有害物質の使用を軽減する。 

可能な場合は、最終的にこれら

有害物質の使用を中止する。 
（尚、法案（AB-2901）では「全
ての有害物質の使用中止」と

なっていたが、結果的に修正さ

れたという経緯がある） 

 携帯電話の設計を、より長期間
利用が可能で、且つ修理、再利

用が可能なものにする。 

消費者 

 不要となった携帯電話のリサイ
クル費用を負担する。 
費用は、携帯電話の購入時ある

いはその前に支払う。 

 

販売店 
 2006 年 7 月 1 日以降、全ての販売店での携帯電話の回収箱の設置が
義務付けられる。 
回収箱を設置していない場合は、携帯電話の販売は違法となる。 

カリフォルニア州政府 

 カリフォルニア州有害物質管理局（Department of Toxic Substances 

Control）は、同局のウェブサイト上に携帯電話のリサイクル率（推定
値）を毎年掲示する。 

 州政府が携帯電話を購入あるいはリースする際は、同州携帯電話リサ
イクル法への準拠が認定されている業者から供給する。 

出典：Consumer Electronics Daily紙記事を基にワシントン・コアにて作成 

 
b. 「携帯電話リサイクル法」への反応 

カリフォルニア州が携帯電話のリサイクル義務を法制化したことに対する関係者の声は、大きく

二分化している。まず、ワイヤレス通信業界側は、カリフォルニア州が法制化する以前から積極

的にリサイクルに取組んできたことを主張し、携帯電話リサイクルの州政府による義務化は不要

であるとして不快感を示している。一方の環境団体は、「民間による自主的なリサイクルでは、不

要になった携帯電話のうち僅か 5%しかリサイクルされていない」として携帯電話リサイクル法
の必要性を主張しており、民間セクターとの見解の乖離が見られた。法規制を不要とする民間セ

クターの意見として、ワイヤレス業界団体最大手の CTIA の見解と環境団体の見解を以下に纏め
る。 

• 民間セクターの見解 

ワイヤレス業界団体の CTIAのウォールス（John Walls）広報担当は、カリフォルニア州の携帯電
話リサイクル法による要求事項の内容は「特段新しいこともなく、むしろ業界では既に対応済み

のものである」と強調している。同氏は、「ワイヤレス業界はカリフォルニア州以外においてもリ

サイクル事業について極めて前向きに（“extraordinarily proactive”）対応し、政府からの指示を待
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つのではなく自主的に率先して実行している。カリフォルニア州の法規制が定めた事項のほぼ全

ては、ワイヤレス通信サービス事業者（キャリア）が既に実施している」と業界の自主的な努力

を強調しており、わざわざ法制化する必要はないとの意思を明らかにしている。 

• 環境保護団体の見解 

一方、カリフォルニア州の携帯電話リサイクル法成立に当たり、法案の主要発起人（プライム・

スポンサー）となった非営利の環境保護団体 Californians Against Waste（CAW）13のエグゼクティ

ブ・ディレクター、マーレイ（Mark Murray）氏は、民間セクターのリサイクル取組みだけでは
不十分であるとしている。同氏は、CTIAの主張にあるような業界による自主的な取組みは認める
が、これらは「米国で実際にリサイクル・再利用された携帯電話のうち僅か 5%を占めるに過ぎ
ない」と指摘する14。マーレイ氏は、「カリフォルニア州では毎日 25,000 台の携帯電話が不要と
なっている。このことに鑑みても、携帯電話のリサイクルには法制化が必要である」と主張して

いる。 

同様に、マサチューセッツ州で活動する Product Stewardship Initiative（PSI）のディレクター、
カッセル（Scott Cassel）氏は、カリフォルニア州が携帯電話リサイクルを法制化したことは「非
常に重要なステップである」とし、「他の州政府や他州の PSIが、カリフォルニア州法をモデルと
して同様の仕組みで法制化するであろう」と前向きに評価している。尚、過去に携帯電話リサイ

クル関連法案が提出された州としては、ニュージャージー州、ミシシッピー州、イリノイ州、メ

リーランド州があるが、いずれも成立には至らなかった。 

Ⅲ. 民間セクターによる再利用の動き 

携帯電話は、コンピュータや CRTとは異なり、まだ利用可能な状態で機種交換されることが多い
点が特徴的である。このため、ワイヤレス通信サービス事業者を中心にして、不要となった携帯

電話を、慈善活動の一環として身障者保護団体などに寄付するといった動きが以前からあった。

しかし、このような動きはあくまでも企業の福祉活動の一環としての位置付けであり、携帯電話

リサイクルの認知度は低かった。最近になり、ワイヤレス業界団体大手の CTIAが、CTIAの参加
企業による携帯電話リサイクル活動を紹介するプログラムを開始しており、このような広報活動

により携帯電話リサイクルの重要性が広がるものと期待される。 

また、回収した携帯電話を、プリペイド式電話として再利用したり、あるいは機種の流行が米国

のそれより後れている南米諸国などに輸出し、再度「携帯電話」として再利用するといったアフ

ター・マーケットが拡大しており、注目されている。 

a. 慈善活動としての携帯電話リサイクル 

ワイヤレス通信サービス事業者は従来より、企業の福祉活動の一環として「慈善事業への寄付」

という形式で携帯電話リサイクル活動を行っている。携帯電話端末の回収方法は、販売店に回収

箱を設置して、ユーザーが自主的に回収箱に投函する仕組みになっているが、実際に回収した携

帯電話の台数も僅かである。前出の環境関連調査会社 INFORMの調査によると、米国の 4大ワイ
ヤレス通信サービス業者（ベライゾン・ワイヤレス、シンギュラー・ワイヤレス、AT&T ワイヤ
レス15、スプリント PCS、）が 1999 年から 2003 年前半までに回収した携帯電話の台数は合計で
約 250万台であり、これは「不要になった携帯電話台数全体の僅か 1%に過ぎない」と指摘して

                                             
13 Californians Against Waste：http://www.cawrecycles.org/ 
14 CTIAは、この CAWの数値が正確であることを認めている。CTIAやその他ワイヤレス通信サービス事業者による携帯電話リ
サイクルへの取組み動向は、後述「III. 民間セクターによる再利用の動き」参照。 

15 AT&Tワイヤレスは、2004年 2月にシンギュラー・ワイヤレスに買収された。 
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出所：CTIAウェブサイト 

いる。図表 4は、米国の主なワイヤレス通信サービス事業者が行なっている携帯電話リサイクル
活動の一覧である。 

図表 4: ワイヤレス通信サービス事業者による携帯電話リサイクル慈善活動 

ワイヤレス通信

サービス事業者 
慈善活動内容 

回収／リサイクルした

携帯電話台数実績 

ベライゾン・ 
ワイヤレス 

【ホープライン・プログラム】16 
古い携帯電話を新たに改装・リサイクルして再販。再販

からの売上金は、家庭内暴力（DV）の犠牲者を保護する
団体へ寄付される。 

2001 年の開始から、
合計 200万台を回収 
2003 年の寄付金は
370万ドル 

AT&T 
ワイヤレス17 

【AT&Tワイヤレス再利用＆リサイクル・プログラム】18

改装・リサイクルした携帯電話を慈善団体（American Red 
Crossなど）へ寄付。 
不要となった携帯電話を再販業者 Hobi International社19

に販売し、その売上金を環境保護団体 Keep America 
Beautiful20に寄付。 

なし 

スプリント 
PCS 

【スプリント プロジェクト・コネクト】21 
不要となった携帯電話を 2 つの身障者保護団体（Easter 
Seals22、National Organization on Disability23）へ寄付。 
不要となった携帯電話を再販業者 ReCelluar社に販売し、
その売上金を両団体へ寄付。 

2002 年 4 月の開始以
降、数千台の携帯電話

を回収 
両団体への寄付金は

総額約 80万ドル 

出典：各種情報誌を基にワシントン・コア作成 

また、業界団体最大手の CTIA が、携帯電話リサイクルの啓蒙を目指
す「ワイヤレス・新再利用プログラム」24を 2003年 10月に開始して
いる。このプログラムは、CTIAが実際にリサイクル業務を行なうので
はなく、CTIAに参加しているワイヤレス通信関連企業が主催している
携帯電話リサイクル・プログラムを一覧に纏め、これら活動の広報窓

口としての役割を果たしている。この CTIA のプログラムに参加して
いるのは 12企業である（図表 5）。 

                                             
16 HopeLine Program：http://www.verizonwireless.com/b2c/aboutUs/communityservice/hopeLine.jsp 
17 シンギュラー・ワイヤレス社は、AT&T社を買収後、携帯電話リサイクル事業は AT&T社のものを継承したとみられる。 
18 AT&T Wireless Reuse & Recycle Program：http://www.attwireless.com/our_company/cares/recycle_program.jhtml 
19 Hobi International：http://www.hobi.com/ 
20 Keep America Beautiful：http://www.kab.org/ 
21 Sprint Project Connect：http://www.sprint.com/community/communities_across/index.html 
22 Easter Seals：http://www.easterseals.com 
23 National Organization on Disability：http://www.nod.org/ 
24 Wireless . . . The New Recyclable program：http://www.recyclewirelessphones.com/ 
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図表 5: CTIAワイヤレス・新再利用プログラムに参加する企業一覧（12社、2004年 11月現在） 

ワイヤレス通信サービス事業者 
シンギュラー・ワイヤレス、AT&Tワイヤレス、 
ネクステル、スプリント PCS、ベライゾン・ワイヤレス 

携帯電話メーカー モトローラ、ノキア、SONYエリクソン 

携帯電話販売業者／再販業者 
ブルーグラス・セルラー（ケンタッキー州中部で販売）、

ReCellular（再販業者最大手） 

環境団体・財団など 
CTIAワイヤレス財団、 
ミッドウエスト・ワイヤレス（環境団体） 

出典：CTIAウェブサイト http://www.recyclewirelessphones.com/index.cfm?fuseaction=main.collectionSites 

現在までのところ、ワイヤレス通信サービス事業者による携帯電話リサイクル活動はまだ大きな

動きではない。しかし、2004 年以降に携帯電話リサイクルへの注目が集まったことや、CTIA に
よる広報活動の積極化に併せて、今後はより積極的な携帯電話リサイクル活動が期待される。 

b. 再販事業者による携帯電話の再利用事業 

不要となって放置・廃棄される携帯電話端末の特徴の一つが、“まだ携帯電話として利用可能なこ

と”であり、これはコンピュータや CRTといったエレクトロニクス製品リサイクルと大きく異な
る点でもある。現在、このような携帯電話端末の特性を活かした再販事業が相次いで台頭してお

り、その形式は、ワイヤレス通信サービス会社が再利用するものと、中南米諸国やカリブ海諸島

の国々で携帯電話としてそのまま再利用されるという 2種類がある。以下に、再販業者の動きを
纏める。 

• ワイヤレス通信サービス業者にて再利用 

ワイヤレス通信サービス業者の多くは、現在、再利用携帯電話を、出張や緊急時貸出用のプリペ

イド式携帯電話として、あるいはユーザーが端末を紛失したり端末が故障した際の代替機として

提供するサービスに利用している。全米最大手の携帯電話再販業者である ReCellular 社25による

と、同社は毎年約 400万台の端末を世界中に再販しているが、米国のワイヤレス通信サービス業
者への再販台数はこのうち 150万台を占めている。 

ユーザーの多くが新機能を搭載した新しい機種を好む傾

向から買換えが進み、一方の再利用携帯電話が利用され

ないことから、ワイヤレス通信サービス業者では再利用

携帯電話の在庫管理が負担となっている。このような背

景から、多くの企業では期間限定のキャンペーンにより

再利用携帯電話を格安価格で販売して在庫一掃を目指し

ている。例えば、AT&T ワイヤレス社は、現在、緊急時
用などに使用できる、年間契約なしのプリペイド式プラ

ン26に限定して、シーメンス社製の端末を再販している

（写真左参照）。 

                                             
25 ReCellular：1991年設立。本社はミシガン州デクスター市。http://www.recellular.net/ 
26 再利用携帯電話のプランは「GoPhoneプラン」に限定。同プランは、年間契約不要、月々の利用可能時間が限定、月々の支
払が自動引落し。 

出典：AT&Tワイヤレス社 
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調査委託先： 
 ワシントンコア 

Website:  http://www.wcore.com 
 

＜本モニタリング情報は、競輪の補助金を受けて実施したものです＞ 

 

シンギュラー・ワイヤレス社も、2003年より再利用携帯電話の販売をテキサス州南部で開始して
いる。ここでは、ノキア社製 5165 モデルをプリペイド式のプラン限定で 49.99 ドルで販売して
いる。また、プリペイド式携帯電話専門のトラックフォーン・ワイヤレス社も、オンライン販売

に限定してノキア社製 5100 モデルを提供している。ここでは、月額 29.99 ドルのプリペイド・
パッケージの購入者に無料で提供するという形式をとっている。 

• 他国で再利用 

米国内で不要となった携帯電話の殆どが、中南米諸国やカリブ海諸島にて、そのまま「携帯電話」

として再利用されている。携帯電話再販業者の Old Cell Phone社によると、これらの地域では、
米国の携帯電話端末の流行から約 5年間の遅れをとっていることから、現在米国市場に出回って
いる携帯電話端末の 85%が南米諸国やカリブ海諸島で「最新機種」として高い人気があるという。
尚、米国の携帯電話技術は現在、デジタルから GSM27へ移行中であるが、これらの地域では現在、

アナログ電話からデジタル電話への移行中であるという。また、前出の ReCellular 社は、今後は
携帯電話の再販事業を南米諸国だけではなく、メキシコやブラジルにも拡大する予定である。 

このような再販マーケットの将来性に着眼したベンチャー企業も台頭している。例えば、オンラ

インでの買取り専門業者 CellForCash.com 社は、買取り可能な機種（約 200～250 種類）をウェ
ブサイトに掲載し、ユーザーから郵送された不要になった携帯端末を買取っている。買取り価格

は機種によって異なり、例えばノキア社製の 5165 モデルで 5 ドル、NEC 社製 523 モデルで 43
ドル、パナソニック社製 GU87 モデルで 60 ドル程度が相場となっている。ユーザーの郵送料金
は同社が負担する。CellForCash.com社は現在、毎月 8千～1万台を買取り、その殆どを南米に輸
出しているという。 

一方、南米やカリブ海諸国で利用されるこれら携帯電話は、適切に廃棄されず埋立てられること

が多いことから、結果的に環境への影響をこれら地域へ横流ししているだけとの批判もある。 

このように、カリフォルニア州の「携帯電話リサイクル法」に続き、今後全米で広がると予想さ

れる規制整備も追い風となって、米国では携帯電話リサイクル事業が発展していくと予想される。 

                                             
27 GSM技術：デジタル携帯電話に使われているワイヤレス通信方式の一つ。欧州やアジアを中心に 100ヶ国以上で利用されて
おり、デジタル携帯電話の事実上の世界標準。800 MHzの周波数帯を利用する。 
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中国【16】「廃旧家電および電子製品回収処理管理条例」（案） 
と現地の反応 

 
 
 
2004年 9月中旬、中国国家発展改革委員会は同委員会のウェブサイトで、「廃旧家電および電子製
品回収処理管理条例」の「徴求意見稿」（一般大衆からの意見収集用草案、以下「管理条例」と称す）

を掲載し、社会各界から意見を公開募集した。同委員会は、「管理条例」に関わる各細則はまだ制定

中であり、社会各界からのフィードバックを歓迎する態度を示した。 
 
 

1. 「管理条例」制定の背景 

この「管理条例」は「中国版WEEE指令」とも言われ、草案制定から完成まで 3年もかかった。そ
の制定の背景として、①日増しに増加する廃電子製品の処理需要および廃電子製品の不当処理によ

る公害防止は、中国にとって急務となっている、②EU 諸国における WEEE 指令など、海外では同
種の法規実施が進められており、中国においても同様の対応措置を講じる必要がある、③資源供給

がタイトになっている今日、廃電気電子製品のリサイクルを通じて、再使用可能な資源の利用を促

進する、などが挙げられる。 
 
近年、中国は家電などの廃電子製品が発生するピークを迎えている。しかし現状は、この種の廃棄

物を正しく回収し、かつリサイクルするシステムがまだ確立していない。都市部では家電製品が古

くなると一般ゴミとして捨てられるか、いわゆる「回収ゲリラ」（都市部で中古家電を回収し、それ

を農村部などに再販したり、解体業者に提供したりする業者を指す。通常、個人単位で行うことが

多い）を通じて、再度流通ルートに乗ることが多い。 
 
使用安全期限を過ぎたものについては、消費者に安全上の問題が生じる可能性がある。不当に廃棄

されたものや小規模な解体業者により処理されたものは、社会に深刻な公害問題をもたらしている。

さらに自国で発生した電子ゴミばかりでなく、外国から輸入された廃電子製品も問題になっている。 
 
また EUの WEEE指令発効後、国内の家電・電子製品メーカーにとって、今後外国に輸出する製品
についても環境に優しくかつリサイクルしやすいものを開発しなければならない。同時に、自社製

品に関しては回収・処理まで責任を負わなければならない。一方、この分野において、内外の準拠

法やその背景となる環境が相互にかなり異なり、中国の地場企業としては、前向きに対処する意欲

がそがれる。さらに中国のリサイクル産業にとって、回収・リサイクルに関わる法律法規がなけれ

ば健全な産業育成には程遠い。しかも現在、中国一般大衆の環境に関する意識は依然低く、この分

野で整合性のある立法化措置がとられなければ、環境に対する人々の意識改革もできない。 
 

2. 「管理条例」の要点 

今回発表された「管理条例」の要点は以下の通りである。 

① 条例が規制する対象は、テレビ、電気冷蔵庫、洗濯機、エアコン、コンピュータおよび当局が

適宜公布する品目とする。上記 5 品目は社会保有台数が最も多いもので、かつこれらはすでに
廃棄のピークを迎えており、廃棄すべきものの数量が多いものである。 
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② 条例では、使用済み製品を「廃家電」（使用不可）と「旧家電」（中古品、継続使用可）に分類

している。 

③ 廃旧家電の回収は多様化しているが、その処理は集中的に行われる。政府は、廃旧家電の回収・

処理に関わる専門基金を設置する。 

④ 家電メーカーは回収・処理に有効な設計や製造方法を導入すべきであり、また材料は、無毒無

害、処理・再使用に有効なものを使用すべきである。製品説明書に主要材料の成分を明記する。 

⑤ 家電販売業者、アフターサービス業者は、廃旧家電を回収する義務がある。 

⑥ 測定その他の試験を受け、継続使用条件に合格したもののみ中古品として指定された場所で販

売できる。 

⑦ 廃旧家電の処理は資格を持つ業者のみが行い（そのリストは一般に公開）、その処理プロセスは

関連する規定や基準を遵守しなければならない。 

⑧ 関連規定を違反した者に対し最高 10万元以下の罰金を課すか、行政処分ないし刑事責任を追及
する。 

 
この管理条例の施行により、今まで中国において使用済み家電の廃棄処理に際し問題となっている

無法状態に、変化が訪れると期待される。 
 

3.  各業界の反応 

「管理条例」の草案後、現地マスコミは同草案の内容を広範囲に紹介した。以下は、マスコミで発

表された各業界の反応や関心の内容である。 
 

(1) 回収費用の分担について 

a. 家電メーカーは費用負担に消極的 

EU の WEEE 指令では、廃電気電子製品の回収・リサイクル費用は生産者が負担することになって
いる。しかし中国の家電メーカーは、回収処理費用をメーカー側が負担することに対し消極的な態

度を示している。その主な背景は、現在、中国家電業界の平均利益率は 5%程度であり、このよう
な薄利の状況では、企業はとうてい回収費用を全て負担できないというものである。 
 
ある地場系大手家電メーカーは、次の計算事例を示した。現在、スプリット式エアコンの販売価格

は約 1,000元／台である。しかし、据付けたエアコンをはずす作業にかかる人件費他に約 100元か
かる。この費用は、まだその後の段階のリサイクル費用を含んでいない。 
 
報道によれば、中国大手家電メーカーである海爾は、「回収・リサイクル」の一体化処理について採

算性を検討した。その結果、国からの政策的補助金がなければ、現状ではこの一体化処理プロジェ

クトは赤字損失をもたらすという結論が出た。 
 
「管理条例」では、廃棄家電の回収方法を多元化する方針を決めているが、今後、国が家電メーカ

ーの回収責任履行をどこまで規定するか、注意を要する。回収費用をメーカー側に負担させるとし

ても、実際には、企業が販売を通じてこの費用を消費者に転嫁するとみられる。家電メーカーにと

って、独自に回収チャンネルを構築することは多額の投資が必要であり、そのコスト上昇分をうま

く消費者に転嫁できるかどうかが一つのポイントである。 
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一方、中長期的にみれば、家電の回収・リサイクルを一つのビジネスとするなら、この産業化から

利益を生むと期待できるという見方もある。 
 

b. 消費者負担の可能性 

この点について、既に今まで多くの議論が繰り広げられた。現在中国の消費者は、廃旧家電を安い

値段で回収業者に売れる。また売らずに他人にただで提供することもできる。家電の処分について、

従来、お金が入ることから今後はお金を払うことに一変すれば、やはり抵抗感があろう。廃旧家電

回収実験都市に指定された青島市（山東省）の場合、回収業者が廃家電所有者に対し、1 台につき
50元の回収費用を請求するやり方で試してみたが、うまくいかなかったということである。 
 
環境意識の高い一部の消費者は、回収の際にお金を払って回収させても構わないが、問題は具体的

な回収費用の水準であると指摘している。 
 

c. 家電流通業者は廃旧家電の回収にやや積極的 

地場系大手家電小売業者を個々にみると、次のような回収方法を採用している。まず自らの店舗で

新品の家電を購入する消費者に対し、客の家にある廃旧家電を回収に行き、廃旧家電を回収した分

についてわずかではあるが現金価値を評価し、その分新品の販売価格から値引きするという方法で

ある。次に、店舗はこうして回収した廃旧家電を本来の回収業者に渡す。このようなやり方は消費

者にとって便利であり、また店舗側にとっても一種の販売促進に役立つ。この場合、家電メーカー

が関与している場合もある。 
 
総じていえば、今のところ、廃旧家電回収費用の分担方法について依然有効な具体案はない。しか

し最終的には、消費者やメーカーなどによる共同負担の方向でいくことになるであろう。 
 

(2) 専門基金はどのように管理するか 

「管理条例」では、国家が廃旧家電回収処理専門基金を設置すると規定している。しかし草案では、

この専門基金の資金調達、管理および運用に関する具体的な内容は不明確なままである。この点に

ついて、国家発展改革委員会の関係筋は、専門基金は主として家電メーカーに対して費用を徴収す

る見解を示したことがある。 
 
この基金は、廃棄家電の回収・処理事業の発展への補助金として使われるというのが一般の認識で

ある。しかしこの基金を具体的にどのように調達するのか、どのように管理・運用するのかなどに

ついては、関連政府当局（財務、税務など）や企業（メーカー、回収業者、リサイクル業者など）

に関わることであり、各分野における利権調整が煩雑になると予想される。 
 

(3) 個々の関心事 

「管理条例」が実施されれば、その初期の段階で多くの問題に遭遇すると見られる。以下は各業界

が「管理条例」の実施に対し抱えるいくつかの疑問点である。 

・ 消費者：廃棄する家電は販売店に売却されることになるが、販売店が取りに来るのか、消費者

自ら家電を店に届けるのか（大型家電の輸送は不便）。取引価格はどちらが決めるのか。双方

は自由に値段交渉をしてもよいのか。 
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・ 家電販売店：今まで採用されていた、消費者が持ってくる中古品に対して一定の現金価値を認

め、新品を値引いて販売する方法は販売促進に繋がる。そのため、面倒ではあるが、販売店は

積極的に行っている。今後、販売店が廃旧家電を回収しても、販売促進と関連性がなくなれば、

販売店は積極的にならないであろう。 

・ 都市部で活躍している「家電回収ゲリラ」が失業する？ 
現在、中国の多くの都市には中古家電の回収を専門に行う「家電回収ゲリラ」がおり、一部大

都市では、この種の「職人（専門業者、主に個人）」が 3,000～4,000人もいると言われる。こ
のビジネスは、100元で 21インチのカラーテレビを買い取り、それを 150元で修理業者に売
るいうものである。修理業者は可能なものを修理してから農民、学生などの低所得層に 300～
400元で売る。長年中古家電の回収、修理や販売で生活している人は少なくない。今後、廃旧
家電を勝手に売却・流通することができなくなり、「家電回収ゲリラ」の生活も一変するであ

ろう。 

・ 継続使用可能な電気電子製品に対する管理強化が必要 
再利用・継続使用ができるものを製品寿命いっぱいまで使用することは、資源を最大に利用す

ることである。使用期間をあまり長く経過していないが、更新のため早々と廃棄された家電・

電子製品については検査、測定および試験をし、継続使用可能なものについてはその流通を制

限すべきではない。当然、消費者は、「残った製品寿命はどのくらいあるか」に関心があり、

再使用品に対するラベルおよび安全使用期限の管理など、さらに強化する必要がある。 
 

(4) 立法化に対する慎重な見方 

このような廃旧家電・電子製品の回収・処理に関する立法化の進展について、中国のマスコミは基

本的に前向きに評価している。一方、この分野の立法は、慎重に対処すべきであるという声もある。 
 
慎重派の意見の要点は次のようなものである。欧州で広く普及している「緑の政治」は、円熟した

工業化社会に見られる典型的な現象である。一方、中国は依然、前近代工業化段階にあり、廃棄家

電回収に関する法規の制定が経済発展の実態を考慮せずに進められれば、工業化に伴う既存の問題

を解決できないばかりか、新たな矛盾を引き起す懸念もある。また、中国の現状では、短期間で資

源のリサイクル率を急速に高め、汚染・公害問題を早急に解消することなど、あまりにも非現実的

であると見ている。 
 
例えば、廃電子製品の強制的回収について、次のような問題点があると指摘される。 

・ 誰が回収処理のコストを負担するのか。 

・ 企業が負担するのであれば、政府は企業に対し、税収の減免などの方式で間接的に補填する必
要がある。一方、補助金など直接的補填を実施するのであれば、この資金が確実に回収・処理

に使われる保証があるのか。 

・ 回収された旧家電は検査、測定、修理などの後、低価格で農村地区に販売され、安全使用期限

を超過しても使用される心配がある。とりわけ農村地域は広く、将来も回収は非常に困難なの

で、農村部における廃電子製品がもたらす有害物質による公害が管理できなくなるという危惧

がある。 
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(5) 参考情報 

a. 上海市は廃旧電子部品回収制度を実施 

2004年 10月 1日より、上海市では「廃旧電子部品回収制度」が実施される。この制度の主要内容
は以下の通りである。 
 
家電・電子製品の修理店が修理時に部品交換したあとに残った使用不可の部品やユニットに対し、

家電・電子製品メーカーが定期的に各修理店に行ってこれらを回収し、検査、測定、分類後、廃棄

すべきものを専門の場所に移送し、集中的に処理する。 
 
従来、修理で残った廃棄電子部品の大半は修理店で捨てられることが多かった。またそのほかには

消費者が自ら持ち帰ったり、修理店が他の製品の修理部品として使用したり、あるいは中古品市場

に流れるケースもあった。今回の規定が実施されれば、廃棄部品の不当処理を削減できると期待さ

れる。 
 
モトローラ、ノキア、シーメンスなどのメーカーの修理店では、すでにこの規定の実施に着手して

いる。 
 

b. 2004年 11月 1日より、廃電子製品を利用した加工貿易を禁止 

2004年 10月 28日、中国商務部、税関総署および国家環境保護総局は共同で、2004年 11月 1日
より廃電子製品を使用した加工貿易を禁止すると発表した。 
 
廃電子製品を使用した加工貿易とは、主として、①プリント基板やメインボードなど、廃棄家電、

電子製品や部品を解体したり、中古製品を一部取り替えて再度流通させたりするための加工貿易と、

②廃電子製品の解体、リサイクルを目的とする加工貿易の双方を意味している。 
 
従来から広東省や浙江省などの沿海部では、外国から廃電子製品を輸入して再利用できる材料を取

り出したり、廃棄製品を改良したりして、国内または周辺諸外国で再販するビジネスが存在してい

る。今回新規定の実施により、このような廃電子製品回収加工に関連する貿易は禁止される。 
 
 

＜参考資料＞ 

廃旧家電及び電子製品回収処理管理条例 

（意見徴収稿） 

第一章 総則 

第一条 廃旧家電及び電子製品（以下、廃旧家電製品と称する）の回収処理行為を規範化し、
資源の循環再利用を促進し、環境を保護し、国民の健康を保障するため、「中華人民共

和国クリーン生産促進法」、「中華人民共和国固体廃棄物環境汚染防止法」の関連規定

に基づき、本条例を制定する。 

第二条 本条例で言及されている廃旧家電製品には廃棄される及び旧製品としてのテレビ受信
機、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、コンピュータ、及び国家発展及び改革委員会が関連

部門と共同で実際状況に基づき、適時に公布した廃旧家電製品目録内の製品が含まれ
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る。 

 廃旧家電製品には廃家電製品と旧家電製品とが含まれる。廃家電製品とは使用機能を

喪失しているかまたは経済的に合理的な条件下において修理したとしても旧家電製品

の安全標準や性能標準に到達することができない家電製品を指し、旧家電製品とは測

定試験により旧家電製品の安全標準や性能標準に到達しており、中古商品として引き

続き販売、使用することができる家電製品を指している。 

第三条 本条例は中華人民共和国の国内で家電製品の生産、輸入、販売、使用、修理及び廃旧
家電の回収処理活動に従事する自然人、法人及び関連組織に適用される。 

第四条 国家発展及び改革委員会は廃旧家電製品の回収処理の組織化と協調及び監督管理業務
に責任を負う。科学技術部、財政部、建設部、信息産業部、商務部、税関総署、税務

総局、工商総局、品質検査総局、環境保護総局はそれぞれの職責範囲内において関連

の監督管理業務に責任を負う。 

第五条 廃旧家電製品の回収処理には地方政府責任制を実施する。各省レベルの地方政府は本
条例に基づき地方レベルでの実施細則を制定すること。 

第六条 廃旧家電製品の回収処理には多元化回収と集中処理とを実施する。国家は廃旧家電製
品処理企業に対して資格認定制度を実施する。 

第七条 国家は廃旧家電製品回収処理専用資金を確立する。廃旧家電製品回収処理専用資金の
徴収、使用及び管理規則については財政部が国家発展及び改革委員会と共同で別途制

定する。 

第八条 国家は積極的な措置を講じ、家電製品生産企業によりまたは多元投資により廃旧家電
製品処理企業が設立されることを奨励し、廃旧家電製品の回収処理面における科学的

研究、技術開発及び新技術、新工程、新設備のモデル化、普及及びその応用を実施す

ることを奨励並びに支援し、広報活動、教育活動及び訓練活動を展開することを奨励

する。 
 

第二章 関係者の責任 

第九条 家電製品生産企業の責任について、家電製品生産企業とは自社のブランドで製品を生
産並びに販売している生産企業、他の生産企業が使用するためにブランドを提供して

いるブランド提供企業、及び輸入家電製品の荷受人や代理人を指している。 

（一）回収及び再利用に有利な設計案を採用し、無毒･無害な物質、材料及び回収再  利

用可能な材料を選択し、家電製品の説明書内で主な材料成分などに関連する情報を

提供すること。 

（二）家電製品生産企業は自社で廃旧家電製品の処理を実施することができ、資質を備え

た処理企業に処理を委託することもできる。 

（三）家電製品生産企業は所在地における省レベルの資源総合利用行政主管部門に当該企

業による家電製品生産の種類、生産量、販売量や輸出量などの関連情報を提供しな

ければならない。 

第十条 輸入家電製品の荷受人及び代理人が家電製品（廃旧家電製品は含まれない）を輸入す
る際には、税関で輸入手続を実施するとともに、所在地における省レベルの資源総合

利用主管部門に登記するものとし、併せて第九条が規定する生産主責任を履行するこ
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と。登記されていない場合、税関は当該輸入家電製品の引き渡しを認めない。 

第十一条 家電製品の販売業者及びアフターサービス機構は廃旧家電製品を回収する義務を負
い、回収された廃旧家電製品は資格を備えた処理企業（以下、処理企業と称する）に

有償で引き渡さなければならない。旧家電取扱業者は処理企業による検査測定を受け

た上で標識を備えた旧家電製品以外の旧家電製品を販売してはならない。 

第十二条 回収企業（個人事業者を含む）は回収した廃旧家電製品を処理企業に有償で引き渡し、
処理企業と回収委托合意書を締結しているものとし、解体、組み直し並びに自社によ

る販売を実施することは厳禁する。 

第十三条 処理企業は厳格に国家の関連標準や技術規範に基づき、回収された廃旧家電製品を分
類した上で検査測定を実施するものとする。測定試験、維持修理後に旧家電製品の安

全標準に到達している場合には、再利用品標識を貼付した上で、旧家電取扱業者に売

却するかまたは旧製品取引市場において販売するものとする。 

 廃家電製品は環境保護、安全に合致した条件下において解体されるものとし、有毒･有

害物質については国家の関連規定に基づき、無害化処理が実施されなければならない。

加熱処理、酸洗、露天焼却など原始的かつ立ち遅れた方式で廃家電を解体処理するこ

とは厳禁する。また処理過程は国家の環境保護、労働安全及び人員の健康に対する要

求に合致していなければならない。 

 機密に関連する廃旧家電製品については関連の機密保持規定に基づき処置するこ 

と。 

第十四条 消費者は廃旧家電を有償で家電製品取扱業者、アフターサービス機構または回収企業
に引き渡すものとし、妄りに投棄したり、自ら解体してはならない。 

第十五条 各級政府部門、国有企業･事業機関は政府資金により購入した家電製品の買い換えや廃
棄後には処理企業に引き渡すとともに、国家の関連規定に基づき資産抹消手続きを実

施するものとする。 

 いずれの機関や個人であっても廃棄された家電製品を贈答方式で処理してはならな

い。 
 

第三章 管理と監督 

第十六条 国務院の関連部門は廃旧家電製品の回収処理に関する技術的政策と汚染防止政策の制
定、旧家電製品の安全標準と性能標準、標識規則、廃家電製品の解体技術規範の制定

について検討し、廃旧家電製品の回収処理に対する規範化と指導とを強化しなければ

ならない。 

第十七条 省レベル地方政府の資源総合利用主管部門は統一的計画、合理的配置という原則に基
づき、当該区域における廃旧家電製品の回収処理計画を編成するとともに、国家発展

及び改革委員会に報告しなければならない。 

第十八条 省レベル地方政府の資源総合利用主管部門は当該行政区域内における廃旧家電製品処
理企業の資格認定業務に責任を負い、下記条件に合致している企業に対して、廃旧家

電製品処理業務に従事することを認める資格認定文書を発行すること。 

（一） 当該地政府の廃旧家電製品回収処理全体計画の要求に合致している。 
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（二） 完璧な廃旧家電製品の測定試験、解体処理施設を備えており、選択されている技術と
工程方針は国家の産業政策に合致している。 

（三） 安全、品質及び環境管理関連の資格を備えた専門技術者が配置されている。 

（四） 有毒･有害物質の処理案は国家の関連規定に合致している。 

 省レベル地方政府の資源総合利用主管部門は廃旧家電製品の処理資格を取得した 企

業名簿を国家発展及び改革委員会に報告するとともに、一般社会に向けて公表するこ

と。 

第十九条 廃旧家電製品処理企業は資格認定文書に基づき工商行政管理部門において企業登録手
続きを実施し、営業免許を取得した後でなければ、廃旧家電製品の処理業務に従事す

ることはできない。 

第二十条 廃旧家電製品処理企業は省レベルの資源総合利用主管部門に対して回収処理状況を定
期的に報告し、回収企業及び処理企業は管理票制度を実施すること。省レベルの資源

総合利用主管部門は廃旧家電製品処理企業に対して年度検査制度を実施するととも

に、一般社会に向けて回収処理情報を公表すること。 

第二十一条 廃旧家電製品の処理資格を取得していないにも係わらず、妄りに廃旧家電製品の処理
活動を実施している企業、及び旧家電製品標識を偽造、売却する行為に対しては、い

ずれの機関や個人もそれを公表及び告発する権限を持つ。 

第二十二条 旧家電製品は指定された旧品取引市場で販売し、厳格な登記制度を実施しなければな
らず、それには名称、数量、供給元などが含まれていること。具体的方法については

省レベル地方政府の資源総合利用主管部門が市場流通主管部門と共同で制定する。 
 

第四章 罰則 

第二十三条 本条例第九条の規定に違反した場合には、省レベル地方政府の資源総合利用主管部門
及び品質技術監督行政主管部門の責任において期限付きでの是正を命じ、是正を拒否

した場合には、品質技術監督行政主管部門により 5万元以下の罰金に処する。 

第二十四条 本条例第十一条の規定に違反し、家電製品取扱業者及びアフターサービス機構が生産
企業の委托を受けていないか、または消費者の有償引渡しによる廃旧家電製品の回収

を拒否した場合、及び回収した廃旧家電製品を処理企業に引き渡さずに処理した場合

には、県レベル以上の地方人民政府経済貿易行政主管部門の責任において期限付きで

の是正を命じ、是正を拒否した場合には、10万元以下の罰金に処する。旧家電製品取
扱業者が処理企業による検査測定を受けた上で標識を備えた旧家電製品以外の旧家電

製品を販売した場合には、工商行政管理部門が旧家電製品を没収した上で、資格を備

えた処理企業に引き渡し、違法所得を没収するとともに、1万元以上 5万元以下の罰金
に処する。 

第二十五条 本条例第十二条の規定に違反し、回収企業が自社で廃旧家電製品を販売した場合には、
工商行政管理部門が違法所得を没収するとともに、1万元以上 5万元以下の罰金に処す
る。回収企業が妄りに廃旧家電製品の解体、組み直し及び販売を実施した場合には、

工商行政管理部門が違法所得を没収するとともに、1万元以上 3万元以下の罰金に処す
る。 
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第二十六条 本条例第十三条第一款の規定に違反し、処理企業が安全標準に合致しない旧家電製品
を販売した場合には、工商行政管理部門が違法所得を没収し、併せて 3万元以上 10万
元以下の罰金に処することができ、消費者に対して重大な影響が及んだ場合には、営

業免許の一時停止または抹消処分とし、併せて法に基づき刑事責任が追及される。 

第二十七条 本条例第十三条第二款の規定に違反し、処理企業が原始的かつ立ち遅れた方式により
廃家電製品の解体処理を実施した結果、処理過程において重大な汚染を引き起こした

場合には、県レベル以上の人民政府環境保護行政主管部門により 10万元以下の罰金に
処する。重大な損失を引き起こした場合には、直接的な損失の 30%に基づき罰金を計
算する。但し最高でも 50万元は超えないものとする。直接的な責任を負う主管者とそ
の他直接的責任者に対しては、その所属機関または政府主管機関により行政処分に処

する。処理企業が規定に基づく廃家電製品中の有害･有毒物質に対する無害化処理を実

施しなかった場合には、県レベル以上の人民政府の環境保護部門が主管部門に対して

その責任による是正と、違法所得の没収を命じ、併せて 5万元以上 10万元以下の罰金
に処するとともに、その責任における是正を命じる。犯罪を構成する場合には、法に

基づき刑事責任が追及される。 

第二十八条 本条例第十五条の規定に違反し、各級政府部門、国有企業･事業機関政府資金により購

入した家電製品の買い換えまたは廃棄後に処理企業への引き渡しを拒否した場合に

は、それが所属する機関または政府主管機関により直接的な責任を負う主管者とその

他直接的責任者を法に基づく行政処分に処する。 

第二十九条 本条例第二十一条の規定に違反し、処理資格を取得することなく、妄りに廃旧家電製
品の処理活動に従事した企業、及び旧家電製品標識を偽造、売却した企業に対しては、

工商行政管理部門が「無許可取扱処分取締規則」に基づきそれを処分する。 

第三十条 国家機関の業務担当者が職権の乱用、職責の軽視や不正行為を働いた場合、それが犯
罪を構成する場合には、刑事責任を追及し、犯罪を構成しない場合であっても、それ

が所属する機関または政府主管機関により直接的な責任を負う主管者とその他直接的

責任者を法に基づく行政処分に処する。 
 

第五章 付則 

第三十一条 本条例は  年  月  日より施行する。 
 

（2004年 9月 17日国家発展改革委員会公布） 
 

以上 

調査委託先： 
Thrace Investments Limited（華南投資顧問有限公司） 
HP: http://chinasouth.info/（日本語・English） 

＜本モニタリング情報は、競輪の補助金を受けて実施したものです＞ 



JMC environment Update Vol.6 No.4 (2004.11) 69

 
 
 
 

ソニーの環境への取り組み 
 
 
 
 
 
 ソニー株式会社 

 コンプライアンスオフィス 

 環境・CSR戦略グループ 

  冨田 秀実 
 
 
 
 
はじめに 

ソニーでは、1990年に大賀社長（当時）が、社内報の号外で社員に環境問題の重要性を説いて以

来、環境の取り組みを活発化させてきた。ソニー幸田（当時）で日本初の ISO 14001 認証取得

を皮切りに全世界の事業所での ISO 14001の認証取得、オゾン層破壊物質の早期全廃、1994年

から継続的な環境報告書（後に CSRレポートへと発展）の発行をはじめとし、2000年には、ソ

ニーグループの全社方針となるソニー環境ビジョン（現在は、ソニーグループ環境ビジョン）、環

境中期目標の Green Management 2005を発行、環境への取り組みを、グループ全社、グロー

バルに拡大を進め、対外的にも高い評価を維持していた。しかし、順調に発展してきたソニーの

環境マネジメントに大きな転機が訪れることになる。 

 

転機 

2001 年 10 月、オランダの巨大なソニーの倉庫において、当局が立ち入り検査を行い、商品

にカドミウムが混入していないか調査が行なわれた。これは、オランダをはじめ EU 諸国にある

法律（91/338/EEC）の遵守状況を確認するためのもので、その法律では、商品のプラスチック

などの部位にカドミウムが一定以上含まれている場合、その商品の販売を禁止している。プラス

チック中に安定剤や顔料などの添加剤として用いられていたカドミウムは、日本など先進国では

10 年程前から事実上使用されていないが、当局の調査により、ソニー・コンピュータエンタテ

インメントのゲーム機である PS oneの周辺機器の一部から、規制値を超えるカドミウムが検出

されたとの指摘を受けた。その指摘に基づき、自主的に商品の出荷を直ちに停止、さらにその事

実を当局とフェーズを合わせて、ソニー側からも迅速な対外公表を行った。 

 
この以前もグリーン調達の活動として、サプライヤーに対しての環境マネジメントシステムの

導入要請や、カドミウムをはじめとする環境に影響を及ぼすと考えられる化学物質が部品や材料

にどれだけ含有しているのか調査を行い、該当物質の非含有を確認していたが、このひとつの事

件を契機に、グリーン調達の考え方自体を根本的に見直すこととなった。 

 

寄寄      稿稿  
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ひとつの製品に数百から数千の部品が用いられるエレクトロニクス製品では、その部品のサプ

ライチェーンがグローバルに広がっている。そのサプライチェーンの一部で、仮に禁止されてい

る物質が用いられると、結果的に最終製品に含有することとなる。したがって、ソニーと直接取

引のあるサプライヤーだけでなく、それらの上流をコントロールする必要が生ずる。 

 
そのため、まず、これまでの管理基準を全面的に見直し、全世界の関連法規の収集、分析を徹

底し、きわめて詳細かつ明確な環境管理物質の基準を新たに策定した。次に、この基準への遵守

を図るため、ソニーはサプライヤー管理について次の基本 3原則を打ち出し、それに基づくマネ

ジメントを導入した。 

 
①資材源流管理（グリーンパートナー制度） 

②製品設計、品質管理への組み込み 

③測定原則の適用 

 
①は、原材料や部品のサプライヤーの中で一定基準を満たしたサプライヤーを「グリーンパー

トナー」として認定し、認定を受けたサプライヤーからのみ調達を行なうというものである。具

体的には、ソニーが規定した環境管理基準を超えた原材料や部品を使用していないことをサプラ

イヤーが証明する「不使用証明書」等の文書管理に加えて、ソニーの監査員が、原材料/部品サプ

ライヤーを訪問し、ソニー自らが設定した環境管理基準に基づいて監査を行い、基準を満たした

サプライヤーを認定するというものである。既に全世界4,200社を超えるサプライヤーの監査を

終了し、グリーンパートナーからの調達を開始している。 

 
②は、部品の検定の段階で環境管理基準を満たした部品のみをデータベース登録し、設計段階

で設計者が部品を選ぶ際、その部品が環境管理基準を満たした部品以外は使用できない仕組みで

ある。 

 
③は、単にサプライヤーから「不使用証明書」を受け取るだけでなく、サプライヤーからの一

部の禁止物質が使用されていないことを証明する測定データの提出に加え、ソニー社内の生産プ

ロセスに関所を設け、納入部品に対し測定を行い、納入される部品が本当に環境管理基準を満た

しているかを科学的に確認するという原則である。 

 
これらグリーン調達の基準の適用、特に源流管理と測定原則の適用は、これまでの業界の常識

を根本的に変革するもので、驚きの声も上がった。しかし、実際の測定や詳細な調査により、こ

れまで使用されていないと一般には考えられていた物質が、時として実際に使用されているとい

う事実が明確になるにつれ、その必要性が業界でも理解され、サプライヤーの方々のご理解、ご

協力を得て、完遂することができた。 

 

展開 

幸いにして、ソニーの環境マネジメントに訪れた危機は、このように克服することに成功した。

しかしながら、この事件は同時にさまざまな意味で環境マネジメント全体を見直すことにつな

がってゆく。その一例は、それまで、事業所単位のISO 14001を中心に築かれていた環境マネジ

メントシステムである。このような仕組みは、上述のような、調達、設計、量産、出荷にまたが
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り、複数のそして多くの場合、国をまたがるプロセスには、有効に機能しているとは言いがたい

状況であった。実際、上述の化学物質の管理システムは、多くの事業所でISO 14001とは、別の

運用がなされるのが現実となっていた。 

 
この状況を直視した結果、得られた結論は、環境マネジメントの考え方の転換であった。これ

までは、ISO 14001の認証取得が先にあり、必要なプロセスを当てはめてきたが、この発想を180

度転換し、ソニーグループ全体の環境施策に必要なプロセスを考え、それをもとにソニーグルー

プとして一本化されたISO 14001の認証を得るというものである。すでに、2004年の6月には、

「本社環境機能」のISO 14001の認証取得を済ませ、以降、順次各事業所の認証を本社認証に吸

収し、一本化する作業に着手している。2005年度末には、全世界で約140にわたっていたISO 

14001の認証取得が、グループ、グローバルにひとつの認証となる予定である。この統一された

マネジメントシステムは、Global Environmental Management System (GEMS)と名づけら

れた。 

 

将来に向けて 

2006年 7月からは、欧州で Restriction of the Use of Certain Hazardous Substances in 

Electrical and Electronic Equipment（通称：RoHS指令）の施行が予定されており、この RoHS

指令のもとでは、一部の例外を除き、電気電子製品への、鉛、カドミウム、水銀、六価クロム、

臭素系難燃剤 2 種類（PBB、PBDE）の使用が禁止される。今後、強化されるこのような法律に

対し確実にコンプライアンスを果たすことは決して容易なことではないが、GEMSの中に組み入

れられた、上述の新しいグリーン調達の仕組みに基づき、確実な対応を行なう準備をすすめてい

る。環境という「イメージ」だけではなく、確実な環境対応を実践することは、時として莫大な

コストを要し、非常に困難な場合もあるが、企業の社会的責任（CSR）の立場からも、このグリー

ン調達の活動をはじめとした、本質的な問題への取り組みの「実践」が、将来さらに重要になる

と考えている。 

 
□ 

 
 

［当組合 貿易関連環境問題対策委員会／ 
貿易と環境専門委員会／環境法規専門委員会 委員会社］ 
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環境・安全グループ担当委員会の活動状況 
 

 
 

１．貿易関連環境問題対策委員会 

＜環境関連施設見学会（11/4～5：同和鉱業㈱グループ施設）＞ 

 秋田県にある同和鉱業㈱グループの環境関連施設（①㈱エコリサイクル、②同和クリーン
テックス㈱、③花岡鉱業㈱、④小坂製錬㈱）を訪問し、使用済み家電製品のリサイクル処

理、産廃中間処理施設、最終処分場、土壌浄化施設、有価金属の高率回収・製錬システム

などを見学後、質疑応答を行った。 

２．貿易と環境専門委員会 

＜平成 16年度 第 6回委員会（10/5：組合会議室）＞ 

 英国 DTIの WEEE & RoHS指令国内法制化に係るコンサルテーション・ペーパーおよび中 
国WEEE意見徴収稿への日機輸意見書について検討を行った。 

 最近の海外環境規制動向（RoHS 閾値関連、グリーン調達関連 等）について情報・意見交
換を行った。 

＜平成 16年度 第 7回委員会（11/10：組合会議室）＞ 

 ｢CENELEC/JISK Information Exchanging Meeting: WG2 (Environment)｣に関する報告がリ
コー 佐藤副委員長より、また｢英国 DTIコンサルテーション・ペーペー及び中国 WEEE意
見徴収稿に対する日機輸及び関連団体の意見書｣に関する説明が事務局より行われた。 

 最近の環境関連動向（REACH、WEEE & RoHS、CSR関連 等）について情報交換を行った。 

３．環境法規専門委員会 

＜平成 16年度 第 6回委員会（10/20：組合会議室）＞ 

 英国 DTI の WEEE & RoHS 指令国内法制化に係るコンサルテーション・ペーパーおよび   
中国WEEE意見徴収稿への日機輸意見書について検討を行った。 

 欧州（RoHS閾値関連、カテゴリー8/9レビュー関連、ドイツWEEE & RoHS国内法、電池
指令関連、等）、米国（カリフォルニア州リサイクル法（SB50、AB2901）等）、中国の環境
関連情報交換を行った。 

＜平成 16年度 第 7回委員会（11/17：組合会議室）＞ 

 欧州（TAC 動向、英国 DTI コンサルテーション・ペーペーに対する日機輸及び関連団体の
意見書、オランダ・ギリシャのWEEE & RoHS国内法 等）、米国（カリフォルニア州リサイ
クル法（SB50）関連 等）、中国（中国WEEE意見徴収稿に対する日機輸及び関連団体の意
見書 等）の環境関連情報交換を行った。 
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４．環境問題関西委員会 

＜平成 16年度 第 4回委員会（11/1：大阪支部会議室）＞ 

 ㈱神戸製鋼所 鉄鋼部門薄板商品技術部 課長 有村 光史氏より、「亜鉛めっき鋼板の環境
対応」について報告があり、その後、質疑応答を行った。 

 海外の環境規制に関する最近の動き等について情報交換を行った。 

５．基準認証委員会 

＜平成 16年度 第 4回委員会（10/28：組合会議室）＞ 

 委員長 田中 健三氏より「欧州の土木機械安全規格の ISO 化」について講演があるととも
に、副委員長 岡本和比古氏及び客員研究員 羽田 隆晴氏より「ベトナム・タイの製品安全
関連基準認証制度調査結果（概要）」について講演があり、それぞれ意見交換を行った。 

６．EMF（電磁界）人体暴露WG 

＜平成 16年度 第 3回委員会（10/28：組合会議室）＞ 

 EMF 人体曝露に関する欧州規格について情報交換を行うとともに、測定方法等について検
討を行った。 

７．海外 PL問題対策委員会 

＜平成 16年度 第 3回委員会（10/28：大阪支部会議室）＞ 

 欧州主要 3ヵ国の PL制度実態調査のうちドイツについての調査結果（中間報）について調
査委託機関より報告があり、内容を検討した。 

 最近の海外 PL関連動向について情報交換を行った。 

＜平成 16年度 第 4回委員会（11/16：大阪支部会議室）＞ 

 Clyde & Co.法律事務所 (英) John DUNT弁護士より「英国における PL法制度の概要」、Clyde 
& Co.法律事務所 (仏) Gerard HONIG弁護士より「フランスにおける PL法制度の概要」、 
Wilson, Elser, Moskowitz, Edelman & Dicker法律事務所 (米) Philip QARANTA弁護士より
「米国 PLに関する最近のトピックス」についてそれぞれ報告があり、その後、質疑応答を
行った。 

 最近の海外 PL関連動向について情報交換を行った。 

□ 
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◇ WEEE & RoHS指令関連動向としては、10月 22日に開催されたTACの検討状況について報告

しました。同日の会議における主要テーマとなった RoHS 除外の取扱いについては、まず欧州委

員会から調査を委託されたERAから中間結果が発表されましたが、欧州委員会はERAの調査対

象となった項目を第1グループとしてくくり、次回TAC（12月10日予定）で採択を望むと表明して

おります。 

◇ WEEE & RoHS 指令の法制化関連では、英国が規則案およびガイダンス案を発表してコンサル

テーションにかけたことに対して、当組合として環境関連の委員会で検討のうえ意見書を提出し

ましたので、同意見書の内容を紹介しました。JBCE も別途、意見書を提出しましたので、同意見

書（原文）も掲載しました。これらにより英国規則案の主な問題点も分かると思います。 

◇ 上記の英国案を検討している途上で、中国が中国版 WEEE 条例（意見徴収稿）を発表して公に

意見を求めたことから、これについても当組合は環境関連委員会における検討を経て意見書を

提出しました。なお、関連情報として、「モニタリング」のページで同条例（案）の概要と現地での

反応について報告しておりますので、併せてお読み下さい。 

◇ 約4年間、当組合ブラッセル事務所次長であり、JBCE事務局長でもあった藤井敏彦氏から、ブラ

ッセル駐在を振り返ってEUにおけるロビー活動について、当組合の環境関連委員会で行った講

演の記録を掲載しました。欧州で行ってきたロビー活動の特徴、環境分野と通商分野でのロビー

活動の違い、欧州の法的不確定性とそれに対する日本企業の対応等々示唆に富む内容となっ

ております。 

◇ モニタリング情報としては、欧州については 11 月から就任のディマス新環境担当委員の 考えや

欧州議会議員の評価、欧州委員会による REACH 影響調査の開始、加盟国のニッカド電池部分

的禁止の検討等、米国については携帯電話リサイクルに向けての動きやカリフォルニア州の携帯

電話リサイクル法成立等について報告しております。中国については既述の通りです。 

◇ 組合員のページとしては、貿易関連環境問題対策委員会ほか 2つの専門委員会の委員会社「ソ

ニー」からご寄稿いただきました。早くから環境への取り組みを活発に実施してきたが、PS one 事

件を転機としてグリーン調達の管理基準を全面的に見直すとともに、環境マネジメント全体の見

直しも行い、グループ全体の環境施策として統一されたマネジメントシステムにより RoHS 指令の

ような規制に確実に対応すべく準備していることなど明確に紹介されております。 

□ 
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